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　共通教育では、『進取の精神』を育むとともに、学士課程修了者が身につ
けているべき能力として提示された『学士力』を育むため、平成25年度から
新カリキュラムがスタートしたのに引き続き、カリキュラムを円滑に運営す
るため、平成25年度には教育センターの組織改革を行いました。そして、平
成26年度は、新たな教育センターの運営組織を中心に、新カリキュラムに対
する各学部の要望を調査したり共通教育懇談会を開催するなどして、カリ
キュラムの検証に取り組むとともに、共通教育の実施体制などにみられる課
題についても検討を重ねました。
　新カリキュラムを検証した結果、カリキュラム全体としての目標が曖昧で
あり、分野別の開設科目数に偏りがあること、開設科目が体系化されていないこと、アクティブ・ラー
ニングを導入した授業科目が少ないこと、担当教員が定年した後に科目が引き継がれていないこと、抽
選漏れの科目が多いこと、専門教育との連関について十分に検討されていないことなど多くの課題が明
らかとなりました。そのようなカリキュラムによる教育を受けた学生の実態については、カリキュラ
ムがスタートした平成25年の秋に1年生を対象として実施された「大学IRコンソーシアム・アンケート
2013」の調査結果を参考にしました。その調査によると、本学では、効果的に学修する技能の修得やプ
レゼンテーション能力、外国語の運用能力やコンピュータの操作能力などが十分に伸びたと認識する学
生が、他大学に比べて少ない傾向にありました。このような新カリキュラムにみられる課題については、
教養部解体時に学部に分属した教員の後任の補充が十分になされておらず、共通教育を担当する教員数
が減少して非常勤の依存率が高くなっていることも影響しているとみられます。
　以上のことから、新カリキュラムにみられる課題を解決して共通教育の質を保証するためには、大学
での学び方の特徴を理解させ、自主自律的に学びを続けるための基盤となる思考法や学習技術、自己管
理能力を育成する初年次教育プログラムを導入するなど共通教育カリキュラムの抜本的な改革が求めら
れます。また、教育センターに専任教員を増員することで共通教育の中心的な役割を担う教員を確保す
るとともに、全学支援体制により充実した共通教育を実施することが喫緊の課題であることから、具体
的な共通教育改革計画書（案）の作成に取り組みました。
　新たな共通教育カリキュラムの枠組みとしては、先に紹介した初年次教育プログラムのほかに、グロー
バル化が進む社会に貢献するための基盤となる語学力および異文化理解能力を育てるためのグローバル
教育プログラムと、幅広い学問的教養に基づき、地域や国際社会における課題の発見、追究、解決を通
して社会に貢献しつつ自己の能力開発をも行う基礎力を育てるための教養教育プログラムを開設する計
画を作成しました。なお、理系学部の基礎教育科目については、各学部で内容や科目を精選していただ
き、学部の専門教育科目として開講する方向で検討をお願いし、共通教育では実験科目を１単位で開講
するとともに、基礎教育科目の入門的な科目を新たに開講することにしました。
　新たな共通教育プログラムの詳細については、平成27年度に検討を進めますが、それらのプログラム
を実施するにあたり、教育センターの高等教育研究開発部のほかに、教養教育科目や外国語科目、体育・
健康科目を担当する専任教員を配置することを共通教育改革計画書（案）に盛り込ませていただきまし
た。平成27年3月の大学運営会議において、共通教育改革計画書（案）が承認されましたのは、全学的
に共通教育の改革の重要性を理解していただいたことによるものであり、新たな共通教育への第一歩を
踏み出すことができました。今後、教育センターに配置が予定されている専任教員を中心に、これまで
以上に全学の教職員の皆様のご理解とご協力をいただきながら、より良い共通教育のカリキュラムを構
築し、平成28年度から新たな共通教育課程がスタートできればと思っております。

新たな共通教育への第一歩

教育センター長　飯　干　　明
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　鹿児島大学教育センターは、大学での教育方法や、授業方法の改善などについて研究・開発し、提言
を行う高等教育研究開発部と、共通教育科目等に関して企画・実施をする共通教育企画実施部、外国語
教育の開発や提言を行う外国語教育推進部、大学院共通科目教育の企画・立案・実施を行う大学院共通
科目・特別コース推進部の４部で構成されており、鹿児島大学における教育の拠点として位置づけられ
ています。

教育センター
・高等教育の研究・開発・提言
・共通教育等の企画・立案・実施
・外国語教育の企画・提言・推進
・大学教育の全学的な連絡調達

高等教育研究開発部
・高等教育の教育方法及び教育支援等の研究開発
・ＦＤの研究開発、実施及び授業改善
・教育評価の研究開発及び自己点検・評価等

共通教育企画実施部
・共通教育等の調査・研究・開発
・共通教育等の授業の実施に係る具体的事項の企画・運営
・共通教育等と専門教育との連絡・調整等

外国語教育推進部
・共通教育等外国語教育の企画・提言
・外国語教育の改善・提言
・外国語教育の研究、カリキュラムの開発及び推進等

大学院共通科目・特別コース推進部
・大学院共通科目・特別コースの企画・立案
・大学院共通科目・特別コースの科目担当教員の資格
・大学院共通科目・特別コースの授業の計画・実施・運営等

各科目委員会
・授業科目の企画・立案・実施
・当該科目の時間割作成等

各運営委員会
・授業科目の企画・立案・実施
・当該科目の時間割作成等

Ⅰ　ごあいさつ

教育センターの組織



Ⅱ　特　　　　集





Ⅱ　特集

－ 3 －

１．はじめに

　平成14年に発表された中央教育審議会の答申「新しい時代における教養教育の在り方」のなかで、社
会が複雑かつ急激な変化を遂げる時代において求められる教養教育について、「自らが今どのような地
点に立っているのかを見極め、今後どのような目標に向かって進むべきかを考え、目標の実現のために
主体的に行動していく力を持たなければならない。この力こそが、新しい時代に求められる教養である
と考える。」と記述されている。そして、大学における教養教育について、「生涯にわたる人格の陶冶を
考えた場合、10代後半から20代前半にかけての時期においては、社会の中での自己の役割や在り方を認
識し、より高いものを目指していくことを意識した知的訓練を行うことが重要である。大学の教養教育
はこうした知的訓練の中核を占めるものであり、学生には、学ぶ意識を高く持ち、主体的にこの訓練に
取り組む姿勢が求められる。」と記述されている（文科省HP、新しい時代における教養教育の在り方に
ついて）。
　本学では、「市民として行動できる能力」を育成することをねらいとし、平成25年度に共通教育のカ
リキュラム改革を行った。その改革は、共通教育において学生がもつ人間としての能力を鍛え伸ばすこ
とを中心としたものであり、人間力の基本要素である実践力、判断力、精神力、身体力、コミュニケー
ション力と知力の養成を行うプログラムとして、「人間力養成プログラム」が新たに構築された。また、
専門教育を学ぶための基礎となる能力の養成を主眼としたプログラムとして、「専門基礎力養成プログ
ラム」の構築も行われた。これら二つのプログラムが、現行の共通教育課程の柱となっている。共通教
育の現行のカリキュラムにおける「人間力養成プログラム」は、平成24年度まで開設されていた旧カリ
キュラムにおける共通教育科目を５つの中分類｛実践・判断・精神力、知力（人文社会科学）、知力（自
然科学）、身体力、コミュニケーション力｝と28の小分類（科目群）へ再編することが中心となっている。
科目を再編することにより、旧カリキュラムで７分野（人間教育、導入教育、思想と文化、社会と歴史、
人・生命・環境、科学・技術と応用、自然と数理）に分割され、学部によって各分野の単位取得条件に
相違がみられた教養科目が、実践・判断・精神力、知力（人文社会科学）、知力（自然科学）の３分野
については、いずれの学部もそれぞれ最低４単位以上は取得することに統一された。このように、現行
のカリキュラムでは、学部による単位修得の偏りを解消して「人間力」を養成できるように配慮がなさ
れたものの、既存の科目を再編し構築されたものであり、人間力の６つの要素を養成することを目的と
して新たに開設された科目はほとんどなかった。
　現行のカリキュラムについて検証を行った結果、カリキュラム全体としての目標が曖昧であるためか、
中分類における開設科目数の偏りがみられるとともに科目の体系化がなされていないこと、アクティブ・
ラーニング導入の科目が少ないこと、担当教員の定年後に科目の引き継ぎがなされていないこと、抽選
漏れとなる科目が多いこと、専門教育との連関について十分に検討されていないことなどの課題が明ら
かとなった。また、現行のカリキュラムによる教育を受けた学生の実態について、「大学IRコンソーシ
アム・アンケート2013」の調査結果を参考にすると、効果的に学修する技能の修得、プレゼンテーショ
ン能力、外国語の運用能力、コンピュータの操作能力などが十分に伸びたと認識する学生が、他大学に
比べて少ない傾向にあった。新カリキュラムの検証により明らかとなった諸課題については、教養部解
体時に学部に分属した教員の後任の補充が十分にはなされておらず、共通教育を担当する教員数が減少
して非常勤の依存率が高くなっていることも影響していると推察される。
　大学進学率が50％を超えるとともに、入試の多様化が進むなか、教養・共通教育の改革に取り組む大

鹿児島大学における共通教育の新たなカリキュラム改革について

教育センター長　飯　干　　　明
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学が増えており、初年次教育などの新たなカリキュラムが活発に展開されていると報告されている（文
科省HP、国立大学法人における教養教育に関する実態調査報告書）。なかでも、初年次教育については、
中央教育審議会大学分科会制度・教育部会　学士課程教育のあり方に関する小委員会が2007年９月に公
表した「学士課程教育の再構築」審議経過報告のかなで、「学びの動機づけや習慣形成に向けて、初年
次教育の導入・充実を図り、学士課程全体の中で適切に位置づける。」と明記され（山田、2008）、高等
学校から大学への円滑な移行に果たす初年次教育の重要性が指摘されている。
　以上のことから、平成28年度より実施する新たな共通教育カリキュラムでは、具体的な到達目標とし
て、自己理解、情報収集・精査・統合、論理的思考、科学的思考、倫理、実践、他者との協働という７
項目を掲げ、それらを達成すべきプログラムについて検討をすすめた。その結果、初年次教育プログラ
ムを核としながら専門教育との関連も配慮し、学生に自学自修の学習習慣を身につけさせることをねら
いとした以下のようなプログラムを編成することにした。
　①�大学での学び方の特徴を理解し、自主自律的に学び続けるための基盤となる思考法や学修技術、自

己管理能力を育成するための初年次教育プログラム。
　②�グローバル化の進む社会で自主自律的に学び続け、社会に貢献するための基盤となる語学力および

異文化理解能力を育成するためのグローバル教育プログラム。
　③�幅広い学問的教養に基づき、地域や国際社会における課題を発見し、追究、解決することを通して

社会に貢献しつつ、自己の能力開発をも行う基礎力を育成するための教養教育プログラム。
　これら３つのプログラムについて、新たな共通教育の核となる初年次教育プログラムを中心に概要を
紹介する。

２．初年次教育プログラムについて

　初年次教育について、溝上（2013）は、大阪府立大学における実施の経緯について紹介している。
2012年度より１年生を対象に初年次教育を大阪府立大で実施することになったのは、大学の調査により、
１年生前期終了時と３年生前期終了時のGPAに、0.803という非常に高い相関がみられたことにあると
いう。それに関して、１年前期のGPAの高低には入試成績が絡んでいるのではないかという仮説が出
されたので検証した結果、１つの学類（注：大阪府立大学は４学域13学類）以外ではまったく関連がみ
られなかった。この結果をもとに、大学で学生を育てるためには入学後の教養教育、なかでも１年生の
前期が、後の学修成果を決定付けるきわめて重要な時期であると全学で認識され、１年生を対象とした
初年次教育である「初年次ゼミナール」を実施するとともに、学習習慣をつけさせ、きめ細かいサポー
トをするための学習ポートフォリオが導入された。大阪府立大学のホームページでは、全学域の教員が
担当する「初年次ゼミナール」について、大学生活に必要な「能動的な学びの姿勢」をスタートの段階
で身につけることができるだけでなく、他者の意見を傾聴し自らの意見を伝えることからチームワーク、
さらには、ディベートやプレゼンの方法まで、「大学生の学び」や社会人になっても役立つ主体的なチ
カラが身につくと紹介してある。また、スタート時で他学域・学類の学生と深く関わりながら学べる貴
重な授業であり、グループワークなどで自分とは異なる考えや価値観にハッと気づくことや、ずっと続
く仲間になれると紹介してある。
　初年次教育については、2009年度に全国の国公私立大学の全学部を対象にアンケート調査が実施さ
れており、「受動的な学習態度から能動的で自律的・自立的な学習態度への転換を促す」という観点
で高い評価が得られた大学については、実地調査も行って評価した結果が紹介されている（河合塾、
2010）。その調査では、初年次教育のなかでも、能動的・自律的な学習への転換は、一方向的な講義で
はなく、双方向的、協働的な活動の中で実現されるという考えから、その場となる「初年次ゼミ」を中
心に検討がなされている。国立大学のなかでは三重大学の初年次教育である「４つの力スタートアップ
セミナー」が高い評価を得ているが、それは、４つの力（「感じる力」、「考える力」、「コミュニケーショ
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ン力」とそれらを総合した「生きる力」）を身に付けることを教育目標として、2009年度から全学１年
生を対象に開始されたものである。授業の基本要素として、ディスカッション、講義、グループプロジェ
クトを必ず含み、１クラス約40名を約４名で構成されるグループに分け、毎回同じメンバーでディスカッ
ションを行う。そして、毎回の授業の最後に、各グループで集まって、「今回の授業で自分たちはどん
な力がついたか」をリフレクションシートに記入して振り返るという。
　このような初年次ゼミに関する実地調査で明らかとなったことは、初年次教育に熱心な大学ほど学生
も教員もその成果を実感し、さらなる改革にも意欲的であるということである。そして、初年次教育は
教員の意識改革を促し、大学全体の改革につながる力も秘めていると記述されている。
　新たな共通教育課程において核となる初年次教育プログラムの科目は、「初年次セミナーⅠ」と「初
年次セミナーⅡ」を中心に、地（知）の拠点整備事業との関連で地域貢献に関する意識の醸成を意図し
た科目の「大学と地域」、大学生活のみならず卒業後の社会生活をも見越した実践的な能力の育成を図
る科目の「情報活用」と「体育・健康」である。特に、初年次教育の中心となる「初年次セミナーⅠ」
と「初年次セミナーⅡ」の教育効果は、学生はもとより大学全体に波及することが期待されることから、
教育センターへ配置予定の専任教員を中心に、全学の支援により実施していくことが望まれる。

３．グローバル教育プログラムについて

　グローバル教育プログラムは、「英語」と新設する「異文化理解」により、社会に貢献するための基
盤となる語学力および異文化理解能力を育成することを目的としているが、中心的な役割を果たすのは

「英語」である。英語教育については、平成20年度の改革で、必修コア科目の少人数化、全学規模での
習熟度別クラス編成、外部試験導入による共通アチーブメントテストの実施などに取り組み成果を修め
てきた。しかしながら、２年次必修のオープン科目については、授業内容や方法、受講者数などに検討
の余地があり、外部試験についても再検討が求められていた。そこで、高度の専門的知識の獲得および
発信の基盤として必要な外国語能力を身につけることを目指し、新たな英語教育プログラムの検討が共
通教育英語改革WGを中心に進められた。その結果、「読む」「聞く」「話す」「書く」の４技能を統合し
た、中等教育や学部で行う専門英語教育との連携を意識した授業内容へ見直すとともに、C

セファール

EFR－J（日
本人学習者の英語到達度指標）を利用した成績評価基準を策定するなどして、１年前期から３年後期ま
での体系的な英語教育カリキュラムを構築することになった。
　新設の「異文化理解」科目は、社会のグローバル化に伴い、異文化を理解する必要性が高まっている
現状をふまえて全学必修科目として開講するものである。この科目では、異文化に関する理解を深める
だけでなく、文化の異なる他者とのコミュニケーションに伴って生じる問題についての解決法を模索す
るなどの実践的学修を積極的に取り入れるものであり、初修外国語の導入科目としての役割もある。

４．教養教育プログラムについて

　教養教育プログラムは、多様な学問的見方や考え方にふれることで視野を広げるとともに、地域の資
源を活用した学修を通じて自己の能力を高めることを目的としており、「教養基礎科目」と「教養活用
科目」の２つからなる。それぞれの科目には、人や自然、文化の多様性にみられる鹿児島特有の資源を
活用した地域志向科目も含まれている。また、「教養基礎科目」を、人文・社会科学分野と自然科学分
野に大別することにより、現行の教養科目が３つに区分されていることで生じていた科目数の偏りが、
いくらか解消されるとみられるものの、自然科学分野については、全学の支援による科目数の増加が望
まれる。なお、初修外国語については、人文・社会科学分野で必修科目あるいは選択科目として開講し、
初修語の言語力の向上を図る。それにより、これまで初修語を学修する機会がなかった学部・学科にお
いても履修が可能となる。
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　「教養活用科目」として、地域社会や環境問題等、現代社会がかかえる諸問題について理解を深め、
主に課題の発見を目指す科目である「統合Ⅰ」と、主に課題の解決を目指す科目である「統合Ⅱ」とを
開設する。いずれも積極的にアクティブ・ラーニングを取り入れ、学生が授業時間外にも自主的・能動
的に学修を進めたうえで、授業時には学生同士の議論や教員との質疑応答、プレゼンテーション等を実
施することにより、修得した様々な知識や技能を用いて課題の発見や解決方法の検討に取り組む実践的
な科目である。
　なお、新たな共通教育カリキュラムでは、これまで理系学部に所属する学生に対して行われていた基
礎教育科目について、共通教育では開講せずに各学部の専門教育の一環として位置づけ、共通教育に関
する卒業要件単位数から除くことにした。そして、理系の科目について、共通教育では、統計学、数学、
物理学、生物学、化学に関する入門的な科目を新規に開講し、実験科目は１単位にして開講する。

５．おわりに

　平成28年度から実施する新たな共通教育改革における教育プログラムのなかで、特に効果が期待され
る初年次教育プログラムについては、教育センターの専任教員であり高等教育研究開発部に所属する、
伊藤 奈賀子 准教授に、「学修の基礎学力を培う初年次教育プログラムの導入」というテーマで紹介し
ていただいた。また、グローバル化する社会で求められる語学力のなかで基本となる英語に関する教育
プログラムについても、新たな共通教育改革にあわせて抜本的な改訂を行うことになったが、その詳細
については、教育センターの専任教員であり外国語教育推進部に所属する金岡 正夫 准教授に、｢共通
教育英語のリ・デザイン化－カリキュラムの実質化と英語授業の系統化－｣ というテーマで紹介してい
ただいた。これらの論文により、新たな共通教育改革の柱とも言える初年次教育プログラムと英語教育
プログラムの重要性について理解を深めていただきたい。　
　本学のアドミッションセンターが、平成19年度及び23年度入学生を対象に、独自に算出したGPAを
もとにして行った「入試と入学後成績の追跡調査」によると、全入学生に対する１期（１年生前期）の
GPAと４年終了時の累積GPAの相関係数は、平成19年度入学生が0.7632、平成23年度入学生が0.7426で
あり、いずれもかなり強い関連性がみられている（アドミッションセンター、2015）。このような結果は、
先に紹介した大阪府立大学とほぼ同様の傾向を示していることから、共通教育を充実させることは、本
学にとっても喫緊の課題といえよう。平成28年度から実施する新たな共通教育カリキュラムが成果を収
めるためには、全学による支援が鍵となることから、これまで以上に全学からの支援を得て新たな共通
教育を実施し、進取の精神を有する学生を育てていければと思う。
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1．はじめに

　体系的な教育の実現と専門教育との有機的連携という、大学における一般教育カリキュラムに関する
２つの課題は、1991年の大学設置基準大綱化から四半世紀が経とうという現在においても継続して存在
し続けている。大綱化後、前期は一般教育、後期は専門教育とするカリキュラムは、専門教育が入学直
後から徐々に開始されるくさび形へと多くの大学で移行した。しかし、その一方で一般教育は初年次か
ら４年次（あるいは６年次）まで体系的には行われてはおらず、今もなおその中心は初年次にある。こ
のため、くさび形といいながらもその実態は専門教育の早期化である。また、大綱化の意図として、一
般教育と専門教育を有機的に連携させ、学士課程としての一貫したカリキュラム構築が目指されたもの
の、その意図は充分達成されたとは言い難く、2008年には中央教育審議会が「学士課程教育の構築に向
けて（答申）」を示し、一貫した体系的カリキュラム構築の重要性を改めて指摘するに至っている１。
　翻って本学においても、この2つの課題は厳然と存在し続けている。本学では共通教育課程において、
学生が所属する学部を問わず共通の学識を修めることを目的として様々な科目が開講されている。しか
し、専門教育との関係だけでなく、共通教育科目同士の連携も不充分と言わざるを得ないのが実情であ
る。また、共通教育科目の履修は１年以内もしくは２年前期までに終えるものと考えられており、４年
間（もしくは６年間）を通じて学修ができるようなカリキュラムとは言い難い。同時に、学士課程全体
の中で各科目がどのような目標の達成を目指すものであるか、カリキュラム上のどこに位置づくもので
あるかは明確にされてこなかった。
　本学ではこれまでにもたびたび共通教育改革が試みられてきたが、明確な目的に基づいて課程が編成
されてこなかった。中でも高校から大学という学び方が大幅に変わるために円滑な移行が非常に困難で
あると同時に、大学生活が成功裏に終わるかどうかを決めるのに最も重要な時期である初年次の学生が、
大学で学ぶために基礎学力を培うプログラムは確立されてこなかった。例えば、「セミナー・学問のス
スメ」は受講を初年次の学生に限定したうえで、明確な目標を全クラス共通で設定して実施されている。
しかし、選択科目であるために受講者数は限られており、全学的な初年次教育というには充分とはいえ
ない。これとは逆に「情報活用基礎」は全学必修科目であるものの、その内容はクラスによって異なっ
ており、全学共通の目標達成を目指すものとはなっていない。このような状況を踏まえ、今回の共通教
育改革では、全学生に対して学士課程の基盤として学修の基礎体力を培うことを目的とした「初年次教
育プログラム」を開設する。
　本稿では、我が国の大学における初年次教育の現状と課題を踏まえつつ、今回の本学共通教育改革の
一環として新たに設定した初年次教育プログラムについて概説を行う。

2．「初年次教育」の現状と普及の背景

　初年次教育とは、単に、初年次の学生を対象として行われる教育全体を意味するものではなく、明確
な目的に基づいて構築される一連のプログラムを指す。先述の中央教育審議会答申では、「高等学校や
他大学からの円滑な移行を図り、学習及び人格的な成長に向け、大学での学問的・社会的な諸経験を成
功させるべく、主に新入生を対象に総合的につくられた教育プログラム」と定義されている２。つまり、
学修面でも人間形成という面でも大学生活を成功させるための基盤づくりが初年次教育の大きな目的で
ある。

学修の基礎学力を培う初年次教育プログラムの導入

教育センター高等教育研究開発部　准教授　伊藤 奈賀子
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　初年次教育は、2000年代以降定義も曖昧なまま急速に拡大したが、2000年代後半に入ると徐々に内容
が整理され、カリキュラムに位置付けられるようになった３。文部科学省が2001年度から全国国公私立
大学を対象として実施している「大学における教育内容等の改革状況について」の調査項目に初年次教
育が登場したのは2006年度以降であり、その段階で初年次教育を導入していると回答した大学は既に全
体の約71％に当たる501校に上った４。この数値はその後上昇を続け、2012年度には全体の約93％に当
たる695校で初年次教育が実施されるに至った５。このうち、2012年度において実施率が最も高いのは「レ
ポート・論文の書き方などの文章作法を身に付けるためのプログラム」の82.1％、次いで、「プレゼンテー
ションやディスカッション等の口頭発表の技法を身に付けるためのプログラム」の73.8％である。また、
過去５年間に最も実施率が上昇したのは「大学内の教育資源（図書館を含む）の活用方法を身に付ける
ためのプログラム」であり、2008年度には27.2％であったのが、2012年度には61.4％に及んでいる。
　初年次教育の内容については、上記の教育資源活用など近年特に重視されるようになった内容もある
ものの、全く新しい要素が導入されているわけではない。むしろ、近年の傾向として顕著なのは、教育
内容の変化ではなく教育方法の開発に重点が置かれている点である。もともと初年次教育向けの教育方
法というわけではなかったサービス・ラーニング６や協同学習７といった教育方法が、学習や大学生活
全体への動機付けや責任感や倫理観を育成するために有効であるとの認識に基づいて採用されている。
また、初年次の段階からキャリア形成や進路選択への動機付けを図る内容も上記調査によれば2012年度
には71.6％の大学が取り入れており、単なる学力育成に留まらず、幅広い視野で学生生活の成功を支援
するようなプログラムへと発展しつつある。
　こうした発展の一方、課題も顕在化している。最大の課題は学生の多様化への対応である。大学の設
置形態や学力水準によって必要なプログラム内容・実施方法は大きく異なるため、他大学の先行事例が
そのまま自大学に適用できることはあまりなくなっている。加えて、１つの大学内においても入試方法
の多様化などにより、学生間の学力差が顕著になっている。このため、学生ごとにニーズが異なり、全
学生を対象としたプログラムの計画が困難になっている。
　中でも学力不足学生の存在とその対応については、昨今多くの大学において極めて大きな課題となっ
ている。アクティブ・ラーニングの推奨という昨今の趨勢からも明らかなように、学力観は論者によっ
て大きく異なり、学ぶために必要な知識・技能との見方もあれば、身に付けた知識量とする見方もある。
しかし、いずれの解釈をとる場合でも、大学がこれまで行ってきた教育の内容・方法では充分な成果を
挙げることができない水準の学生を学力不足としている点は共通している。ベネッセ教育総合研究所が
2013年に学科長に対して（高校については校長）実施した調査によると、授業において学生の学力不足
が「問題になっている」とした大学が全体の75.8％、「学生間の学力差が大きく、授業がしづらい」と
の回答も67.8％に上った。さらに、１年生に関する質問においては、半数以上が「高校の教育課程で身
につけるべき教科・科目の知識・理解が不足している」との回答が32.3％、「基本的な学習習慣が身に
ついていない学生」が「半数以上」との回答が31.8％、「３割くらい」が36.4％であった８。
　学力不足学生の問題が入学直後の段階で明らかになった場合、早期の解決を図らなければ学生生活全
般へと問題が拡大しかねず、最悪の場合には中退に至る恐れがある。朝日新聞と河合塾が2014年に行っ
た調査によれば、1年間の退学率は1.8%、卒業までの退学率は8.1%である９。中退の理由全てが学力不
足であるとは考えられない。しかし、同調査において各大学が退学防止のために行っている取り組みか
ら判断するに、学力不足による例も確実に存在すると考えられる。初年次教育は学業と生活双方の充実
を目的としたものであることから、学力面で問題を抱えた学生に自己肯定感を与えつつ学力向上を図る
ような取り組みが求められているといえる。
　初年次教育が急速に普及した背景には、以上のような問題の顕在化が確かにある。しかし、一方で大
学に求められている教育目標やディプロマ・ポリシーの明確化とその達成に向けた体系的カリキュラム
の構築に基づく教育の実現を考えれば、その基盤となる初年次教育の必要性や重要性も自ずと明らかに
なるのではないか。初年次教育は学生生活の成功にとって重要ではあるものの、あくまで学士課程の一
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部に過ぎない。しかし、初年次教育の成果は学士課程教育全体の基盤をなすものであり、学士課程全体
の成果に強い影響を及ぼすものなのである。

3．本学初年次教育プログラムの概要

　本章では、上述の全国的傾向を踏まえて新たに2016年度より開始する初年次教育プログラム及びその
一環として新規に開設する「初年次セミナーⅠ・Ⅱ」「大学と地域」の概要についてそれぞれ述べる。

３–１．初年次教育プログラムの概要
　本学共通教育における初年次教育プログラムの目的は「大学での学び方の特徴を理解し、自主自律的
に学び続けるための基盤となる思考法や学修技術、自己管理能力を育成する」ことである10。この目的
を踏まえて初年次教育プログラムとしての目標を、①大学で学ぶ意味を見出し自身の目指す方向に向け
て自主自律的に学ぶ姿勢、②物事を論理的・科学的に考える作法、③学修を円滑に進めるための技能、
という３点の修得として、下記６科目を全学必修科目として設定した。
　⑴　初年次セミナーⅠ
　⑵　初年次セミナーⅡ
　⑶　大学と地域
　⑷　情報活用
　⑸　体育・健康（理論）
　⑹　体育・健康（実習）
　新規科目である「初年次セミナーⅠ」及び「初年次セミナーⅡ」は、前後期同一クラスでの実施を予
定している。いずれも少人数でのアクティブ・ラーニング型授業を通じて大学での学修に必要となる自
主自律的な学び方を修得することを主な目的とする。特に、Ⅰではプレゼンテーション力、Ⅱではレ
ポート作成力の向上を図る。同じく新規科目である「大学と地域」は、「鹿児島大学の基本的目標」11

や2014年10月に示された「学長ビジョン」12でも言及されているように、地域の知の拠点としての本学
で学ぶ意義を明らかにし、地域貢献に関する意識を醸成することを意図している。一方、既存科目であ
る「体育・健康」と「情報活用」については、全学必修科目として全学生に共通して課す目標と他科目
との関係・連携について見直し、大学生活のみならず卒業後の社会生活においても活かされるだけの基
礎的技能や健康管理法の修得を目指す。これらの科目は全て共通教育科目の一部をなしていることから、
科目としての独自目標だけでなく、共通教育科目全体の目標の達成をも目指して運営される必要がある。
共通教育の目標との関係を示したのが表１である。なお、ここでは各目標のうち特に重視するものにつ
いて、高い水準での達成を目指すものを◎、一定水準での達成を目指すものを○とした 13。
　上記目標からも明らかなように、共通教育の役割として重要なのは、特定の知識内容を修得させるこ
とより思考力・判断力等といった汎用的能力の育成である。中でも全学必修科目については、専門分野

1.自己
理解

2.情報
収集他

3.論理的
思考

4.科学的
思考 5.倫理 6.実践 7.他者との

協働

⑴ 初年次セミナーⅠ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎

⑵ 初年次セミナーⅡ ○ ◎ ◎ ○ ○

⑶ 大学と地域 ◎ ◎ ○ ○ ○

⑷ 情報活用 ◎ 〇 ○ ◎

⑸ 体育・健康（理論） ◎ ○

⑹ 体育・健康（実習） ◎ ○
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に関係なく修得すべき教育内容を扱っていることから、どのような分野でも学修においても活かすこと
のできる能力育成を確実に行うことが求められ、こうした点で初年次教育の大きな役割のひとつである
学修の基盤形成という側面が現れている。
　ただし、こうした能力の育成については、知識の習得と比べて教育内容・方法の特定が困難であるこ
と、さらにいえば、能力の習得度を客観的に評価する方法の開発もまた容易ではないことが指摘されて
いる14。上記６科目についていえば、「体育・健康」に関しては、理論においても実習においても体育
学等の一定の専門性をもつ教員でなければ的確な教育を行うことは困難である。しかし、それ以外の４
科目については、必ずしも特定の専門性に基づいて教育内容が定められるものではない。むしろ、専門
分野を問わず求められる能力の育成が求められているのであり、担当教員について適切な専門分野があ
るとも言い難い。実際に、2015年度までの「情報活用基礎」については、学生が所属する学部学科の教
員が各クラスを担当しており、例えば情報科学等を専門とする教員が全てのクラスを担当しているので
はない点で「体育・健康」とは明確に異なる。こうしたことから、上記科目の運営及び学修成果の評価
に際しては、どの教員が担当する場合でも共通の教育内容・方法を選択した上で運営し、共通の指標で
評価できるようあらかじめ体制を整備しておくことが求められる。
　そこで、次項から、新規科目である⑴～⑶についてその概要を述べる。なお、⑷⑸については科目内
容の再検討及び共通化といった改善は試みているものの、基本的には既存科目であることからここでは
取り上げない。

３–２．新規科目のクラス編成
　「初年次セミナー」及び「大学と地域」では、いずれも学部混在型でクラス編成を行う。これは、可
能な限り多様な学生と関わりながら学ぶ機会を保障するためである。様々なものの見方や考え方を持つ
他者と話し合う機会を持つことにより、自身の考え方を振り返ったり、論理的に考え、説明する能力を
育んだりすることを意図している。
　同時に、人間関係構築の場を設けることにより、大学生活への定着を促し、安定した状態で学業に励
み、より高い学修成果を期待できるようにすることも意図している。Benesse教育総合研究所の調査に
よれば、「話をしたり一緒に遊んだりする友達の数（大学内）」と「総合的な大学満足度」との間には相
関が見られ、学内での友人関係が大学生活の充実に大きな影響を及ぼしているといえる15。また、大学
生が友人と知り合ったきっかけとして最も多いのは初年次に受講した授業であったという調査結果もあ
る16。これは、1年生に尋ねても３, ４年生に尋ねても同様の結果であり、初年次に受講した授業を通じ
て形成した人間関係がその後の大学生活にも継続されるといえる。学士課程のカリキュラムは学年の進
行とともに専門教育の割合が高くなるため、必然的に高年次では他学部学科の学生との交流の機会が減
少する。このため、初年次は他学部学科の学生との間に友人関係を築くための貴重な機会ともいえる。
　一方、学生の多様性の中には学力差という問題も存在する。学力差のある学生がグループ活動を行う
ことに対する懸念も予想される。しかし、習熟度別クラス編成はいかなる場合でも良い効果を発揮する
わけではなく、下位クラスとされた学習者の意欲を削ぐ、学修者同士の学び合い・教え合いが行われに
くいといった問題点も指摘されている17。同等の学力水準の学生でクラスを編成する方が教員にとって
指導しやすい側面はあるかもしれない。だが、ここでいう学力の意味するところとはどのようなものか
について今一度考える必要がある。
　学力の定義をめぐっては諸説あるものの、現在の我が国の教育において想定されているのは、2003年
の中央教育審議会答申において示された「確かな学力」についての以下の定義であろう18。

　　�それ（学力）は「生きる力」の知の側面であり、知識や技能はもちろんのこと、これに加えて学ぶ
意欲や、自分で課題を見付け、自ら学び、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する資質
や能力等までを含めたもの（である）19
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　このような学力観に立った場合、学修意欲や課題発見・解決能力、行動力等、学力に含まれる多様な
要素全てに配慮してクラス編成を行うことは事実上不可能である。本学でも英語では習熟度別クラス編
成が取り入れられているが、これはセンター試験の結果を用いることで学生の英語力を一定程度評価で
きていることによる。これに対して、「初年次セミナー」や「大学と地域」については、受講生に要求
する基礎学力が明確にされているわけではなく、育成を目指す学力にしても高校までに身に付けた知識
量や技能とは必ずしも同一のものではない。このため、出身高校や所属学部学科の偏差値、あるいは入
試形態や入試成績に基づくクラス編成は困難である。
　「初年次セミナー」「大学と地域」はともに多様な学生が混在して学ぶことを前提として計画された科
目であり、その点を踏まえて教育内容・方法を選択する必要がある。以下ではそれぞれの詳細について
述べる。

３–３．初年次セミナーⅠ・Ⅱ
　初年次セミナーは、前期にⅠ、後期にⅡを開講する。同一のクラス編成を行うことにより、学修コミュ
ニティの形成も意図している。
　「初年次セミナーⅠ」は、大学で学ぶための基礎となるテーマ設定の方法や取り組み方を理解し、そ
れらを踏まえてプレゼンテーションを行うだけの能力を身に付けることを目標としている。多様な関心
を持つ他者との協働を通じて自身の関心を振り返り、必要な学修活動を自らコーディネートし、実践し
ていくことを目指している。アクティブ・ラーニング型授業により、学生は、テーマ設定→調査・情報
収集→資料作成→プレゼンテーション、という一連の活動を行う。こうした授業の流れは全クラス共通
であり、作成したオリジナルテキストを利用する。学修目標は下記の通りである。

　①　�自ら課題を発見し、その解決に向けて検索・収集した資料を分析・整理し、自分なりの考えを持
つことができる。

　②　グループ活動に積極的に参加し、協力して作業を進めることができる。
　③　調べた内容や自分の考えを、効果的に説明・発表できる。

　目標の達成度については、最終的なプレゼンテーションに対する評価の他、毎回の授業での自身の学
びや活動状況に対する省察をポートフォリオとして蓄積し、これも評価対象とする。また、最終プレゼ
ンテーションについても、教員だけでなく学生間の相互評価も取り入れる。いずれも評価の指標及び水
準については全クラス共通とする。
　なお、「初年次セミナーⅠ」については、「情報活用」との連携が重要となる。「初年次セミナーⅠ」
には学修内容に調査・情報収集活動が含まれており、最終的にはプレゼンテーションを実施する。これ
に対して「情報活用」では、情報検索方法やプレゼンテーションに用いるパワーポイントの操作技術の
修得を学修内容に含んでいる。このため、扱う授業回を調整し、「情報活用」で学んだ技術に基づく活
動が「初年次セミナー」で行えるよう配慮している。
　一方、「初年次セミナーⅡ」は、夏季休暇中の課題レポート作成を前提として行う。授業の目標は、
これも大学での学びの基礎として求められる論理的思考や科学的思考の仕方を理解し、それらを踏まえ
て論証型レポートが作成できるだけの基礎的能力の基礎を身に付けることにある。具体的には、図書館
やインターネット上にある様々な資料を的確に収集・精査したうえで活用できるようになること、そう
した資料を活かして根拠に基づく表現の必要性・重要性を理解した上で適切な表現ができるようになる
こと等を目指す。こちらもアクティブ・ラーニング型授業により、論理的思考法やデータの読み方に関
する活動をグループ単位で行いながら、論証型レポートを完成させる。なお、ここでいうところの論証
型レポートとは、テーマに関する参考文献やデータの分析・考察に基づき、「研究の目的→現状→問題
点→対策→今後の課題→まとめ」を基本構成とするものである。掲げる学修目標は下記の通りである。
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　①　資料やデータに基づく論証型レポートが作成できる。
　②　事実と意見とを区別し、論理的な文章表現ができる。
　③　科学的根拠に基づくデータを読み取り、その内容について説明できる。

　Ⅰと同様、成果の評価については最終レポートの他、学修ポートフォリオを用いる。その一方、Ⅰと
は異なり、学生間の相互評価は用いない。グループ活動は、レポート作成の過程でひとりの読み手とし
て他者の文章に向き合い、疑問点や分かりにくかった点についてコメントを行うためのものである。こ
れらについてもⅠと同様に、全クラス共通の評価指標及び水準を策定する。

３–４.　大学と地域
　「大学と地域」は、本学が構築する「地域志向一貫教育カリキュラム」の起点であり、その土台とし
て位置付けられる科目である。この科目の目標は、地域の実態を教材としながら「大学とは何か」「地
域における大学の意義」について考え、地域マインドとともに、大学における学問の基礎学力を涵養す
ることにある。評価については「初年次セミナー」と同様にポートフォリオを用いる一方、統一様式に
基づく最終レポートを課し、それらの評価指標は全クラス共通とする。
　この他に、「大学と地域」が「初年次セミナー」と共通するのは、授業の運営方法を全クラス共通と
していることである。しかし、「初年次セミナー」が統一テキストに基づいて運営されるのに対し、「大
学と地域」はクラスごとに異なるトピックを設定すること、また、１つのクラスにコーディネーターが
１人配置されるほか、話題提供者が数人関与するため、１人の教員が継続的に授業を担当する「初年次
セミナー」とは運営の仕方に違いが生ずる。
　一方、「大学と地域」が「初年次セミナー」と大きく異なる点は、受講生数と採用する授業方法である。「初
年次セミナー」では１クラス30人程度でのアクティブ・ラーニング型授業を行う。比較的少人数クラス
において、さらにグループ単位での学修を基本として運営する。これに対して「大学と地域」は１クラ
ス100人程度のクラス編成とする。必要に応じて学生間の話し合いや教員との質疑応答の機会は設ける
ものの、「初年次セミナー」とは異なり、いわゆる講義形式の授業を基本としつつ随時アクティブ・ラー
ニングの要素が盛り込まれる形をとる。
　「大学と地域」で採用するトピックは、その名の通り、鹿児島大学と地域との様々な関わりを踏まえ、
本学が平成26年度に採択された「地（知）の拠点整備事業（COC事業）」を契機として設立されたかご
しまCOCセンター内の５つの部会（地域防災・医療部会、観光・国際部会、エネルギー部会、農林畜
産業部会、水産業部会）の蓄積を活用する。また、本学が重点研究領域と位置付けている環境や食と健
康といった課題についてもトピックとして取り上げる。そうしたトピックに関連して本学で行われてい
る研究成果がどのように地域で活かされているか、また、地域は本学に対してどのような要望をもって
いるか、そして、実際に両者はどのように関わりながら地域課題の解決に取り組んでいるかといったこ
とについて知り、「地域における大学の意義」について考える機会とする。

4．運営上の課題

　初年次教育プログラムはいずれも全学必修科目であるため、円滑な運営のためには様々な課題がある。
特に重要なのは以下の３点である。
　第一に、時間割の策定である。例えば初年次セミナーの場合、１クラス30人程度とした場合、70弱の
クラス数となる。これらを全て学部混在型で編成し、時間帯と教室を振り分けるのは容易いことではな
い。特に、時間帯の振り分けが困難である背景には、これまで共通教育と専門教育との連携が不充分で
あったとともに、大学全体としてカリキュラムの編成について考えてこなかったことが挙げられる。一
部の曜日・時限は共通教育科目のための時間帯（以下、「共通教育の帯」とする）としてこれまで位置
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付けられてきたが、それら以外の時間帯は共通教育科目も専門教育科目も混在している状況にある。さ
らにいえば、専門教育科目のうち必修科目が配置されている時間帯は学部学科によって異なる。このた
め、初年次セミナーのような新規の全学必修科目を配置しようとした場合、共通教育の帯以外の時間帯
ではいずれかの学部学科の必修科目と重なる事態が生じる。共通教育は学部混在型の学修の機会として
重要な意味を持っている。本学は９学部を有する総合大学であり、専門分野を超えた協働での学びの機
会は、低年次であれば自身の関心の在りかを明確にするため、高年次であればある程度身に付けた専門
的知識を活かしながら協働で問題解決を図るという学習経験を積むため、それぞれに有意義なものとな
り得る。こうした学びの機会を保障するには、全学的な時間割の調整が必要である。
　第二に、教員の確保である。初年次教育プログラムに関しては、初年次セミナーⅠ・Ⅱと大学と地域
で合わせて約90クラスが新規に開講されるのであり、それらを担当する教員の確保が必要である。しか
し、これらは特定の専門分野に依拠し、その知識の修得を目的とする科目ではない。先述の通り、口頭
や文章での説明・発表能力や地域社会に対する大学の意義を理解したうえでさらなる貢献の仕方につい
て自分なりに考え、提案していく能力の修得を目指している。このような目標の達成を目指した授業の
指導について、個々に授業改善を図る中で努力してきた教員はいるものの、大学全体としてそうした授
業運営方法の修得を積極的に促してきたとは言い難い。初年次教育プログラムに留まらず、共通教育カ
リキュラム全体が目標達成型への転換を図る中、知識量を増やすことではなく思考力や協働で問題解決
に取り組む能力等を高めさせる教育方法を教員が積極的に身に付けることが求められる。2016年度から
の新・共通教育カリキュラムの開始に当たっては、そうした教員の確保が不可欠であることから、初年
次セミナーについてはテキストを、大学と地域については教員用マニュアルをそれぞれ作成し、さらに
は円滑な授業運営を目的とした研修会を計画している。
　そして第三に、評価基準の統一と共有である。初年次教育プログラムはいずれも全学必修科目であり、
複数の教員が同一名称の科目を担当することになる20。複数教員が同一名称科目を担当する場合、充分
な注意が必要となるのが、教授内容および成果の評価基準の共通化である。内容については、どの科目
でもテキストもしくは教員用マニュアルを整備することによって基本的な骨組みについては共通化が図
られる。しかし、成果の評価に際しては、用いる方法の比率や指標を共通化しても、それだけでは充分
でない。例えば、ポートフォリオ30％、中間発表30％、最終発表40％といった場合、それぞれ統一的な
評価指標まで設定したとしても、その水準が教員に任されていれば、クラスごとの不公平が入り込む余
地が残る。
　このため、単位の意義を保証し、クラスごとの不公平さが生じる可能性を回避するには、成績評価に
用いる方法の比率を統一するだけでなく、方法ごとの評価指標及び評価水準の共通化が求められる。そ
の具体的手段として挙げられるのがルーブリックである。ルーブリックとは様々なパフォーマンスの質
を評価するために用いられる評価基準表である21。評価の観点と段階がマトリクス状に設定されており、
両者が重なる部分にはパフォーマンスの特徴を示した記述語が述べられている22。
　ルーブリックは、教員間で共有するだけでなく、学生との間で共有することにも意義が認められる 
23。自身の目標を理解した上で学生が自発的に学修することを促す効果が期待できるのである。また、
評価基準が可視化されることにより、学生が不公平感を抱きにくいという効果もある。全クラス共通
ルーブリックの作成はたやすいものではないが、テキストや教員マニュアルと同様、単位の質保証とい
う観点から不可欠なものである。今後、これを契機として共通教育カリキュラム全体への発展が求めら
れるといえよう。

5．おわりに

　初年次教育は、学生が大学生活に適応し、その後の学修における基礎体力を身に付けるためのものと
して非常に重要である。しかし、初年次教育と銘打って科目を開設するだけで成果が挙がるわけではな
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い。明確な目標を設定し、その達成に向けて授業時間外での学修も促し、学生生活のあり方そのものを
学生に身体化させることが必要である。
　また、初年次教育は学士課程教育の一部であることから、学士課程教育に対して近年求められている
ことは、初年次教育に対しても同様に適用される。それは、単位の質保証という言葉に集約される。先
に挙げた教育内容と評価基準の共通化や授業時間外学修時間の確保等がそれに当たる。また、学修成果
の保証・可視化という観点からは、アクティブ・ラーニングの推進や評価基準の可視化といったことも
求められる。そうした点で、今回の初年次教育プログラムは本学が求められている教育改革の内容を集
約したものであるとともに、さらなる教育改革のモデルとなるべきものともいえる。
　本学では、2015年４月より学術研究院を設置した。これまで学部・研究科に所属していた教員を学術
研究院長である学長の元に一元的に管理し、全学的視点に基づく計画的な教員人事を行うことを意図し
ている。この新たな制度は、共通教育の運営にとっても重要な意味を持つ。これまでの共通教育科目は
その担当に関する責任も教育内容や方法の選択についても個々の教員の裁量に任されていたため、教員
の退職によって科目が消滅する等の問題が生じていた。こうした問題解決のためには組織として担当の
責任を負う体制の確立が必要となる。この体制を学術研究院制度に基づいて構築することが今後の課題
である。

１ 中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて（答申）」2008年
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/siryo/attach/1247211.htm（2015年７月６日閲覧）
２ 同上
３ 山田礼子「１章　日本における初年次教育の動向」初年次教育学会編『初年次教育の現状と未来』世
界思想社、2013年、pp.11-27
４ 文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（平成18年度）」
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/06/08061617/001.htm（2015年７月６日閲覧）
５ 文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（平成24年度）」
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/__icsFiles/afieldfile/2015/03/26/1353488_1.
pdf（2015年７月６日閲覧）
６ 「教育活動の一環として、一定の期間、地域のニーズ等を踏まえた社会奉仕活動を体験することによっ
て、それまで知識として学んできたことを実際のサービス体験に活かし、また実際のサービス体験から
自分の学問的取組や進路について新たな視野を得る教育プログラム」（中央教育審議会「新たな未来を
築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」
2012年、p.38）
７ 仲間と共有した学習目標を達成するためにペアもしくは小グループで一緒に学ぶことを表す。類似の
用語として協調学習やグループ学習等があるが、特に、①意図的な計画、②共に活動すること、③意味
ある学習という３つの特徴を有する場合を指して協同学習と呼ぶ。（エリザベス・バークレイ『協同学
習の技法』ナカニシヤ出版、2009年、pp.3-4）
８ ベネッセ教育総合研究所「高大接続に関する調査」2013年
http://berd.benesse.jp/up_images/research/2014_koudai_02.pdf（2015年７月６日閲覧）
９ 朝日新聞・河合塾「ひらく　日本の大学（2014年度版）」
http://www.asahi.com/edu/hiraku/article11.html
10 「鹿児島大学共通教育改革計画書」p.14（第162回教育研究評議会資料）
11 鹿児島大学の基本的目標https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/mokuhyo.html（2015年７月６日閲覧）
12 学長ビジョン（2014年10月16日）https://www.kagoshima-u.ac.jp/internal/teacher/vision.pdf（2015
年７月６日閲覧）
13 印のない目標については、全く育成しないというのではなく、学修成果の評価に当たって主な対象と
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はしないとの意図である。
14 吉田文『大学と教養教育』岩波書店、2013年、p.223
15 Benesse総合教育研究所「第２回 大学生の学習・生活実態調査報告書」2012年
http://berd.benesse.jp/berd/center/open/report/daigaku_jittai/2012/hon/pdf/data_06.pdf（2015年 ７
月６日閲覧）
16 浜嶋幸司・谷田川ルミ「大学生活の充実度分析」『バブル崩壊後の学生の変容と現代学生像』全国大
学生活協同組合連合会、2012年、pp.48-66
17 佐藤学『習熟度別指導の何が問題か』岩波ブックレット、2004年
18 中央教育審議会「初等中等教育における当面の教育課程及び指導の充実・改善方策について（答申）」
2003年http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/03100701/002.htm（2015年７
月６日閲覧）
19 （　）内著者追記
20 ただし、「大学と地域」については、クラスによってトピックが異なるため、科目名称は同一である
ものの、副題はクラスによって異なったものとなる。
21 中央教育審議会「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考
える力を育成する大学へ～（答申）」2012年、p.25
22 筆者は担当する授業の評価に当たって既に用いている。伊藤奈賀子「アクティブ・ラーニング導入の
組織的課題」『鹿児島大学教育センター年報』第11号、2014年、pp.3-12
23 Dannelle D.Stevens and Antonia J.Levi . Introduction to Rubrics second Edition,Stylus Publishing,2013



Ⅱ　特集

－ 16 －

要旨
　小論では平成28年度導入共通教育英語カリキュラムと、それに合わせた英語授業のリ・デザイン化に
ついて述べていく。具体的には、⑴グローバル化の大学教育の流れと求められる学修成果を先に述べ、
⑵大学教育の流れと通底する21世紀の外国語（英語）教育の動向を解説する。それにより、高等教育、
言語教育の両サイドからみた大学英語教育カリキュラムのあり方を考察する。英語授業について、⑶日
本人英語学習者（大学生）に見られる課題点（e.g. 授業時間外の自律学習、学習意欲、学習動機づけ、
学習方法）を明らかにし、⑷自律化に向けた「学習者目線」の授業づくりのポイント（e.g. 自己理解教育、
協同学習、アクティブラーニング）について、先行研究や理論的知見をもとに考察する。⑴―⑷をふまえ、
⑸新たな共通教育英語カリキュラムモデルを提示し、その内容的特徴と課題点、そして対応策について
言及する。
　大学英語教育は、「大学 / 英語教育」（大学における英語教育）という認識が通念化している。しか
しこれからは、「大学英語 / 教育」（すなわち「大学教育 / 英語教育」）の等質的視点に立つ必要がある。
そこから共通教育英語カリキュラムを構築し、英語授業をデザイン化していく時代を迎えている。英語
教員それぞれの専門性（研究領域）（モード1）を重視してきた「大学 / 英語教育」から、大学教育全
体の動き（e.g. 高等教育政策）を新たな文脈として取り入れ、英語授業に還元していく。そのような知
識創造に向けた専門性（モード２）が英語教員に求められている。「大学ならではの英語教育、英語授業」
＝「大学教育 / 英語教育」にパラダイムシフトしていくことが、喫緊の課題となっている。

キーワード：グローバル化、大学教育、外国語としての英語教育、共通教育、
　　　　　　社会構築主義カリキュラム、自律学習、アクティブラーニング

1. はじめに
―共通教育英語カリキュラムに関連した2つの教育・社会的動向―

1. 1　グローバル化が進む大学教育の流れと求められる学修成果
　中央教育審議会（中教審）への諮問『個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会
を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について』(H27/2015. ４. 14)が、文部科学大臣より
出された。少子高齢化、技術革新による社会人能力の変容、受容から創造を軸とした知識基盤社会の到
来。これらに合わせた大学教育と学習の変革が謳われている。具体的な取り組み（ミッション）とし
て、①生涯学習能力（e.g.　多様化した価値観や社会文化の中での自己実現に向けて）、②課題解決能力

（e.g.　地域、職場、対人関係における調和と安定に向けて）の２つのコンピテンシーが示されている。
それに応えるべき学士課程の質保証は、自律的な学習能力だけでなく、共同参画を通して課題解決を遂
行できるラーニングアウトカムであり、その結果、「質の高い職業人の育成」がキーワード化されてい
る。①は自己（self）の確立と成熟を、②では他者や取り巻く環境を媒介変数とした、社会的自我の確
立（協調・協同性の実現）に目が向けられている。どちらが先（あるいは重要）という話ではない。
両者は互恵的・双方向的な関係にある。「質の高い職業人の育成」には、教育政策上、自己形成（self-
development）、学習動機（learning motivation）、協同学習（collaborative learning）、自律学習（autonomous 
learning）の確立が、重要要素として含意されている。
　中教審が示す大学教育の指針では、OECDのDeSeCo Project（Rychen, 2003）やEUのTuning 

共通教育英語のリ・デザイン化

―カリキュラムの実質化と英語授業の系統化―
教育センター外国語教育推進部　准教授　金岡　正夫
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Project（ゴンサレス＆ワーヘナール、2012）など、グローバルな教育政策が深く関わっている。OECD
では 1相互作用的に道具を用いる能力、2異質な集団で交流する能力、3自律的に活動する能力の３
つが強調され、1では英語（外国語）を含む言語能力や知識と技術の双方向的活用、2では他者との協
同や協力による問題解決、3では学習者個人の生涯という大きな視点に立った自己構築や人生計画が、
獲得すべき学修能力として明記されている。EUも近似しており、1道具的コンピテンス、2対人的コ
ンピテンス、3システム的コンピテンスと区分けしている。それは 1第二言語の知識、2多様性、異
文化性、複数の学問領域にまたがったコミュニケーション能力、3新しいアイデア（創造性）、リーダー
シップ、自律的な行動という具体的な形で提唱されている。
　OECDは世界経済の安定的成長を視野に入れながら、「知識基盤社会」や「人的資本」という教育
キーワードを入れている。EU（欧州共同体）はその命運を賭け、史上類を見ない文化、経済、政治、
思想等の移動（交流）に対応できる人材育成を目標に、上記のコンピテンシーを述べている。DeSeCo 
Project、Tuning Projectの教育政策を参考に、中教審答申『学士課程教育の構築に向けて』（H20/2008. 
12. 24）が作成されていることは十分にうかがえる。わが国が示した学士力は、1知識・理解、2汎用
的技能、3態度・志向性という大枠で括られている。しかしよくみると、1では専攻する学問分野での
基礎知識を体系的に理解する一方で、自己の存在（レゾン・デートル）を社会的・歴史的文脈から明ら
かにすること、2ではコミュニケーションスキル（日本語と外国語）、問題解決能力、論理的思考力、
情報リテラシー、数量分析的スキル、3では自己管理（自律的、自己調整的）、チームワーク、リーダー
シップ、市民性と社会倫理、生涯学習力が、ラーニングアウトカムとして掲げられている1。

１．２　21世紀の外国語（としての英語）教育の動向
　教育という概念を＜教育政策としてのカリキュラム＞から捉えた場合、上述のOECD （DeSeCo 
Project）、EU（Tuning Project）、中教審（学士力構築にむけた質保証）の三者の間で明らかな方向性
が見えてくる。それは社会構築主義カリキュラム（social constructivist curriculum）の導入である。
カリキュラムの語源はラテン語のcurrere（競争）にあり、もともとは競争用トラックを意味していた。
そこから人生の来歴（スタートからゴールまで）という意味も生まれ、履歴書はcurriculum vitae（CV）
と表記されている。留意すべきは、1競争中心主義（となれば、効率、機能性、道具的使用が重要）に
対して、2個人（人間）としての生き方・生涯（となれば、経験、思考錯誤、社会規範、倫理、人格形成）
という、２つのアンビバレントな要素がカリキュラムには内包されている。学校教育と言語教育（英語
を含む外国語教育）カリキュラムは、時代の要請に追従しながらこの２つの間で構築と修正を繰り返し
てきた。たとえば近代化以降、学校教育カリキュラムは、①伝統主義（基礎、基本の徹底学習）⇒②経
験主義（日常生活からの学習）⇒③学問中心主義（教科の類別・専門化と系統的理解）⇒④行動主義（認
知・心理科学の応用による効率・機能化）⇒⑤構築主義（未確定な社会状況のもとで、他者と協力しな
がら自らの“解”を創りあげていく）と変遷してきた（Posner, 2004）。①―⑤の学校教育カリキュラムは、
競争に向けたカリキュラム（e.g. 一斉、一律方式）と、生き方と自己形成を重視したカリキュラム（e.g. 
課題発見・解決、社会的自我の目覚め、価値観、倫理観）との間で、往還運動が繰り返されてきたこと
がわかる。
　これに近似した流れは外国語教育にも見られ、①文法・訳読中心（grammar translation method: 
1800-1900）、②母語話者をモデルに、解釈・介入をできるだけ避け、直接刷り込んでいく（direct 
method: 1890-1930）、③読解力を高めていく（reading method: 1920-1950）、④英文などを構造的に分
析し、そこから理解を定着させ、応用的な取り組みに結びつける（structural method: 1930-1960）、
⑤視聴覚機器教材の開発に合わせ、場面設定とそこでの発話や聴解力を重視する（audiolingual and 
situational method: 1950-1970）、⑥国際化をふまえ、母語話者との会話能力を高める（communicative 
approach: 1970-）という、６つの教授法が実践されてきた（Richards, 2001）。この流れを概観すると、
学習者を可変的で独創的な変数としてよりも、固定的、一律的で、受け身的な媒体として捉え、考えさ
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せるよりも、覚えさせて予想どおりの結果や反応（解答）を示すことに、英語学習の意義や目的を置い
てきた傾向がある。それは全員前を向いた一斉方式、試験問題での正解の一律化であり、自身に関する
発話・発信能力よりも、読解・文法中心の受け身学習の強化など、偏った学習を強いるカリキュラムと
なっている。それは大学受験英語（問題形式を含む）と深い関係にあることは明らかであり、その見直
しに向け、中教審答申『新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大
学入学者選抜の一体的改革について』（2014/H26. 12. 22）が出されている。現在の学習指導要領―中学
校外国語編（2008）、高等学校外国語編・英語編（2009）―ではアウトプットの活性化と質的向上に向け、
４技能の統合化（e.g. writing と speaking の統合的活用）が提唱されている。それは伝統主義ではなく、
行動主義一辺倒でもなく、構築主義へシフトしつつあることがうかがえる。
　EUの誕生やOECDの動きなど、地政学的枠組みから「教えと学び」を捉え、その文脈から外国語と
しての英語教育を考えるとどうなるか。その見直しがSLA（Second Language Acquisition）、TESOL 

（Teaching English as a Second Language)、TEFL（Teaching English as a Foreign Language）、
ELT (English Language Teaching）、ESP（English for Specific Purposes）など、さまざまな英語教
育領域で進められている。紙幅上、詳述は避けるが、これらの共通項（commonalities）として、基礎・
基本レベル（e.g. 語彙力、文法力）やコミュニカティブアプローチ（e.g. 英語圏の母語話者をモデルと
した発話、会話スキルの獲得）をこえた、新たな英語カリキュラムや授業のリ・デザイン化が提言され
ている。それは「学際性を前提に、内発的な学習動機づけと自律的な学習行為（計画、方略、活動、評
価）が担保される英語カリキュラムと教授法の導入」である（e.g. Ortega, 2013; Oxford, 2003; Ushioda, 
1996; van Lier, 1996）。

2．英語カリキュラムと授業のリ・デザイン化
2. 1 大学生に見られる英語学習の課題点
　英語カリキュラムと教授法の見直し（再構築）の前に、学習実態を検証し、問題の核心を明らかにす
る必要がある。金子（2013）が2006－2008年度にかけ、全国127大学（288学部）の大学生（N=46075）
に行ったアンケート調査結果から、日本の大学１年生の授業時間外の学習時間は、1週間で５時間以下
が７割近くに達している（米国大学１年生の場合、２割弱）。「これは高等教育のユニバーサル化よりは、
そもそも日本の大学教育が構造的に自律的学習を生み出していないことこそが、問題であることを示し
ている。さらにいえば、ユニバーサル化以前の日本の大学において、学生が本当に自主的あるいは自律
的な学習を行っていたのか、という疑問も生じる」（同、45頁）という指摘は鋭い。Benesse教育研究
開発センター（2012）が、大学１～４年生（N=4070）を対象に、2008年に実施した「大学生の学習・
生活実態調査」でも、０～１時間未満をみると、61.4％（１年生）、63.6％（２年生）、57.2％（３年生）、
56.0％（４年生）であり、低学年では６割以上を占めている。同じ傾向が、授業時間外の英語の自主学
習についてもみられる。満尾（2012）が国立大学１年生（有効回答N=714）を対象に行った調査結果か
ら、１週間あたりの英語の自主学習時間（授業時間外）は０時間（n=222 / 31.1%）、３時間以下（n=376 
/ 52.7%）、４-６時間（n=82 / 11.5%）、７-９時間（n=17 / 2.4%）、10時間以上（n=17 / 2.4%）となり、
０-３時間以下で83.8%となっている。金岡（2013）が研究分担者と大学１年生（N=2747、国公私立大
学30校、九州・沖縄および関東地区）を対象に、2012-2013年に行った科研によるアンケート調査では、
１日単位での授業外英語学習時間は1時間未満（n=2015 / 73.4%）、１-２時間（n=577 / 21.0%）、３―４
時間（n=109/ 4.0%）、４時間以上（n=42 / 1.5%）となり、０-２時間で94.4%となっている。
　英語学習の自律化には、学習意欲、学習動機、学習方法が有効な変数（帰属的要因）として関わって
くる。金岡（2013）が上記の共同研究者と行った、おなじ１年生（N=2747）を対象に、１年次終了時
の学習成果を本人たちに予測してもらった。その結果、以下の回答が示された2。
1�英語の知識と学力は：「かなりさがっていると思う（n=379 / 13.8%）」「ある程度下がっていると思

う（n=856 / 31.2%）」「ある程度下がっていると思う（n=1352 / 49.2%）」「かなり上がっていると思
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う（n=111 / 4.0%）」（未回答49を除く）[否定群 1235 / 45.0% ] < [肯定群 1463 / 53.2% ] （カイ２乗検
定で有意差あり p = .000）

2�学習意欲、動機づけ、目的意識は：「かなり下がっていると思う（n=266 / 9.7%）」「ある程度下がっ
ていると思う（n=828 / 30.1%）」「ある程度上がっていると思う（n=1394 / 50.7%）」「かなり上がっ
ていると思う（n=212 / 7.7%）」（未回答47を除く）[否定群 1094 / 39.8% ] < [肯定群 1606 / 58.4% ]（カ
イ２乗検定で有意差あり p = .000）

3�学習習慣は：「ほとんど自律化せず、定着していないと思う（n=605 / 22.0%）」「あまり自律化せず、
定着していないと思う（n=1198 / 43.6%）」「ある程度自律的になり、定着していると思う（n=797 
/ 29.0%）」「かなり自律的になり、定着していると思う（n=98 / 3.6%）」（未回答49を除く）[否定群 
1802 / 65.6% ] > [肯定群 896 / 32.6% ] (カイ２乗検定で有意差あり p = .000)

4�学習活動量や学習時間量は：「かなり下がっていると思う（n=747 / 27.0%）」「ある程度下がっている
と思う（n=981 / 35.7%）」「ある程度上がっていると思う（n=861 / 31.3%）」「かなり上がっていると
思う（n=115 / 4.2%）」（未回答49を除く）[否定群 1722 / 62.7% ] > [肯定群 976 / 35.5% ]（カイ２乗
検定で有意差あり p = .000）

5�学習方法については：「ほとんど構築されていないと思う（n=462 / 16.8%）」「あまり構築されていな
いと思う（n=1148 / 41.8%）」「ある程度構築されていると思う（n=962 / 35.0%）」「かなり構築され
ていると思う（n=127 / 4.6%）」（未回答48を除く）[否定群 1610 / 58.6% ] > [肯定群 1089 / 39.6% ]（カ
イ２乗検定で有意差あり p = .000）

　注目すべき点として、1－2は肯定的である一方、3－5の実際の学習行動や学習方略は否定的と
なっている。さらなる分析の結果、1－5の間で正の相関がすべて示され（r=.500 レベルに集中 / **p 
< .01）、とくに3の学習習慣（自律化）と4の学習活動・時間量の間で、より高い相関が示された (r=.607)。
この結果は、自律化、学習活動・時間量の安定、学習方法の構築を三位一体

4 4 4 4

の問題として捉える必要性
を示唆している。

2. 2　自律化に向けた「学習者目線」のカリキュラムと授業づくりのポイント
　Oxford（2003）は社会構築主義カリキュラムと英語学習の自律化を考え、その結果、1文脈 （context）、
2所与の文脈から派生すべき能動・主体的な自己性（agency）、3動機づけ（motivation）、4学習方
略（learning strategies）の４点を重視し、これらを基盤にしたカリキュラムづくりを提言している3。
　社会構築主義の特徴は、自己成熟＝言語使用能力の成熟（self-maturity = language maturity）にあ
る。そのため、他者性を介して社会との交わりを推し進め、そこから知の創造を求めていく学習スタイ
ルが軸となる（Richards & Schmidt、2002）。伝統主義や行動主義のように、教員から伝えられる知識
を伝授するという受け身学習ではなく、学習者自らが知識を再構築（創造）していく姿勢が求められる

（Wellington、2008）。したがってコミュニケーション能力とは別に不可欠となるのが、問題解決に向け
たメタ認知的思考である。そして知識や事実、提示された考えに対して批判的・分析的な摺り合わせを
おこなうための価値判断基準の確立である。それゆえ価値観、信条、信念などのスピリチュアリティ
が、内面的成熟（真の自己成長）にむけて重要な役割を果たす。というのも、精神性や認知面に照射し
たアイデンティティ形成は、他者との関わりや実世界との交わりを通して活性化されていくからである
(Kaufman & Brooks、1996)。Oxford（2003）は英語学習者としての自律化（自己成熟と言語使用能力
の成熟）に向け、５つの学習領域を提示している。具体的には：⑴社会文化Ⅰ（特定の社会・文化的状
況とそこでの他者性の理解）、⑵社会文化Ⅱ（より広い状況でのコミュニケーション活動と、そのため
の認知的思考能力の育成）、⑶政治批判（イデオロギー的状況下での対応）、⑷技能関連（リテラシーの
強化にむけた自発的活動）、⑸心理関連（内面的成熟、人格形成）である。生涯教育や成人教育とのつ
ながりを視野に入れた正統的言語学習は、日本語、英語を問わず、社会状況との関わりを通して活性化
されるべきであり、思想や政治などのイデオロギー的対立を乗り越えて強化され、確たる自己信念や価
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値観の構築にむかっていく必要がある。Littlewood（1996）は自律的な英語学習者を育てるうえで、⑴
人生のあり方（生き方や価値観の意味づけ）、⑵言語学習プロセス（腑に落ちる学び方）、⑶創造的で自
発的なコミュニケ―ション（学習文脈に適応した意思や意味のやりとり）の介入が重要であると述べて
いる。
　大学生の生き方を研究している溝上（2004）は、「学生自身が課題や目標を設定し、学生自身が学習
プロセスと結果に責任をもつ学生主導型の授業」(p. 37)のデザイン化が、自己理解教育では重要だと
指摘している。ここからいえることは、社会構築主義の英語授業では協同学習を重視し、知の創造にむ
けた共同的な学習者を育てていく責務がある。社会言語や社会文化に関わる知識とは別の教授能力が、
大学英語教員に求められている。学びの同僚性（collegiality in academic collaboration）という意識づ
けである。ラーニングコモンズという概念もそれに通底し、アクティブラーニング（以下AL）の究極
目標の１つは、自覚的で自律的な学習者を育成することにある。その意味で溝上（2014）の指摘どおり、
ALは学習の形態を問う

4 4 4 4 4

ものであって、学習内容の理解を問うものではない。厳密にいえば、形態の機
能化・デザイン化を通して、そもそも大学レベルでの学習とは何なのか。そのために教える側と学び側
で、どのようなコラボレーションが可能かを考究していくことに、ALの存在意義がある。

3．新たな共通教育英語カリキュラムモデル
３．１　カリキュラム構成―その内容と特徴
　これまでの内容を整理すると、自律的な学習力を学修成果とした場合、学習の自発性と習慣づけには、
学習時間・活動量の安定化と学習方法の構築が不可欠である点を指摘した。そこには知識の詰め込み（暗
記、パターン学習）ではなく、知識の構築（用意された正解への解答方法ではなく、創造的・独創的に
生み出した考えを正解とする）が重要となる。それは、海外の高等教育の流れ（OECD、EU）や学士
力の到達目標から明らかである。他方、英語圏の英語をこれまで至上モデルとしてきたcommunicative 
approachから、グローバル社会の共通言語ツールとしての英語と、それを学習者に可視化させていく
社会構築主義カリキュラムの意義について述べた。英語授業のリ・デザイン化にむけ、学習の自律化を
念頭に、自己理解教育、協同学習、ALを学習文脈に埋め込む重要性も指摘した。以上のようなcontext

（文脈）では、self theories（自己理論）、self concepts（自己概念）、そしてagency（価値観や信念など、
内面的成熟に向けた能動的・主体的な自己性）が、学びの主体者を明らかにしていくうえで、必要な要
素となっていく（論点１）。さらに、高大接続を念頭に、技能統合を大学英語授業でも継承し、より精
度の高い言語活動の実践を高めていく必要性がある。技能については「読む」「書く」「聞く」「話す」
といった、行動主義カリキュラムを基底とした単一的な分類ではなく、production (writing-speaking)、
reception (reading-listening)、interaction (reading-writing、listening-speaking、listening-writing)と
いう、現実世界での英語理解と英語使用に適した学習アプローチをとることで、アイデンティティ（自
己理解）、協同性（他者という重要な存在）、そしてAL（深く意味をもつ学習）を高めていく必要がある。
すなわち腑に落ちる学習を活性化させ、動機づけや学習意欲を持続させ、学習の自律化につなげていく
アプローチである（論点２）。
　以上の論拠をもとに構築されたのが、共通教育英語の新カリキュラムである（図１、２参照）。

図１．H28導入　共通教育英語カリキュラム(１－６期：１－３年次対象)
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図２．１－２年次開講科目の特性（学習領域、技能習得）とナンバリング（系統立った学習の流れ）

　このモデルは、すでに述べたアンケート結果（エビデンス）と英語教育の新しい知見をもとに、学習
者目線（学習者主体）から捉え直したものであり、以下の特徴が包摂されている。
1�１－６期（１－３年次）までの３年間を系統立った１つの学習文脈として捉え、自己成熟（self-maturity）

と言語的成熟（language maturity）が一体化している。すなわち、大学生としての自己成長を促し、
将来（卒業後）のビジョンに向けた人生計画と自己実現を、正統的学習目的および学習テーマとして
いる。それにより、母語だけでなく、外国語（英語）を用いていかに自己を知り、他者を知り、社会
を知り、社会的自我の成熟と確立を実現できるか。そのための大学英語授業（大学授業 / 英語授業）
を提示している。ポイントは、自己のあり方（raison d’être）と自身の生き方の方向づけ（self-orienting）
を、自立性と自律性を高める重要な媒介変数（帰属的要因）として埋め込んでいる点にある。

2�中学、高校の英語授業で進められている４技能の統合。その学習体験を継承し、高大接続を強化・発
展させるために、１年次（１－２期）では ①production（writing & speaking）、②reception（reading、 
listening）とinteraction （e.g. listening-writing / listening- speaking / reading aloud-speaking / 
reading-writingの連動）をベースに言語運用能力を伸ばしていく。この２つの流れは独立分離（タコ
ツボ化）しておらず、②で①に必要な基礎的な知識やスキル（e.g. 発音記号、チャンキングルール、
リエゾン、word per minute/WPMなど）を定着させ、②で応用・強化していくという補完性にポイ
ントがある。①ではwriting とspeakingは分離しておらず、プレゼンテーションスキルの獲得を目標
に、論理的なスピーチ・スクリプト（writing）を完成させ、それを説得性のあるプレゼンテーショ
ン（speaking）につなげていく系統性と発展性が保持されている。高校とは違う新たな点として、視
覚情報（visual）の作成や音調変化（paralanguage）、ゼスチャーなどの身体運動（kinetics）も、新
たなタスクとして組み込まれている。

3�初年次教育の重要性も考慮し、１年次（１－２期）では、大学生としての自覚や自己形成（アイデン
ティティ構築）が、４年または６年間の大学生活の出発点として重要になる。それと同時に所属学
部・学科の専門領域に対する学問的関心や動機づけを１期から徐々に高めていく必要がある。この２
つの正統的な学習文脈（＝自己成熟）と上述の技能統合（production、reception、interaction）（＝
言語的成熟）を一体化した結果、①ELA （English for Liberal Arts）コース、②EGAP （English for 
General Academic Purposes）の２つのコースを１年間開講し、①ではreception、 interactionを中心
に認識（perceptionまたはrecognition）、気づき（awareness）、振り返り（reflection）を促し、②で
はproductionを通してどのような目的意識をもって専門分野の学業に取り組み、学術性を高めていく
か、その方向づけを支援していく。

4�２年次（３－４期）では、①３期のESAP I（English for Specific Academic Purposes I）で１年次
の集大成を行う。すなわちELAコースで培った大学生としての自己像（e.g. 多様な価値観や信念との
出会い、現実社会と自己との接点模索などによる視野の拡大）とEGAPコースで構築した自己像（e.g. 
専門分野における導入段階としての学術的関心と基礎知識）を一体化させ、PBL (Project/Problem-
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Based Learning) の授業を通して、興味・関心のあるテーマ（e.g. 専門分野）を自発的に探究し、情
報収集を行い、プレゼンテーションの形でまとめていく（米国大学で開講されているindependent 
studyに相当する）４。ここで１－３期の集大成を行ったうえで、４期のESAP II へつなげていく。②
４期のESAP IIは、３年次（５－６期）に開講される専門英語（各学部・学科所属の教員）への橋渡
しとして、学術色の強い専門分野の英語（e.g. 論文読解）に徐々に慣れていく橋渡しとしての役割を
もつ。

5�３年次では、学部・学科内で専門分野ごとに研究室が分かれ、そこで必要とされる英語、つまりESP 
(English for Specific Purposes)を指導教員や学科内の担当教員のもとで学んでいく。1－5の特徴
を要約すると、学習者目線では１－６期のナンバリングが実質性（系統的かつ継続的な英語学習：自
己成熟と言語使用能力の成熟）を帯びたものとなり、教員目線では共通教育→専門教育への受け渡し
が、確かな意味をもって遂行されることになる。

　これら５点の特徴について補足しておきたい。学士課程教育の質的転換を示した　『新たな未来を
築くための大学教育の質的転換に向けて―生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ―』

（H24/2012. ８. 28）に関してである（中教審答申）。この中で「教育課程の体系化」「授業計画（シラバス）
の充実」「科目の番号制（ナンバリング）」「高大接続」が、改革キーワードとして謳われている。教学
マネジメントの観点から「明確な教育目標の設定とこれに基づく体系的な教育課程の構築」（17頁）が
強調されている。他方、金子（2013）が指摘した「日本的学習の限界性」（e.g. 学習の自律化への阻害要因）
として、少子化、全入時代に入ってくる新入生の約４割が、入学時点で将来何をやりたいのか（e.g. 専
攻分野での研究、学問的関心、さらには卒業後の進路）、その明確なイメージを持てていない現実がある。
大学生としてのみならず、一人の英語学習者としてビジョン（目的、志、信念、価値観）がないまま大
学生活を始めていくという、「海図なき航海」を４月から始め、いたずらに引きずっている現実がある。
それゆえELAコースとEGAP→ESAP→ESPの一体化した２つの学習ストリームは、大きな教育的使命
を担っている。
　今回のカリキュラムデザインが学習者に理解され、大学英語への学習意義が可視化されるよう、シラ
バスに詳しい情報を明記した。参考として、1期のシラバス（一部）を紹介する。

<1>　シラバス

科目名 英語IA（ELA I) １期開講 1単位（必修）

学修目標 ELA(English for Liberal Arts)コースでは、以下について到達できるようにする
[英語力](Reception - Interaction重視のスキル獲得)
<Reading>
①　内容と論理の構成を理解し、大意把握ができ、論点の流れ（段落構成）が理解できる
②　内容理解（段落レベル、文章レベル）にむけ、辞書類を正確に使うことができる
③　語彙力、文法理解力、構文理解力を連携させながら高めていくことができる
④　�音読を確実にし、速くできる（発音、アクセント、チャンキング、リエゾン、速読の知識習得

をふまえて）
⑤　シャドウイングを使って確実に、速く音読することができる
<Listening>
①　内容を聞き取り、大意把握から論点（ポイント）の整理ができる
②　ノートテイク（ディクテーション）をしながら内容理解ができる
③　質問したり、自分の考えを英語で述べることができる
④　疑問点や不明な点を英語で述べることができる
[大学生力]
①　大学生とは社会的にどういう立場と役割を担うのか、自身の問題として考えていく
②　これまで（高校生）とは違った、自分の存在意義を考えていく
③　�意見や情報を鵜呑みにせず、またそれに流されないよう、批判的思考や客観的な分析態度を養

う
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<3>　シラバス

科目名 英語IB (EGAP I) １期開講 １単位（必修）

学修目標 EGAP(English for General Academic Purposes)コースでは、以下について到達できるようにする
（授業概要参照）
[英語力](Production重視のスキル獲得)
<Writing>
①　�内容の充実と整理にむけ、ブレインストーミング（キーワードをつかった全体内容のビジュア

ル化）ができる
②　まとまった内容を論理的にするため、パラグラフの構築（タテの論理構成作業）ができる
③　�まとまった内容を文章間で論理的にするため、パラグラフの構築（ヨコの論理的結束作業）が

できる
④　表現に必要な単語、語句、構文を獲得するために、辞書や参考書を自発的に活用できる
⑤　英文や語句を正しく使うために、習得した語法や文法の知識を活用することができる
⑥　ビジュアル（図、写真、地図など）を作成、または活用することができる
<Speaking>
①　書き上げた英文などを大きな声で、明確に発話できる（声量、発音、アクセント）
②　意味的に区切り（ポーズ）を入れ、内容的にわかりやすく発話できる（フレーズリーディング）
③　スムーズに発話するために、連結発音（リエゾン）ルールを理解し、発話に使うことができる
④　wpm (word per minute: １分間の単語発話数)の知識を理解し、速く発話することができる
⑤　声の強弱、抑揚やアイコンタクト、身振りなどを入れ、声調および身体的な表現を活用できる
⑥　ビジュアル情報も活用し、効果的なプレゼンテーションをすることができる
[大学生力]
①　�なぜ所属する学部・学科を選んだのか、何を深く学んでいきたいのか、自身の問題として考え

ていく
②　�専攻する分野ではどのような授業（講義、演習、実験）が行われているのか、上級学年の内容

を確認する
③　�学部・学科（専攻）に関する社会的な情報や動向を、関連領域も含め、幅広く知ろうとする態

度をもつ

授業概要 　EGAPコースはELAコース同様、高校レベルから大学レベルの英語にむけた、スムーズな移行的
役割をもつ。EGAPでは大学生での所属（学部、学科）を軸に、専攻分野や学術上の専門領域に対
する関心を、英語学習を通して高めていく。前半にあたるこの科目では、最初から専門性に目を向
けるのではなく、その周辺・関連領域にまず目を向け、広い視点から自分自身の所属（学部、学科）
と専攻について考えていく学際的な視点を養う。「使う英語」「自己表現のための英語」を意識し、
ライティングとスピーキング能力を統合的に習得し、内容と論理性にすぐれたコミュニカティブな
英語運用能力を獲得し、高めていく。同時にELAコースで習得するリーディング（音読）、リスニ
ング（シャドウイング）のスキルをEGAPコースで活用していく。

授業概要 ELAコースは、高校レベルから大学レベルの英語にむけた、スムーズな移行的役割をもつ。「大
学ならではの英語」「大学生に必要な英語」としてとらえ、学習を通して教養を深め、人格形成
に努めていく。それらに役立つ内容（多様なものの見方、価値観、歴史的変遷、社会情勢、異
文化に関する問題など）を理解し、考えを深める習慣を身につけ、大学１年間を通して視野の
拡大と個の確立をめざす。前期のこの科目では、⑴大学生としての自己発見と自己覚醒（Self-
Discovery and Self-Awareness）[Stage １]⑵大学生としてのアイデンティティ構築（Self-Identity 
Development）[Stage 2] というプロセスで進めていく。

成績評価 ⑴　実技テスト（音読、シャドウイング、ノートテイキング）
⑵　筆記試験（読解力―内容、論理、語彙、語法、文法、構文理解）
⑶　�ポートフォリオ（e．g. 英語学習方法確立に向けた探究・実践レポート、ノートテイキングの

まとめ）
⑷　授業貢献（発表、質問を含む）

備考 どのクラスでも必ず扱う英語知識とスキル
●　辞書の使い方（英和）＊レベルや学部によって英英辞典や類義語辞典の使い方も指導
●　英文の基本的構造（パラグラフ、エッセイ）
●　音読(発話)指導（発音記号の読み方、区切り方、リエゾン、WPM、パラ言語）
●　シャドウイング（音読スキルとリスニングスキルの補強）
●　聴き取りに不可欠な英語表現（繰り返しの依頼、内容の確認ほか）
●　ディクテーション（内容全体、または一部要点の書き取り）
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　新たな工夫として、学習者が獲得すべきスキルがマル番号で示されている。これらのCan-Do項目は、
ELA、 EGAP各コースの１年間（前期・後期）と３期のESAP Iを通してどれだけ獲得（定着、強化）
できたか、学習到達度を測るアンケート（e.g. Can-Do Statement）を用いて検証していく。

３. ２　英語授業の見直しから見た特徴
　授業（教授法）から見た場合、以下の特徴が新たに組み込まれている。
1�現在（H27年度）の共通教育英語カリキュラムは、１期に英語コアC（Composition/Writing）、 英語

コアU（Unified）、２期に英語コアO（Oral）、英語コアR（Reading）の４科目が１年次必修科目と
して開講されている。３期の英語オープン（Open）は選択必修扱いで、全学開講ではない。４技能
の縦割り、言いかえると技能別に完全区分（タコツボ化）した、連動性と統合性に欠ける行動主義カ
リキュラムで構成されたモデルであり、１－３期は学習文脈（学びのテーマ）の系統性だけでなく、
技能の統合・拡充化の視点からも継続性と完結性に欠けるものとなっている（導入された当時は、こ
れがスタンダードかもしれない）。学習者の立場（学習体験）から考えると、各期に学んだ知識とス
キルは、どう有機的に統合し、最後はproduction モードとして使えるのか見えにくくなっている（学
習成果実像化の不確実性）。その結果、学習スタイルをどのように構築していけばよいのか、前向き
に取り組みにくい状態となっている（学習動機づけ、意欲、目的意識、方略構築の不確実性）。それ
に対して今回のデザインでは、最後はproductionに集約され、そこで自己を主体的に述べていくとい
う点が、強調される仕組みになっている。

2�その一方で、独自の英語学習スタイルを主体的に構築するために、どのような知識やスキルが
production、 reception、 interaction で必要となるか、具体的に示されている（上記シラバス、マル番
号参照）。マル番号のCan-Doでは、解説資料、教員からの補足説明や実技指導をもとに、理解と習得
に向けた足場づくり（scaffolding）の実践が、教室で担保されていくことが示されている。とはいえ、
専門領域が多種多様な教員集団（非常勤講師を含む）が共通教育英語を担当しているだけに、足場づ
くりの実現にむけ、教員用マニュアル（指導のポイント）の作成準備を進めている。この新たな取り
組みを通して、学ぶ

4 4

集団として、英語教員間の協同性と同僚性が高まることが期待されている。
3�さらに重要な点は、成績評価のあり方である。ELA、 EGAP-ESAP（１－３期中心）を通して、従来

のpaper-and-pencil の筆記試験主体の評価から、ポートフォリオやプレゼンテーション（実技）など、
多面的な学習アウトカムに目をむけた総括的評価へと大きくシフトしている。また、教員―学習者の
双方向性も重要な評価対象と考え、授業貢献（発表、質問を含む）も含まれている。

4�これらの評価とは別に、グローバルスタンダードの視点から新たな外部試験（現段階ではG-TEC 
CTE: Global Test of English Communication College Test Edition）の導入を進めている。各科目の
総合成績への一部差し込み（e.g. G-TEC CET スコアの活用）や習熟度別クラス編成への参考情報と
して活用する予定である。全体の中での順位確認を目指した集団準拠 （norm-reference / TOEIC テ
ストなど）よりも、ELA、 EGAP、 ESAP、 Production、 Reception、 Interaction という重要な改革キー
ワードを反映した学習測定ツールを考えた場合、目標基準（criterion reference / G-TECテストなど）
をベースにしたテスティングが妥当といえる。それはこれまで述べてきた英語教育カリキュラムと英
語授業の正統的な方向づけを考慮した場合、より一致することは明らかである。

成績評価 ⑴　ポートフォリオ (e.g. プレゼンテーションスクリプト、課題レポート提出)
⑵　スピーキングテスト（発音、アクセント、チャンキング、リエゾン、wpm）
⑶　プレゼンテーション
⑷　授業貢献（発表、質問を含む）

備考 どのクラスでも必ず扱う英語知識とスキル
●　プレゼンテーションに向けたライティングとスピーキングの技法
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３. ３  予想される課題と対応策
　今回の改革スキームは平成28年度入学生から適用され、科目のナンバリングに沿って段階的に学びが
進んでいくことになる。実際に授業が始まった場合、支障が生じるのは教える側であることは十分予想
される。筆者は毎年１年生を対象に、４技能に関するアンケート調査を行っている。毎年変わらない傾
向として、reception（reading, listening）に偏った英語授業を高校時代に受けており、それはセンター
試験をはじめとする大学入試対策であることがわかった。他方、大学の英語授業に求めるものを尋ねる
と、speaking を軸としたproduction への要望が高い。その背景には未経験（または少ない経験）の領
域であること。それだけに「使いたい＝話すこと」という願望（または憧れ）が、多くの新入生たちの
共通認識となっている。この事実もニーズ分析の結果、判明した。それとは別に、2700名以上の大学１
年生を対象に、大学で求める英語授業を34の質問項目（４件法尺度を利用）で行った結果、社会構築主
義や経験主義カリキュラムに立脚した授業や学習スタイルの実践が、行動主義や伝統主義のそれよりも
高い支持を得た（因子分析と因子得点の分析結果）（金岡、2013）。なかでも目を引いたのが、アイデン
ティティ形成（内面的成熟）に関係する質問への反応である（e.g. 「自分自身の生き方、信念、価値観
について考えていく機会の導入」「日本や海外の大学生の生き方、信念、価値観について考えていく機
会の導入」）。これらについて得られた回答（尺度）を量的分析した結果、肯定値が示され、これに向け
た英語教員の新たな役割（「英語教師の役割として、英語中心の指導だけでなく、別の領域の知識や技
能についてもふれていく」）について、同様の結果が示された。
　要約すると、大学１年生たちにとってのニーズとは、自身の成長を感じ取れる媒体としての英語使用、
英語学習、英語授業であり、知識の獲得だけでなく、知見の充実化と精神的な成熟（視野の拡大）を援
助してくれる英語教師の存在である。この要望を英語教員がどのように受け止め、自身の英語授業に還
元していくか。すべてはそこにかかっている。その意味で、科目名称や単位の変更、科目の再編を形式
的に終え、旧態依然の授業スタイルを継続しているとすれば、それはカリキュラムの実質化

4 4 4

を理解して
いないことになる。教師教育（teacher education）をどうしていくかという課題に直面するだけに、新
たな英語授業の導入に向け、すでに述べた教員用指導マニュアルの作成、配布、そしてガイダンス等の
準備を進めている。ただしそれは１つの対応策にすぎず、外発的でしかない。最後は英語教員一人一人
がどう感じ、動いていくかということであり、内発的なゆさぶりが自身の中で生まれない限り、明らか
な変革は見えてこない。その意味でも以下の４点は、重要なヒントとなる。
　　視点1　何を問題と捉えてカリキュラムを改革するのか
　　視点2　カリキュラム改革のための体制構築はどうあるべきか
　　視点3　主体的な学びを促進するカリキュラムをどう設計するか
　　視点4　どのようにしてカリキュラムの評価・改善を実施すべきか

（ベネッセ教育研究所、2014、８頁）

　学生と向き合う英語教員一人一人にとって重要なのは、視点３を視野にいれた授業実践である。「主
体的な学びのあり方は、各授業それぞれにおける学生の参画や双方向授業の展開といったミクロシーン
に留まるものではない。より重要なポイントは、アクティブ・ラーニングの取り組みを、カリキュラム
の中に、理念的にも制度的にも明確、かつ適切に位置づけること、すなわち、＜アクティブ・ラーニン
グをカリキュラムで生かし＞＜カリキュラムによって学生を育てる＞という発想に基づく学士課程教育
の追求なのである」（同４頁）。
　このような＜英語教育と英語カリキュラム＞の問題について、Benesse教育研究開発センター（2010）
が、大学英語教育改革に関するアンケート調査を行っている（2009年度、国公私立大学345校からの有
効回答）。改革にむけた障壁として示された13項目のうち、群を抜いて高かった３項目は、「学生が身に
付けた英語を実生活で使える環境が乏しい（74.2％）」「入学者の英語能力が低下している（78.8％）」「学
生の英語力が多様化しており、一律に対応できない（72.5％）」となっている。これら３つの項目をみると、
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最初を除く２つの項目は、大学全入時代の特徴を顕著に示している。
　問題は最初の項目である。質問の内容設定にもよるが、気になるのは“身に付けた英語を実生活で使
える環境が乏しい”という部分である。これは大学に限らず、中学・高校英語にもあてはまる共通・普
遍的な悩みである。習ったのに使えない、使える対象（状況）が見つからないという不満だが、これは
今後の日常生活を考えてもドラスティックに変わることはない。日常言語は母語で事足りる国力（経済
力、政治的安定）を備えたのが日本であり、いいかえると日常言語が英語でないと不自由するという状
況は、国力か国体の危機を意味することになる。カリキュラムから考えた場合、この項目の根本的な問
題は、＜身に付けた英語＞＜使える環境（＝状況 situation）＞の２つに集約されている。これらと＜
自分自身の成熟（e.g. 価値観、信念の構築）を示す英語＞＜それを目標に、あるいは起点に系統立った

（e.g. 物語化した）英語使用の文脈 （context）＞の２つを対峙させると明らかになることがある。それ
はアンケート回答から推察すると、学びの主体者のagencyとcontextに重点を置いているのではなく、
ただ知識やスキルを獲得させ、それを英語力だとみなす受験型（テスト対応）英語教育カリキュラムと
本質的に近似している、という点である。つまり、行動主義に立脚したcommunicative approachのレ
ベルで留まっている。そうではなく、冒頭でふれた通り、世界的な高等教育の流れや21世紀の英語教育
の動向は、agencyとautonomy（正統的な社会文化的文脈からの自己可能性の拡大と自律化）に向かっ
ており、そのために社会構築主義カリキュラムが重要な役割を担っている。そこに焦点を合わせ、英語
授業と英語カリキュラムの改革を実質化していかない限り、同じ結果（回答率）が繰り返されることに
なる。Acquisition + Situation も大切だが、少子化、全入、学力不足（＝自律的学習能力の欠如）が今
後も続く以上、カリキュラムに対する概念をパラダイムシフトし、Agency + Context をいかに質的、
量的に拡充し、高めていけるかという切り口に立ちながら、改革を進めていく必要がある。
　繰り返しになるが、そもそもカリキュラムの語源として、２つの意味がある。その一つが人生の来歴
や軌跡を裏付けるエビデンスの構築。いいかえると人格形成に寄り添っていくカリキュラム。その視点
に立つならば、単調で機械的な学習（課題、活動、展開、方法、評価）を導出する英語授業は、大学教
育レベルとして誇示していくことは有効な処方箋とはなりえない。カリキュラムの本質性と正統化に根
差したALの展開が各英語教員によって実現されていく必要がある。新たな共通教育英語カリキュラム
の実効性を高めるうえで、授業の中で試行錯誤を繰り返し、新たな授業スタイルづくりに自発的かつ自
律的に取り組めるよう、オープンで忌憚なき「勉強会」が開ける環境整備を進めていく必要がある。そ
こからアクションリサーチ（試行錯誤を繰り返し、情報共有を進める学び手としての教師活動）も本格
化していくといえる。

4. 結びにかえて
　本稿では大学教育と英語教育は、対等的かつ互恵的関係にある点を強調した。両者の統合（学際性）
は「つながった１つのまとまり」として学習者に提示されることで、主体的な学習者を生み出すタスク
デザイン（e.g. 教材開発、予習課題、授業活動）も可能となり、それが強固な学習動機づけ（内発性）
となり、学習の自律化につながっていく可能性を述べた。このような関係性で重要な役割をもつのが社
会構築主義カリキュラムであり、その学習文脈（context）とそこから導出される能動、主体的な自己
性（agency）を充実させていくうえで、学習者個人の生き方の方向づけ（self-orienting）が不可欠な媒
体となる点も指摘した。渡辺他（2008）の通り、21世紀、グローバリゼーションが加速する中での教育
とは、個人が生涯を通して発達させることができる能力に焦点を合わせていくことにある。
　日本の英語教育について、苅谷（2008）（オックスフォード大学教授、元東京大学教授、教育社会学者）
はこう述べている。「“国際的に通用する人材”。言葉の響きはいいが、通用するかどうかの中身は、オー
ラルな英語力にあるのではない。もちろん、英語がうまく発音できたほうにいいに決まっているが、発
音の中身が伴わなければ、ただの英語屋である」（134頁）。この箴言の根底には、大学英語授業を含めて「日
本の教育が、冷静な判断力を持った人びとを育ててきたのか、と言う問い」（204頁）に帰着する。
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　金子（2013）が指摘した、大学生の学習の自律化が不成功に終わっている要因として、自律化の有意
味性を学習者たちに腑に落ちる形で示し切れていない力不足、努力不足が厳然とある。その現実は、学
習内容、予習課題、授業方法が精緻にデザイン化されていたのかという、大きな問いとも関わってくる。
すなわち、コンピテンシー（またはスキル）の獲得と並行して、にんげんとしての成熟（maturity）を
学修到達目標に含んでいたのかという点である。それは数値化できないエビデンスではある。だが、こ
れを学習文脈から外されると、苅谷氏のいう“ことば屋さん”をいたずらに増産していくことになる。畢
竟、話し上手ではあるが、心惹かれる人格（人間像）を持ち得ない英語話者をつくりあげていくことに
なる。
　表面的な取り組みは、結局のところ、本質的な問題によって押さえ込まれていくことになる。その意
味で、科目の名称や単位の見直し、あるいは科目の編成（看板の塗り替え）だけでは、本質的な解決（自
律的行動を伴った、確かな英語学修能力）には至らない。興味深い点、というより大きな問題として、
科目や単位の改編をカリキュラム改革と考えている教員が、けっして少なくはない。しかしそれは１つ
の形であって、そこに実質性と正統性が学習者に伝わる形で生きてこない限り、大学生としての自己成
熟と言語的成熟、さらには学びの自律化を生み出す処方箋とはなりえない。周囲に論弄されることな
く、惑わされることなく、賢慮を武器に自分自身と現実世界をつぶさに見つめ、常に「自分はいったい
誰であるべき

4 4

なのか」に照射したcontextとagencyが、わが国の大学英語教育に求められている。それ
は「守」「破」「離」という、自己形成（大人化）にむけた正統的な学習プロセスであり、人生の来歴と
してのカリキュラムでもある。その意味で、まずは己を知るという本質論に立ち還る必要がある。ソク
ラテスの名言に、“The unexamined life is not worth living.”（己を試さぬ人生など、生きている価値は
ない）というのがある。このイデア（理念）が、西洋の学問、教育の母胎となっている。英語（ギリシャ
語、ラテン語の系譜）を学ぶ以上、グローバル化云々の前に、この「原石」を心に留めておく必要があ
る。Lawrence（1992）は、確かにこれこそが自分であると確信するには自己一体感（self-cohesiveness: 

“the degree to which one feels fragmented or whole” ibid、 p. 91）と自己不動性（self-continuity or 
sameness: “one’s sense that one is the same person over time and in different situations” ibid、 p. 
91）の二つが重要だと指摘している。
　大学教育、学校教育で著名な研究者である梶田（1996）は、「自分自身が依って立つ原理を内面にもっ
ているかどうかが、真に自立した人間であるかどうか、真の「個」としての実体をもっているかどうか
の決め手になる」（130-131頁）と言及したうえで、どうしても譲れないもの（信念、こだわり、価値判
断基準）の探求が、自己理解教育における重要な学習テーマになると述べている。畢竟、spiritualityの
問題に帰着するわけだが、同氏はあえてそれを「魂」と呼んでいる。「自分の [魂] の世界を洞察し信頼
を深める … ここで「魂」とよんでいるものは、自分の奥底で自分を根源的に動かしているもの、自分
を支え生かしていく力、のことである。何よりもまず、そうしたものが自分自身の深層世界に存在する
ことに気づく必要がある」（同、160頁）。
　社会構築主義カリキュラムでは、知識の創造が謳われるが、自らが見聞し、思考を重ね、出された意
見や解釈が真実（正しき方向性）として捉えられる。そのような流れが英語教育カリキュラムの思潮と
なりつつある。それだけに一人一人の大学生、英語学習者は、成熟した、冷静な判断と賢慮を備えた大
人、社会人、市民となっていくミッションを背負っている。そのための出発点として、初年次教育や共
通教育におけるALが存在する。「知識世界の構築・再構築、それを促す認知プロセスが介在する学習が
しっかり伴ってこそ、アクティブラーニングはより難しいもの―学生の立場から言えば、たいへんな作
業を伴うもの、頭を悩ますもの、しかしそれを乗り越えれば、新しい考えや見方の拡がりを感じられる
もの―となり、その結果、情報・知識リテラシーもより良く育つというものである」（溝上、2014、106頁）。
　成熟とは達成できた結果をさす。達成感が得られてこそ、学習到達、学習目的、学習方略は、学習者
本人にとってより近く、親しい存在になっていく。「動機づけ」を教育者はさかんに口にするが、学習
者は「達成感」という表現を使うことに気づいている英語教員は、以外と少ない。彼（女）らのいう達
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成感とは、「学習のプロセスの系統・継続の高次化」をさす。筆者が担当する共通教育英語科目のアン
ケート（共通教育授業アンケートを含む：自由記述）でも、動機づけ（motivation）というフレーズに
出会ったことがない。動機づけは、状況（situation）に対して変動的（情動的）に生起してくるもので
あり、どちらかといえば起点とプロセスにおける存在である。継続され、高められ、安定していくかど
うかを見定めていく対象としての存在（厳密には媒体）であり、「完成」を意味するタームではない。
その意味で、受講者たちは達成感（sense of accomplishment）を「成功した、意味のある学習」のキー
ワードとして用いるのである。正統的な学習文脈に我が身と我が英語を置き、系統的につながった時間
の流れの中で、与えられた課題と作業（タスク）を完成させていく。そこで確かに手ごたえを感じた満
足感と達成感こそが、英語学習者目線での、正統的なラーニングアウトカムとなっていく。

註
１．�OECDのDeSeCo Project、EUのTuning Project、中教審答申『学士課程教育の構築に向けて』で

示された学士力の各要約については溝上（2014）『アクティグラーニングと教授学習パラダイムの
転換』を参考にした。

２．�アンケート調査は、2012年10月～ 2013年１月（後期）を利用して実施した。４月入学以降、被験
者たち（大学１年生）は前期を終え、英語授業と学習について、状況がつかめる段階に入っている。

３．�agency を本稿では「所与の文脈から派生すべき能動・主体的な自己性」と定義し、辞書で提示
されているagency（媒介、働き、作用）やagent（行為の主体、動作主）の意味とは区別してい
る。Agencyには系統立った文脈（ストーリー性）が所与され、そこから始めて主体者がどう自己
性を養い、発揮していけるかという条件的解釈が込められている。 agencyは自律学習や社会構築
主義にフォーカスした英語カリキュラムには不可欠な要素であるため、van Lier（2008）はそれ
を“a contextually enacted way of being in the world”（163頁）と定義し、そこには“volition, 
intentionality, initiative, intrinsic motivation and autonomy”（171頁）、“physical as well as 
cognitive, individual and social, multisensory and situated in activity”（180頁）という多面的要因
が、英語学習者の自己形成にむけて包摂されるべきであると述べている。

４．�ELA（English for Liberal Arts）については、リベラル・アーツを通して地球市民の育成を校是と
する国際基督教大学（ICU）から多大な情報と知見を得ることができた。同大学のELAプログラム
で使われているリーディングテキストThe ELA READERの学習文脈は、1Discovery、 2Inward 
Bound、  3Outward Bound の3ステージで構成されている。1年間（３学期）を通して１年生がい
かに腑に落ちる学習をし、自分自身を見つめ、内省（自己省察）を深め、自身の拠りどころとなる
信念体系や価値判断基準を確立し、最後は自己表現を可能にするagency をどのように構築してい
けるか。その可視化に向け、系統立った文脈で構成された正統的学習教材といえる。2015年３月に
ICU ELA 担当の渡辺敦子氏を招き、本稿で言及している共通教育英語カリキュラム改革にむけ、
建設的な意見や助言、情報を頂いた。この場をお借りし、深く御礼申し上げる。
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Redesigning the English Language Program in Kyotsu-Kyoiku 

(General Education Course):Aimed at Substantiating the College EFL Curriculum 

with a Consistently Organized Course Framework

Masao KANAOKA (Kagoshima University, Education Center)

Abstract

　This paper provides the overview of restructuring the curriculum and related course framework 
of English as a foreign language （EFL）classes in Kyotsu-Kyoiku（general education）at Kagoshima 
University. Applicable to new college students enrolled in the next academic year（the year 2016）, 
the new EFL program will be anchored in social constructivist language curriculum and teaching 
methods. In this regard, the following aspects are carefully examined as prerequisites for developing 
the program in both content and quality: ⑴ salient trends of globalization-led higher education and 
socially demanded learning outcomes/competences; ⑵ orientations of English language education（as 
a second/foreign/global language）in the 21st century; ⑶ poor self-study habits in English learning 
practice among Japanese college students; ⑷ theoretical notions, implications, and suggestions for 
the development of a learner-centered college EFL milieu, including redesigning language curriculum 
and pedagogy, with the aim of fostering learner autonomy and active learning in the classroom; and 
⑸ details of the newly designed EFL program in kyotsu-kyoiku, while being attentive to the findings 
and emphases of ⑴ to ⑷, followed by highly expectable instructional difficulties arising from the 
program-concerned curricular and pedagogical innovations and modifications. As solutions, possible 
countermeasures are addressed, together with the importance of teacher education with focus on 
collegiality（i.e., learning commons）.
　In activating the social constructivist EFL program, a new curricular and pedagogical approach 
is explained in this paper, in which an agency-and-context-integrated language teaching and learning 
style is introduced with detailed descriptions. It is deemed that this challenge may replace or rectify 
the conventional behaviorism-laden approach of exclusively targeting and emphasizing acquisition-
and-situation-focused college EFL education. In this sense, this curricular and pedagogical reform 
project takes a holistic and interdisciplinary stance of looking into trends of both college education 
and language education. Accordingly, it scrutinizes updated and thought-provoking theories, notions, 
and implications with regard to self-directed learning（autonomous learning）, learning strategies, 
learning practices, learning motivation, collaborative learning, and self-focused and identity-concerned 
language use. All these constructs play a pivotal part in designing, implementing, and substantiating 
the college-level English language curriculum and instruction toward well-perceived active learning, 
as well as well-qualified learning accomplishments during the undergraduate period.

Keywords:�globalization, college education, EFL education, Kyotsu-Kyoiku（general education）, social 
constructivist curriculum, autonomous learning, active learning
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１.　INTRODUCTION
　At Kagoshima University, during the first two years of their degree, regardless of academic 
discipline, students are required to undertake a large component of general education courses, of 
which foreign languages are included. Within the first year general education curriculum all students 

（approximately 2000） undergo a minimum of ４ English compulsory language courses, consisting 
of two 90 minute classes per week per semester. As there is a relatively small number of native 
speaking instructors on staff, the majority of courses are taught by Japanese instructors, some 
of whom are not specifically trained in language education, and despite English being the target 
language for Core O （Oral courses）, the amount of English spoken may vary dramatically from 
classroom to classroom. Thus while the reading and writing components of the curriculum may be 
adequately catered for, opportunities for actual oral communication in English, specifically speaking 
and listening in the target language, may be said to be seriously lacking.
　In addition to this, the motivation for students to study English, particularly if they do not 
perceive the language to be specifically useful to their chosen field of study, may be low. In order to 
counterbalance some of the inadequacies of the curriculum, whilst dealing with personnel, funding 
and location issues, the potential of introducing more blended learning into the curriculum is being 
explored.
　Over the past few years small scale pilot studies have been conducted using e-learning based 
language study courses/systems including ALC Net Academy ２, Really English, and Longman 
English Interactive, but for a numbers of reasons including somewhat dated content, cost and 
operating logistics, these were determined to not be adequately catering to the specific needs of 
either students or instructors. To be more specific, while each had their own merits, they lacked 
what the curriculum most required, a platform which could increase the students motivation for and 
exposure to listening and speaking in English, and for this reason English Central was chosen for the 
our 2014 pilot study.
　Our reasons for selecting English Central included:
　・Contemporary authentic content
　・User-friendly platform
　・Online, not requiring any IT staff support on campus or server installation  
　・On-campus and remote access
　・Easy for instructors to manage
　・Secure log in/privacy protocols

２．A BRIEF OVERVIEW OF ENGLISH CENTRAL
　English Central is an interactive media-based English language learning site that the course 
instructor can easily manage content and monitor the students’ progress. It can be accessed 
anywhere with internet access via PC, tablet or smartphone, allowing the students to work both 
in and out of the classroom. EC is comprised of a library of hundreds of short videos from a wide 
variety of genres, the site allows students and or their instructors to select topic-specific or level-

E-LEARNING INTEGRATED INTO ENGLISH COURSES
Student feedback on English Central

教育センター外国語教育推進部　准教授　Anne-Elizabeth Brasier
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specific content to study.
　The steps to using EC are as follows:
Step １：Viewing video content
　The more videos students watch, the more their progress/achievement points accumulate. 
Students can learn English via selected videos that are presented with bi-lingual （both English and 
Japanese subtitles that can be set to on/off mode） text transcriptions and word definitions. The 
instructor can set specific courses or thematic units for the students to study, for example a video 
course designed for business conversation, travel, and English proficiency exams. Students complete 
this content with cloze activities while listening.
Step ２：Vocabulary drills
　Each video has vocabulary drills, multiple choice and cloze activities for the students to expand 
and reinforce their vocabulary. This training allows students to go back and revise vocabulary they 
have studied. Japanese translations can be displayed if the students wish to view them, and all newly 
studied vocabulary is stored in an individualized ‘word bank’ for later revision. 
Step ３：Speaking practice The final, and some might say most enjoyable step for students is to 
listen again to the video line by line and record their own speaking, with an emphasis on fluency, 
clear pronunciation and appropriate intonation. Voice analysis software provides instant feedback on 
their pronunciation, pinpoints specific pronunciation problems, and automatically creates an archive 
of the student’s voice recordings that can be later reviewed by both the instructor and student.

３．METHOD
　The pilot study was staged over four week periods during the second semester of 2014. In 
total, 573 students in 20 General Education English classes run by ８ native speaker and ４ non-
native speaker instructors were involved. All of the instructors had volunteered to participate 
in the pilot study and this in effect provided us with a random selection of students of varying 
levels and disciplines at the university.  The instructors were given guidance on how to operate 
English Central, but how to incorporate it into classes and what guidance and supervision to give 
the students was left to the discretion of the individual teacher. For instance, they could devote all 
of their class time to English Central for the four weeks, or use it for part of the time. Generally 
speaking, most instructors gave the English Central component of their courses a weighting of 15% 
towards final marks. The goals set by instructors for each week’s achievements also varied.  At the 
end of the four weeks, students were surveyed on what they thought about using English Central. 
The online survey, which was given in Japanese, allowed students to rate their feelings towards their 
experience and comment on individual questions.

４．FINDINGS & DISCUSSION
　Of the 573 of students involved in the program, 306 completed the survey （53%）.
Ease and enjoyment
　In Fig １, we can see that over 82% of the students found using English Central enjoyable. This 
may be due not only to content, but due to the fact that the software allows users to study in their 
own way. The ease at which they can use the system and the flexibility that it offers means the 
students can experience a sense of autonomy in their learning that they have not experienced in 
their learning to date.
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Fig １：　I enjoyed studying English on English Central.

Student feedback and learning behavior
　Despite the relatively short time period using English Central, over 61% of respondents involved 
felt that they had improved at English. In particular, they responded that the speaking practice mode 
was most beneficial, followed by the in-context word definition and the freedom to choose videos. 
Needless to say, the largest perceived improvements could be seen in listening（72%）, speaking（64%）
and pronunciation（63%）which are the clear goals of the system.
　Most students said that they could understand faster spoken English better than before, with 
some improved ability in listening sections in external English examinations such as TOEFL and 
GTELP. A large number of them also said that they thought their speaking skills had developed, due 
to improvements in their pronunciation as well as speaking speed. A majority said they had become 
far more aware of speaking and pronouncing English more like a native speaker, than they were 
prior to the program.
　Many thought their pronunciation was better due to the higher scores they were getting using 
the website’s speech recognition software, with some citing that they could now pronounce sounds 
which are typically difficult for Japanese learners such as /r/, /l/, /ð/ and /θ/ better than before. 
Some students also reported that they sensed progress in listening to and using two aspects which 
English Central does not explicitly teach, connected speech and intonation.
　As a whole, many students expressed a perceived improvement in the way they listen to, speak 
and pronounce English and generally more confidence to do so.  One aspect where students did 
not consider that they had improved so much was vocabulary acquisition with only 57% saying so. 
Some said that they had learnt more conversational words and phrases, as well as words specific to 
the different genres of videos viewed. However the overall feeling of little gain may be owing to the 
short time period, or students not utilizing the vocabulary function of the system as much as they 
could.
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Fig ２：Using English Central helped to improve my English.

Fig ３：Did/will English Central improve your vocabulary skills?
　　　　Yes 57%  No 43%
Fig ４：Did/will English Central improve your speaking skills?
　　　　Yes 64%   No 36%
Fig ５：Did/will English Central improve your listening skills?
　　　　Yes 72%   No 28%
Fig ６：Did/will English Central improve your pronunciation skills?
　　　　Yes 63%   No 37%

　The most outstanding result of the study comes with 91% of respondents saying that they felt 
more motivated to study English using English Central. In addition, 75% were spending at least one 
hour per session using the site. This shows a level of interest among the students that perhaps would 
not normally be found in textbook/blackboard centered classrooms. This is further demonstrated by 
the fact that 80% said that they would also like to use English Central both at home and in class and 
95% said that they would like to recommend it to other students, showing that they have really felt 
the benefits that they can gain by using it.
Fig ７：Did English Central increase your motivation to study English?
　　　　Yes 92%     No 8%
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Fig ８：How long do you use English Central in one session?

５．CONCLUSION
　When compared to some of our previous e-learning trials, the feedback from students was 
overwhelmingly positive, and in addition to this, owing to the variety of its content and user-
friendly learning platform, the results showed that students appreciated the opportunity to learn 
autonomously and subsequently gained in confidence and motivation. English Central proved to 
be a highly stimulating experience for the students, evidenced in the fact that many of them were 
regularly working on EC in their free time, above and beyond their set weekly targets.  Although 
this study was conducted over a brief four week period, the results have allowed us to initiate a 
wider, funded program for the second semester of academic year 2015. This will enable us to further 
compile empirical data on how English Central affects students’ language skills and learning behavior, 
in addition to detailed feedback from the instructors, and consider how this form of blended learning 
can be integrated into our English language curriculum.
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Ⅰ　目的
　鹿児島大学の共通教育では、平成25年度から「人間力養成プログラム」に基づいた教育課程がスター
トし、体育・健康科目は、その基本要素の１つとして位置づけられた「身体力」の能力を養成する役割
を担って、生涯にわたって健康で豊かな生活を営むための基礎的知識と身体運動を実践していく習慣を
身につけることを目指してきた。平成28年度からの新たな改革においても今後の学生の体力やライフス
タイルについて、継続的に把握しながら、問題の解決に向けて取り組むことが期待されている。
　平成28年度から全学で統一して、体育理論１単位、体育実習１単位が必修となり、授業内容を再検討
することになった。今後の検討の中で、内容の充実を図るためには、学部ごとの学生の実態を把握し、
問題点の検討を進めていく必要がある。そのためには、入学生の学部ごとの運動・スポーツの実施状況
と体力測定の結果の比較研究（福満ら2013）と同様の研究を継続していくことが重要であり、学生の実
情を把握することができると思われる。
　しかしながら、学部ごとの学生の特性や体力の問題点や、授業体制（前期もしくは後期開設）による
運動実践への影響、授業内容の課題点などは、まだ十分に把握できていないのが現状である。授業改善
を進めていく上で、本学の学生の実態を明らかにすることは意義があると考えられる。
　そこで本研究では、平成26年度鹿児島大学入学生の体格・体力の現状及び運動部・スポーツクラブ所
属の有無、運動・スポーツの実施状況とその関係を明らかにすることで、学生の実情を把握し、今後の
体育・健康科目の授業の充実を図るための示唆を得ることを目的とした。

Ⅱ　研究方法
１．調査対象と調査項目
　調査は、平成26年度鹿児島大学の共通教育科目「体育・健康科学実習Ⅰ」（必修科目）を前期に受講
した教育学部、法文学部、農学部（共同獣医学部を含む）、医学部、歯学部及び、後期に受講した理学部、
工学部、水産学部の各１年生を対象に、体格測定、体力測定、運動部・スポーツクラブ所属の有無、運
動・スポーツの実施状況の４項目を調査した。また、全国データと比較するために、文部科学省の体育・
スポーツに関する統計調査における平成26年度体力・運動能力調査の結果及び背筋力については、平成
８年度体力・運動能力調査の結果を参考にした。

２．調査期間と対象人数及び比較
　調査項目は、体育・健康科学実習Ⅰの授業において提出された（提出期間は、平成26年度前期５月～
７月、後期11月～１月である）体力診断テストと形態計測の記録（学習レポート）の中にある質問項目
を抽出して18歳と19歳の男子586名、女子463名、合計1049名を分析した。（教育学部：男子32名、女83
名、計115名、法文学部：男子72名、女39名、計111名、理学部：男子84名、女46名、計130名、工学部：
男子197名、女子51名、計248名、農学部：男子99名、女子86名、計185名、水産学部：男子57名、女子
36名 、計93名、医・歯学部：男子45名、女122名、計167名）

Ⅲ　分析方法
　体格測定と体力測定の結果は、男子学生と女子学生を分けて単純集計し、平均値を全国データと比較
した。また、学部別にそれぞれの測定項目の平均値を比較して学部別の体力の現状を考察した。さらに

鹿児島大学入学生の学部ごとの運動部・スポーツクラブ所属状況及び

運動・スポーツ実施状況と体力の現状との関係に関する研究
教育学部　准教授　福満博隆、教授　末吉靖宏、教授　飯干　明、

准教授　石走知子、教授　橋口　知、教授　長岡良治
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運動部・スポーツクラブ所属の有無及び運動・スポーツの実施状況別に測定項目の平均値を比較して、
体力と所属状況及び運動実施状況との関係について考察し、所属状況及び運動実施状況を学部別にクロ
ス集計を実施し、学部別の体力の現状との関係を考察した。統計処理には統計解析用プログラムSPSS 
statistics 19を用い、平均値の比較には、T検定を、クロス集計にはカイ２乗検定を行った。

Ⅳ　結果・考察
１．体格測定の結果について
　平成26年度鹿児島大学新入生（18歳と19歳）
の体格測定の結果をみると（表１）、男子学生
および女子学生の身長および体重の平均値と全
国データの18歳、19歳の平均値との間に差は見
られなかった。また、新入生のBMI（体格指標）
は、男子学生が21.2、女子学生が20.5と標準（22）
に近い値を示しており、健康的な体型であると
いえる。

２．体力測定の結果について
　平成26年度男子学生の体力測定の結果をみると（表２）、握力平均、長座体前屈、反復横とび、50m走、
立ち幅とびにおいては、鹿児島大学の男子学生平均値と全国データ（平成26年度）の18歳、19歳の平均
値との間に差が見られなかったが、上体起こし、20mシャトルラン、ハンドボール投げにおいて、鹿児
島大学の男子学生の平均値が高かった。したがって、鹿児島大学の男子学生は、全国平均より持久性と

投力が高かったことが推察される。背筋力（表４）においては、平成８年度全国データの18歳、19歳の
平均値に比較すると背筋力指数（背筋力÷体重）とともにかなり低く、鹿児島大学学生の背筋力の現状
の研究（飯干ら2010）にみられるように背筋力が低下してきたことが推察される。学部別に平均値をみ
ると、握力平均（筋力）では、工学部と水産学部が高く、法文学部が低かった（P<0.01）。上体起こし（持
久性）では、教育学部が高く、理学部が低かった（P<0.05）。長座体前屈（柔軟性）では、医・歯学部、
農学部、水産学部、教育学部、工学部が高く、理学部が低かった（P<0.01）。反復横とび（敏捷性）では、
工学部が高く、法文学部が低かった（P<0.01）。20mシャトルラン（持久性）では、教育学部と農学部
が高く、法文学部、理学部、工学部が低かった（P<0.01）。50m走（走力）では、教育学部が高く、工
学部が低かった（P<0.05）。立ち幅とび（跳力）では、学部間に平均値の差がみられなかった。ハンドボー
ル投げ（投力）では、農学部が高く、法文学部が低かった（P<0.01）。また、背筋力（筋力）および背
筋力指数では（表４）、水産学部、医・歯学部、工学部が高く、法文学部が低かった（P<0.05）。したがっ
て、教育学部は、持久性、柔軟性、走力が、農学部は、柔軟性と持久性、投力が、水産学部は、筋力と
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柔軟性が高いことが推察される。また、工学部は、筋力と敏捷性が高いが走力が低く、医・歯学部は、
筋力と柔軟性が高いが敏捷性が低いことが推察される。一方、法文学部は、筋力、敏捷性、持久性、投
力が、理学部は、持久性と柔軟性が低いことが推察される。
　平成26年度女子学生の体力測定の結果をみると（表３）、50m走、立ち幅とびにおいては、鹿児島大
学の女子学生平均値と全国データの18歳、19歳の平均値との間に差が見られなかったが、上体起こし、

20mシャトルラン、ハンドボール投げにおいて、鹿児島大学の女子学生の平均値が高く、握力平均、長
座体前屈、反復横とびが低かった。したがって、鹿児島大学の女子学生は、全国平均より持久性と投力
が高く、筋力、柔軟性、敏捷性が低かったことが推察される。背筋力（表４）においては、平成8年度
全国データの18歳、19歳の平均値に比較すると背筋力指数とともにかなり低く、男子学生と同様に女子
学生においても背筋力が低下してきたことが推察される。したがって、今後は、背筋力を含む筋力の向
上を目指すことを検討する必要があると考えられる。学部別にみると、握力平均（筋力）では、理学部、
農学部、水産学部、医・歯学部が高く、法文学部が低かった（P<0.05）。上体起こし（持久性）では、
教育学部が高く、水産学部と法文学部が低かった（P<0.01）。長座体前屈（柔軟性）では、学部間に平
均値の差がみられなかった。反復横とび（敏捷性）で
は、教育学部、医・歯学部、理学部が高く、法文学部
と水産学部が低かった（P<0.05）。20mシャトルラン（持
久性）では、学部間に平均値の差がみられなかった。
50m走（走力）では、教育学部と工学部が高く、水産
学部が低かった（P<0.01）。立ち幅とび（跳力）では、
学部間に平均値の差がみられなかった。ハンドボール
投げ（投力）では、教育学部と医・歯学部が高く、法
文学部が低かった（P<0.01）。また、背筋力（筋力）
および背筋力指数では（表４）、水産学部、農学部、
教育学部が高く、理学部が低かった（P<0.05）。したがっ
て、教育学部は、筋力、持久性、敏捷性、走力、投力
が、医・歯学部は、筋力、敏捷性、投力が、農学部は、
筋力が、工学部は、走力が高いことが推察される。ま
た、理学部は、握力と敏捷性が高いが背筋力が低く、
水産学部は、筋力が高いが持久性、敏捷性、走力が低
いことが推察される。一方、法文学部は、筋力、持久
性、敏捷性、投力が低いことが推察される。したがっ
て、今後は、各学部で低かった体力の向上を目指すこ
とを検討する必要があると考えられる。
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３．運動部・スポーツクラブ所属の有無及び運動・スポーツの実施状況別の体力テストの結果について
　運動部・スポーツクラブ所属の有無別に各測定種目の平均値を比較すると（表５、表６）、全ての測
定種目において、所属している学生の方が男女共に高かった（男子学生：全ての測定種目でP<0.001、
女子学生：握力平均、長座体前屈がP<0.05、背筋力、上体起こしがP<0.01、反復横とび、20mシャトル
ラン、50m走、立ち幅とび、ハンドボール投げがP<0.001）。これは、運動部・スポーツクラブに所属し
ている学生の方が所属
していない学生よりも
体力が高いことを示し
ており、所属して運動
することが体力を高め
ることに繋がっている
と推察される。
　運動・スポーツの実
施状況別に各測定種
目の平均値を比較す
ると（表５、表６）、男子学生では、ときたま群（月１～３日程度）が、しない群よりも背筋力、20m
シャトルラン、50m走（P<0.05）、上体起こし、反復横とび（P<0.01）、ハンドボール投げ（P<0.001）
において平均値が高かった。これは、月１～ 3日程度の運動実践で筋力、持久性、敏捷性、走力、投力
の体力が高まることを示している。また、ときどき群（週1 ～ 2日程度）は、ときたま群（月１～３日
程度）よりも背筋力、握力平均、反復横とび（P<0.05）、50m走、立ち幅とび（P<0.01）、長座体前屈、
20mシャトルラン（P<0.001）において平均値が高かった。このことより、さらに週１～２日程度の運
動実践を行うと、柔軟性と跳力も含めた体力が高まることを示している。したがって、運動実践の頻度
が多くなるほど体力が高まることが推察される。女子学生では、ときたま群（月１～３日程度）が、し
ない群よりも反復横とび、20mシャトルラン（P<0.05）において平均値が高かった。これは、月１～３
日程度の運動実践で敏捷性、持久性の体力が高まることを示している。また、ときどき群（週１～２日
程度）は、ときたま群

（月１～３日程度）よ
りも上体起こし、長座
体前屈、20mシャトル
ラン、50m走（P<0.05）、
背筋力、立ち幅とび、
ハ ン ド ボ ー ル 投 げ

（P<0.01）において平
均値が高かった。この
ことより、さらに週１
～２日程度の運動実践を行うと、筋力、柔軟性、走力、跳力、投力も含めた体力が高まることを示して
いる。したがって、運動実践の頻度が多くなるほど体力が高まることが推察される。ただし、男子学生
では、月１～３日程度の運動実践でも多くの体力が高かったのに対して、女子学生は、月１～３日程度
の運動実践では多くの体力が高まらないことが推察される。このことより、今後は、学生が週１～２日
程度の運動実践を行うような授業外学習の在り方を検討する必要があると考えられる。

４．学部別の運動部・スポーツクラブ所属状況及び運動・スポーツの実施状況
　男子学生の学部別運動部・スポーツクラブ所属状況をみると（表７）、所属している群は、医・歯学
部（64.4%）、農学部（54.5%）の順に多く、所属していない群は、理学部（70.2%）、教育学部（65.6%）、



Ⅲ　研究論文

－ 42 －

工学部（62.4%）、法文学部（59.7%）
の順に多かった。また、男子学生
の学部別運動・スポーツの実施状
況をみると（表８）、毎日および
ときどき群（週に１日以上の運動
実践）は、医・歯学部（91.1%）、
農学部（74.8%）、法文学部（69.5%）、
教育学部（65.6%）の順に多く、
しないおよびときたま群（月に３
日以下の運動実践）は、工学部

（54.3%）、理学部（53.6%）の順に
多かった。医・歯学部と農学部で
は、運動部・スポーツクラブに所
属して、週に１日以上の運動実践
を行っている学生が多く、このこ
とが医・歯学部の筋力と柔軟性が
高いこと、農学部の柔軟性と持久
性、投力が高いことに影響してい
ると考えられる。法文学部と教育
学部は、運動部・スポーツクラブ
に所属していなくても週に１日以上の運動実践を行っている学生がどちらも３割程度いることがうかが
える。よって週に１日以上の運動実践を行っている学生が多いことが、教育学部の持久性、柔軟性、走
力が高いことに影響していると考えられる。しかし、法文学部は、週に１日以上の運動実践を行ってい
る学生が多いが、筋力、敏捷性、持久性、投力が低いことから運動実践状況が体力の向上に影響してい
ない学部もあることがうかがえる。これは、運動内容の質に問題があり、運動実践の効果が現れていな
い可能性が考えられる。理学部と工学部では、運動部・スポーツクラブに所属せず、月に３日以下の運
動実践しかしていない学生が多く、このことが理学部の持久性と柔軟性が低いこと、工学部の走力が低
いことに影響していると考えられる。女子学生の学部別運動部・スポーツクラブ所属状況をみると（表
７）、所属している群は、医・歯学部（59.0%）、水産学部（33.3%）の順に多く、所属していない群は、
工学部（88.2%）、法文学部（78.9%）、教育学部（78.3%）、理学部（73.9%）の順に多かった。また、女
子学生の学部別運動・スポーツの実施状況をみると（表８）、毎日およびときどき群（週に１日以上の
運動実践）は、医・歯学部（68.1%）、農学部（47.1%）、教育学部（44.6%）、水産学部（38.9%）の順に
多く、しないおよびときたま群（月に3日以下の運動実践）は、理学部（71.8%）、工学部（70.6%）、法
文学部（65.8%）の順に多かった。医・歯学部と水産学部では、運動部・スポーツクラブに所属して、
週に１日以上の運動実践を行っている学生が多く、このことが医・歯学部の筋力、敏捷性、投力が高い
ことと水産学部の筋力が高いことに影響していると考えられる。農学部と教育学部は、運動部・スポー
ツクラブに所属していなくても週に１日以上の運動実践を行っている学生がどちらも２割程度いること
がうかがえる。よって週に１日以上の運動実践を行っている学生が多いことが、教育学部の筋力、持久
性、敏捷性、走力、投力が、農学部の筋力が高いことに影響していると考えられる。理学部、工学部、
法文学部では、運動部・スポーツクラブに所属せず、月に3日以下の運動実践しかしていない学生が多く、
このことが理学部の持久性と柔軟性が低いこと、工学部の走力が低いこと、法文学部の筋力、持久性、
敏捷性、投力が低いことに影響していると考えられる。男女共に理学部、工学部に運動実践が少ない学
生が多い要因として、後期に体育・健康科学実習Ⅰの授業が行われていること、また工学部は、体育・
健康科学理論の授業も後期に行われていることが考えられ、今後の検討課題として挙げられる。



Ⅲ　研究論文

－ 43 －

Ⅴ　まとめ

　本研究では、平成26年度鹿児島大学入学生の体格・体力の現状及び運動部・スポーツクラブ所属の有
無、運動・スポーツの実施状況を明らかにし、運動部・スポーツクラブ所属状況及び運動実施状況が体
力に及ぼす影響と学部別の体力の現状との関係を明らかにすることで、学生の実情を把握し、今後の体
育・健康科目の授業の充実を図るための示唆を得ることを目的とした。その結果、本学の学生の体格は、
全国平均値との差はみられず、BMI（体格指標）も標準値に近く、健康的な体型であることが分かった。
全国の体力平均より男子学生は、持久性と投力が高く、女子学生は、持久性と投力は高いが、筋力、柔
軟性、敏捷性が低いことが分かった。また、男女共に背筋力が低下してきたことが推察された。したがっ
て、今後は、背筋力を含む筋力の向上を目指すことを検討する必要がある。学部別の体力では、男子学
生の教育学部、農学部、水産学部、工学部、医・歯学部に高い体力がみられたが、法文学部と理学部は、
全体的に体力が低かった。また、女子学生の教育学部と医・歯学部に高い体力がみられたが、理学部と
法文学部は、全体的に体力が低かった。したがって、今後は、各学部で低かった体力の向上を目指すこ
とを検討する必要がある。運動部・スポーツクラブに所属している学生は、所属していない学生よりも
高い体力がみられ、所属して運動することが体力を高めることに繋がっていると推察された。また、男
女とも運動実践の頻度が多くなるほど体力が高まることが推察された。このことより、今後は、学生が
週１～２日程度の運動実践を行うような授業外学習の在り方を検討する必要があると考えられる。医・
歯学部と農学部男子および水産学部女子では、運動部・スポーツクラブに所属して、週に１日以上の運
動実践を行っている学生が多く、教育学部と農学部女子では、所属していなくても週に１日以上の運動
実践を行っている学生が多く、体力の向上に影響していると考えられる。しかし、法文学部男子は、週
に１日以上の運動実践を行っている学生が多いが、体力が低いことから運動実践の効果が現れるための
授業改善を図っていく必要があると考えられる。理学部と工学部および法文学部女子では、運動部・ス
ポーツクラブに所属せず、月に３日以下の運動実践しかしていない学生が多く、他学部より体力が低い
ことに影響していると考えられる。男女共に理学部、工学部に運動実践が少ない学生が多い要因として、
後期に体育・健康科学実習Ⅰの授業が行われていること、また工学部は、体育・健康科学理論の授業も
後期に行われていることが考えられ、今後の検討課題として挙げられる。
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　概要：“ 障がいのある学生の修学支援に関する検討会報告第一次まとめ”（文科省）によると、合理
的配慮とは、個々の状態・特性等に応じて提供されるべきもので、多様で個別性が高いとされており、
個別支援を念頭に入れた概念である。個々の特性の多様性は複雑で、特に発達障害において支援対象者
を診断の有無で区別できない現状を生み出しており、既に発達障害者支援の多くは診断や療育手帳の有
無に関係なく提供されている。大学における発達の偏り支援の需要が年々増加していることもあり、修
学支援における合理的配慮の目的を単に修学機会を確保することに限定することは実際的ではなく、支
援を受ける本人自らが次のステップに進めるよう援助する教育的支援としての合理的配慮が全ての障害
で求められている。そもそも支援の背景には、「共に生きる」という共生の理念が存在しており、文科
省も最近になってやっと分離教育のための教育インフラであった特別支援学校への強いこだわりを吹っ
切り、「同じ場で共に学ぶ」ことの重要性を認めている（特別支援教育の在り方に関する特別委員会論
点整理：2010 年 12 月）。修学支援も当然この理念に基づくべきで、「お互いの多様性を認め合い共に成
長していく」ための合理的配慮が理想であり、大学が専門職スタッフや教職員を介して提供する専門性
のある合理的配慮はむしろキャンパス全体が変わっていくための呼び水（コーディネーター業務）とし
ての役割が大きい。周りの人間全てが互助の必要性を理解し、あるいは支援に関わることで、周りが変
わって互助的社会に近づくことを目的とすべきで、そのための合理的配慮・教育的支援の担い手は全員
ということになる。

キーワード：修学支援、合理的配慮、教育的支援、障害者差別解消法、共生社会の実現

１．はじめに
　1989 年の子どもの権利条約（ユニセフ）では、“申し込みに応じた援助”が謳われ、1994 年のサラマ
ンカ宣言（ユネスコ）では、支援を必要とする児も必要としない児も共に普通学校でいっしょに学び（イ
ンクルーシブ教育）、必要な支援は普通学校で提供されるべきことが採択された（表１）。分離教育のた
めの教育インフラである特別支援学校を小学校から高等科まで全国に配備している我が国では、このよ
うな理念法の趣旨は残念ながら長期にわたって無視され続け、文科省がサラマンカ宣言の方向性に初め
て賛同したのは 2010 年 12 月 24 日のことであった（表１）。それ以前の中教審答申では、インクルーシ
ブやノーマライゼーション（脱施設化、個人を変えるのではなく社会環境を変えること）などの統合教
育のための表現を文章の中に使いながら不思議なことに分離教育を正当化し、ノーマライゼーションの
意味が「施設の中からの障害者の社会への参加・参画」であるかのような記載が意図的に繰り返されて
いた。このように分離教育の維持に躍起になっていた文科省が、一転して「障害のある子どもと障害の
ない子どもが共に学ぶことは、・・・個人の価値を尊重する態度や自他の敬愛と協力を重んずる態度を
養うことが期待できる」とまで言及したことは、誰かのクリスマスリストが叶えられたのではと思うほ
どの大転換であった。その後、2012 年の分科会報告では、「就学先決定については、障害のある子ども
は特別支援学校に原則就学するという従来の仕組みを改める」と明記して、それまでの分離教育システ
ムが特別支援教育の理念に沿ったものではなかったことを初めて認めた。従って、現在でも障害を持つ

修学支援における合理的配慮：教育的支援と周りが変わろうとする姿勢の重要性

伊地知信二 1、伊地知奈緒美 2、伊地知由貴奈 2、羽生裕子 1、田畑仁美 1、髙橋幸奈 1、
蒲地亜紀代 1、平片　舞 1、飯島由佳 1、中村聡子 1、眞邉りみ 1、黒瀬真弓 1、
今久留主舞依 1、石田　愛 1、南崎明日香 1、四元真弓 1、田沼利枝 1、永田純子 1、
溝口　文 3、今村智佳子 3、鮫島久美 1、川池陽一 1、森岡洋史 1、前田雅人 3

１鹿児島大学保健管理センター
２EGT（Externalization of Gifts and Talents）研究所
３鹿児島大学障害学生支援センター
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児童・生徒の進路オプションとして分離教育が親に提示されてはいるものの、“共に助け合い支え合っ
て生きていくことの大切さを学ぶ”べきとする重要な教育理念は、初等中等教育においては我が国でも
ほとんどの教育関係者によって認識されている。しかし、支援ノウハウにしても情報保障のための機材
にしてもバリアフリー環境にしても、初等中等教育においては、長く続いた分離教育の遺産として特別
支援学校が主に保有していることが、普通学校におけるインクルーシブ教育への移行を進めにくくして
いる側面もあり、普通学校での障害者の修学機会の確保が十分であるとは依然として言い難い。
　一方、大学においては、2004 年の発達障害者支援法が大学での支援に言及し、2006 年の障害者の権
利に関する条約では全ての教育レベルでのインクルーシブ教育システムが保障された（表１）。2016 年
の障害者差別解消法施行に向け、文科省は高等教育における方針を 2012 年から通達し始め、修学機会
の確保や大学全体としての専門性のある支援体制の確保がわずかではあるが予算措置を伴った形で進み
つつある。大学教育においてはこれまで、障害者の修学機会の確保が体系的に行われていなかったため
に、修学機会の確保のための施策の具体化を加速せざるを得ない状況であると解釈することもできる。
最も重要である“障害の有無によって分け隔てられることなく、国民が相互に人格と個性を尊重し合う
共生社会の実現”については、2013 年の閣議決定である第３次障害者基本計画の高等教育における支
援の推進のための基本的考え方に述べられている（表１）。また、日本学生支援機構は、教職員のため
の障害学生修学支援ガイドの中で、「障害のある学生との共学が周りの学生を育てる」としており、障
害学生との自然な関わりが周りの学生に有益であることを強調している 1）。この論文では、主に大学で
の修学支援における合理的配慮のあるべき姿を考察し、最近よく耳にする「求められた支援は全て提供
しなければならない」とか「財政的に提供可能なものを合理的配慮とする」などの見解が教育的視点か
ら見直されるべきであることを強調する。また、“共に学び、共に生きる”互助的社会の実現のために
大学が果たすべき役割についてもまとめる。

表１　修学支援に関連する理念法・通知・報告など

年 理念法・通知・報告など 主な内容

1989 子どもの権利条約（ユニセフ）申し込みに応じた援助／本人および保護者の事情に適した援助
1994 サラマンカ宣言（ユネスコ） 「インクルーシブな方向性を持つ普通学校こそが、差別的な態度と

たたかい、（障害者を）喜んで受け入れられる地域を創り、インク
ルーシブな社会を建設し、万人のための教育を達成するための最
も効果的な手段である。さらにこうした学校は（障害のない）大
多数の子どもたちに対して効果的な教育を提供し、効率性をあげ
て結局のところ教育システム全体の経費節約をもたらす」

2004 発達障害者支援法 大学での発達障害者支援にも言及

2006 障害者の権利に関する条約
（国連）

全ての教育レベルでのインクルーシブ教育システムを保障／「合
理的配慮（reasonable accommodation）とは、障害者が他の者と
平等にすべての人権及び基本的自由を享受し、又は行使すること
を確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の
場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は
過度の負担を課さないものをいう」

2010
（12月24日）

特別支援教育の在り方に関す
る特別委員会論点整理（中教
審初等中等教育分科会）

「インクルーシブ教育システム（包容する教育制度）の理念とそれ
に向かっていく方向性に賛成」／「障害のある子どもと障害のな
い子供が共に学ぶことは、共生社会の形成に向けて望ましいと考
えられる」／「同じ社会に生きる人間として、お互いを正しく理
解し、共に助け合い、支え合って生きていくことの大切さを学ぶ
など、個人の価値を尊重する態度や自他の敬愛と協力を重んずる
態度を養うことが期待できる」

2012 共生社会の形成に向けたイン
クルーシブ教育システム構築
のための特別支援教育の推進

（報告）（初等中等教育分科会）

（共生社会とは）「誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々
の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会である。こ
のような社会を目指すことは、我が国において最も積極的に取り
組むべき重要な課題である」
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２．発達の偏りと学生の多様化

　多くの大学で、外国人学生、社会人学生、高齢学生などが増加し、また、性別違和などの問題も表面
化しており、学生の多様化に関しては様々な話題が存在する。その中で、修学支援に関連して最も注目
すべきことは学生の発達の偏りに関連した支援業務の急増である。全国の大学の集計結果では、支援対
象となった発達障害学生の数は平成 24 年度には４年前の約６倍になっており、発達障害診断例の急増
は明らかである2。主に発達障害とその他の学生が支援対象者として増加していることが、支援障害学
生在籍率の増加の主因であり、今後もこの傾向が続くことが予想される。大学入学以前に発達障害とい
う診断を受けている学生が増えてきていることが一因と思われるが、実は診断例は氷山の一角に過ぎず、
診断を受けていない発達の偏りによる学生の多様化は診断例の数倍の速度で進んでいると思われる。本
学を含む一部の大学は、以前から‘つまずき支援’という形で修学支援を行っており、診断の有無に関
わらずつまずいた学生を支援している。こういった修学支援の場合、支援件数の増加は全国集計よりも
顕著で、大学における修学支援業務のかなりの部分が発達の偏り支援となっている。この傾向は、以下
のような理由からさらに全国に広がっていくことが予想される。

２－（1）　発達の偏りの本質（自閉症スペクトラムから見えてくること）
　自閉症スペクトラムを含む発達の偏りは、質的な違いではなく量的なものである3。互助的な社会
環境や本人の社会的スキルが発達しやすい教育環境でつまずき者は減少し、非互助的な社会環境や
本人の社会的スキルが発達しにくい教育環境でつまずき者は増加する。米国精神医学会の Diagnostic 
Statistical Manual of Mental Disorders （DSM-5）が定義する軽度の自閉症スペクトラム（レベルＩ）
と診断に至らない例の間の本質的な違いは、支援が必要かどうかだけなので、互助なのか支援なのかと
いう捉え方の違いが診断に影響する。また、自閉症スペクトラムであることを決定付ける普遍的な生物
学的マーカーは、少なくともこれまでは同定されておらず4、早期診断のための確実な集団スクリーニ
ング法は存在しない5。強力に関与する遺伝素因についても、単独の遺伝子または一群の遺伝子の変異
で、自閉症スペクトラムという発達状態を確実に予想できる遺伝素因は未だに見つかっていない6。自
閉症スペクトラム者の知的能力は、低いと評価された場合でも‘high intelligence, low IQ’であること
が指摘されており7、潜在している能力の一部を表出できるケースは多くの専門分野ですばらしい才能
を発揮している8。そういったケースは大学入試問題でさえもむしろ得意とする場合が多い。従って、
そもそも自閉症そのものを障害として捉えること自体にかなりの無理があるのである8。極端例では子

年 理念法・通知・報告など 主な内容
2012 障がいのある学生の修学支援

に関する検討会報告（第一次
まとめ）

「合理的配慮は、大学等が個々の学生の状態・特性等に応じて提供
するものであり、多様かつ個別性が高いもの」→大学等において
提供すべき合理的配慮の考え方を項目別に整理／障がいは“社会

（環境）側の問題”

2013（９月）第３次障害者基本計画（高等
教育における支援の推進）

（共生社会の実現に向け）授業等における情報保障やコミュニケー
ション上の配慮、教科書・教材に関する配慮等を促進／施設のバ
リアフリー化を促進／大学等の入試や単位認定等の試験における
適切な配慮の実施を促進

2013（10月）高等教育機関における障害学
生支援に関する全国協議会

障害の有無に関係しないユニバーサルデザインによる学生支援
（イージーアクセシビリティ―）

2016 障害を理由とする差別の解消
の促進に関する法律（障害者
差別解消法）

障害を理由とする差別等の権利侵害行為の禁止／社会的障壁の除
去を怠ることによる権利侵害の防止「社会的障壁の除去は、それ
を必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担
が過重でない時は、それを怠ることによって前項の規定に違反す
ることとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮
がなされなければならない」
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孫を残しにくいことが知られる自閉症スペクトラムが、淘汰されることもなく増え続けているのも、人
類の本質的な部分と発達の多様性がリンクしていることを示唆している9。反復学習を強いられる受験
競争で勝ち残った大学生の中に、社会的コミュニケーションが苦手で反復行動が得意な自閉症スペクト
ラムの特徴を部分的にあるいは全部持つ者が増加しているとしても違和感はなく、地域教育環境が減衰
している現在の社会や教育環境全体がこの流れに関与している。

２（ー2）　合理的配慮の対象
　「診断がついている障害学生が支援対象者であって、診断に至らない学生は支援しない」とすること
は実は既に支援指針としては妥当ではない。2005 年の中教審答申で文科省は発達障害児支援について、

「医学的診断の確定にこだわらず、常に教育的ニーズを把握しそれに対応」すべきとしており、その後
の我が国における療育や特別支援教育は概ねこの主旨に従っている。従って、発達障害者支援は診断や
療育手帳の有無に関係なく提供されることが少なくなく、普通高校での修学機会確保も課題となってい
るが、大学での発達障害学生支援にも当然連続性が求められる。2012 年の障がいのある学生の修学支
援に関する検討会報告（第一次まとめ）概要によると、「障害は個人の問題のみではなく、社会（環境）
側の問題」と捉え、“合理的配慮の対象となる障害のある学生”の範囲を、“障害及び社会的障壁により
継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある学生”とし、診断書や手帳に関しては
言及していない1。従って、支援が必要なつまずきの背景に継続的で相当な制限がある場合は、診断や
手帳の有無に関わらず支援を行うべきということになる。また、高等教育機関における障害学生支援に
関する全国協議会は、2013 年に「障害の有無に関係しないユニバーサルデザインによる学生支援」を
提唱しており、ニーズが生じた学生が容易にアクセスできる（イージーアクセシビリティ―）支援が、
誰もが利用できる形（ユニバーサルデザイン）で提供されることが望ましいとしている（表１）。こういっ
た理念に従う大学が今後も徐々に増えていくことが予想される。

３．教育的支援のルーツ
　日本学生支援機構は、教職員のための障害学生修学支援ガイドの中に、「障害のある学生の自立につ
ながる支援をすることが大切です。・・・やり方を教えながらできないところを手伝い、次第に自分で
できるようにしていく支援です」と記載し、教育的支援が全ての学生支援の基本であることを強調して
いる1。合理的配慮の大前提でもあるこの教育的支援は、子育てや療育の分野で培われてきたノウハウ
であり、支援される本人が成長できるように、あるいは支援される本人自らが次のステップに進めるよ
うにするためのものである 10）。表２に子育て支援のために“発達を考える会”（共著者 N.I. ら）で配
布している“これからの子育て”の各項目のポイントを記載し、右側にそれぞれの内容の修学支援にお
ける意義や応用をまとめる。右側の記載は全て、日本学生支援機構の教職員のための障害学生修学支援
ガイドからの引用である。

表２　子育てや療育のこつと修学支援との関係

“これからの子育て”の要点
（発達を考える会）

修学支援における意義・応用 
（教職員のための障害学生修学支援ガイド、日本学生支援機構）1

１．多様性を認め合う姿勢
２．保護者・家族の主体的関与
３．周りを変える視点
４．行動学的手法
５．孤立を避ける
６．適性を活かす
７．社会的スキルの獲得を
８．理解者・助言者を増やす

１．「障害のある学生との共学が周りの学生を育てる」
２．保護者との連携・生活リズムの重要性（増悪因子を避ける）
３．「障害は・・・社会（環境）側の問題」
４．「授業のやり方は変更できる・・・」
５．「問題が起きていないか確認する」という予防的スタンス
６．得意なことに応じた支援、特性に合った職業選択
７．支援要請スキル、時間管理スキル、マナー、などの指導
８．「障害のある人をひとりの人間として理解する」人を増やす
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　以下に修学支援における教育的支援について簡潔にまとめる（表２）。多様性は人類の本質であり 9）、
先に述べたように、文科省の言う共生社会の実現は 2013 年の閣議決定である第３次障害者基本計画の
高等教育における支援の推進のための基本的考え方に述べられている（表１）。対象者が成人であっ
ても支援が必要な場合は保護者との連携は必須で 1）、家族間の教育的支援がなければ生活リズム支援
や孤立化の防止に実効性はない。そもそも支援のためのイージーアクセシビリティ―を最も発揮でき
るのは保護者・家族である。周りを変える視点は、発達障害のための支援施策である TEACCH（the 
Treatment and Education of Autistic and Related Communication Handicapped Children）プログラ
ムの根幹であり、構造化として知られている 11）。文科省が進める修学機会の確保においても、点字教
科書の整備や手話通訳の配備などが全ての講義で準備できた場合（ユニバーサルデザイン）は構造化に
含まれる。発達の偏りを含み、多くの場合、学生本人が現在の状態から変化することは、その状態を有
しない周囲の者が変化するよりはるかに困難であるので、必然的に「その学生を変えようとするのでは
なく、周囲が変わっていこう」という視点が生まれる 10）。行動学的手法としての、自己肯定感の低下
を防ぐための他者からの肯定的フィードバックや 10）、複雑なテーマの小出し指導（複数のステップに
分ける）なども、本来は必要に応じてユニバーサルデザインで提供されるべきであろう。一人で過ごす
時間が多くゲームやネットへ没頭してしまう状態は、生活リズムが乱れ多くの状態の増悪因子となる 1）。
孤立化も全ての状態の増悪因子になり得ると考えるべきで、詐欺被害や特殊な宗教勧誘から学生を守る
ためにも重要である 1,10）。いつでも気軽に誰かに相談できる（イージーアクセシビリティ）環境が全て
の学生にとって必要である。適性を活かすためには、本人の適性に合った進路誘導や進路指導が不可欠
となる。日本語の全くできない留学生や、特定の科目を高校で履修していない学生（AO 入試・推薦入
試）にとっては、不得意な科目の大学レベルの講義を受講することに適性があるとは言い難い。そういっ
た学生には言語に関する配慮やリメディアル教育（補修教育・個別指導）を提供する必要が生じる 10）。
入試における適性評価や入学後の適切な進路指導は、本人のためになる合理的配慮と捉えることもでき、
文科省も履修に耐え得る適性があることを入試合格の基準にすべきことを指導している（平成 28 年度
大学入試実施要項）。支援要請スキルやマナーなどの問題は、本人の自立や就労を妨げつまずきのきっ
かけとなる。社会的スキルやコミュニケーションスキルが苦手な学生は明らかに増加しており、本学で
も就職支援室と連携してコミュニケーションスキルアップ講座を行っている。理解者・助言者が増える
だけで、ほとんどの社会的障壁が無くなり、誰もが生きやすい社会が実現する。従って、理解者・助言
者を増やすことは、最も費用対効果が高い対策としても知られている。良き助言者（メンター）が教育
的支援を行うことをメンタリングと呼ぶが、発達支援におけるメンターは、本人の発達のために‘待ち
の姿勢’を持っていなければならない 12）。

４．修学支援における合理的配慮について
　前述したように、修学支援における合理的配慮には教育的視点が必要となる。求められた支援を教育
的配慮なしにただ提供することで、本人が次のステップに進むことを阻害するようなことがあってはな
らない。障害者差別解消法が国立大学に法的義務として求めている「社会的障壁の除去の実施について
必要かつ合理的な配慮」も、「差別解消の推進に関する基本方針の策定」も、修学支援に関しては教育
的視点が当然求められる。また、“障がいのある学生の修学支援に関する検討会報告第一次まとめ”（文
科省）によると、修学支援における合理的配慮とは、個々の状態・特性等に応じて提供されるべきもので、
多様で個別性が高いとされており、明らかに個別支援を念頭に入れた概念である。支援の形態は、ユニ
バーサルデザインとパーソナルデザインに分けることができ、パーソナルデザインの支援は申請者を審
査して適正と考えられた場合に提供される。欧米的考え方の中には、パーソナルサポートは個人負担あ
るいは部分負担で有料とすべきとする考えがあるが、現在我が国で話題になっている修学支援における
個別支援は、合理的と判断された場合国立大学法人では原則無料で提供しなければならない。ユニバー
サルデザインの支援は車いすトイレの増設や構造化などのバリアフリー化を含んでおり、当然合理的配
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慮に含まれるが、大規模な建物改修を伴う場合など財政的な限界が予想されるため、国としての対応が
待たれる。教育的配慮を必要とするパーソナルデザインの支援は、どこまでが無料で提供すべき合理的
配慮なのかを検討する必要が生じている 1）。「個別支援が必要な場合は、必ず提供しなければならない」
とすることも、当然妥当ではない。本人と保護者の両方が要らないと表明している場合など原則的には
提供できないこともある。本人と保護者の意見が異なる場合は、親子会議をコーディネートして見解を
一致させて対応する。求められた個別支援の全てを提供する必要はなく、教育的見地から本人への不利
益が予想される支援は合理的とは言えない。表３に現時点で合理的配慮とすることができない支援をま
とめる。

　表３　現時点で合理的配慮とすることができない支援
１．申し込みが確認できない個別支援（原則的には本人及び保護者の申し込みが必要）
２．本人への不利益が予想される場合
３．高等教育の質の維持が担保されない場合
４．公平性を著しく損なう場合
５．周囲への明らかな加害性がある場合
６．大学生活への適応可能性、進路適性への配慮を優先させるべき場合
７．大学として現時点では対応できないもの（スタッフ数の問題や財政的理由）

４-（1）　本人への不利益が予想される支援
　以下に本人への不利益が起こり得る支援の例を述べる。本学では、必要な場合、共通教育の教室での
講義を保健管理センターから遠隔受講することができる。この支援ツールは、当然教育的支援の一つと
して提供される。従って、教室での受講が今後の本人の社会生活にとって有意義である場合の支援の目
的は、支援対象者が教室で受講できるようにすることであり、遠隔受講を漫然と繰り返すことはかえっ
て本人への不利益となる。担当教員の協力の下、最初は教室の雰囲気や授業の流れを遠隔受講で観察し、
その後教室での受講を勧める。教室での受講ができなかった場合は、再び遠隔受講からやり直すなどの
ケースバイケースの対応が考えられる。また、入学後の試験時間延長や試験以外での到達点評価が保障
されない状況で入試時間だけを延長する配慮は、入学できた場合の本人の不利益につながるため慎重な
判断が必要となる。

４-（2）　高等教育の質の維持と公平性
　「修学機会を確保するための合理的配慮は、全て提供しなければならない」かどうかについては、文
科省の指針が存在する（障がいのある学生の修学支援に関する検討会報告：第一次まとめ）。修学機会
を確保するための合理的配慮であっても、申し込みのあったもの全てを提供するわけではないのである。
文科省は高等教育の質の維持が重要であることを強調しており、「ただし、教育の本質や評価基準を変
えてしまうことを求めるものではない」としている。評価に関しては、状況に応じた評価方法の変更や
調整を検討し、情報を公開し公平性を保つべきとしている 1）。

４-（3）　周りが変わることの効率性
　障害を抱える人々を施設に分離するのではなく、施設をなくして健常者と同じ場所で生きていけるよ
うに社会を正常化するというノーマライゼーションの理念 13）と、療育における構造化という公共政策
11）、さらに修学支援における「その学生を変えようとするのではなく、周囲が変わっていこう」という
視点は 10）、実は費用対効果が高いという共通の優位性を持っている。このことは、1994 年のユネスコ
のサラマンカ宣言で指摘されており（表１）、最も効率的支援は本人の周りに支援者が増えることであ
る。また、教育的視点を伴わない合理的配慮は、不必要な支援の継続につながり費用対効果を低下させ
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る。支援を必要とする学生に支援を提供するための経費は、結果的に周りの支援者や理解者を増やすこ
とで多面的で継続的な経済効果を生む可能性を持っている。日本学生支援機構は、「障害のある学生へ
の支援は障害のない学生をも育てる教育活動であると位置づけることによって、障害のある学生への支
援経費が多くの学生の利益につながる」としている 1）。つまり、修学支援における合理的配慮は、周り
の支援者や理解者を増やすことを伴っていなければ最終的な費用対効果が下がる。
　合理的配慮のための財政負担への配慮は、2006 年の障害者の権利に関する条約にも記載されており、

「均衡を失した（負担）又は過度の負担を課さない」とされている。障がいのある学生の修学支援に関
する検討会報告（文科省）では、個々の学生の教育的ニーズを、大学等にとって過度な負担ではないか
検討した上で変更・調整できるとし、大学等に対して、体制面、財政面において、均衡を失した又は過
度の負担を課さないとしている。障害者差別解消法は、国立大学法人を行政機関等に含んでおり、合理
的配慮の提供に法的義務を課しているが、「その実施に伴う負担が過重でないときは」と付記している。
体制面、財政面の両面からできるだけ過度の負担にならないようにするためには、周りが変わろうとす
る全学的姿勢をいかに誘導できるかが鍵となる。

４-（4）　合理的配慮における専門職スタッフの役割
　障がいのある学生の修学支援に関する検討会報告（文科省）は、「大学等全体として専門性のある支
援体制の確保に努めることが重要」としている。上に述べた本人にとって不利益がないようにするため
の適正な進路指導のための適性判断や、履修に耐え得る健康状態か否かの判断に加え、病弱・虚弱者の
医学的評価や必要な場合のカウンセリングなど専門職スタッフの役割は大きい。しかし、先に述べた理
由から、「合理的配慮は専門職スタッフが担当する」ではなく、大学が専門職スタッフや教職員を介し
て提供する専門性のある合理的配慮は、むしろキャンパス全体が変わって構成員全員が合理的配慮・教
育的支援の担い手となるための呼び水（コーディネーター業務）であるべきである。

５．おわりに（互助的社会・共生社会の実現に向け大学が果すべき役割）
　依然として、学内でも一般社会でも、「あの人は支援が必要な人」とレッテルを貼り、本人の特性を
ネガティブなものと決めつけ、差別したり「治してもらえ」と全否定したりするラべリングの事例が後
を絶たない。支援を必要とする者を特別視するのではなく、全ての個人の特性が一つの多様性の中にあ
ることを自覚し、特性に関係なくお互いを尊重する社会が真の互助的社会・共生社会であるが、道のり
はまだまだ遠いようである。まずキャンパス内全体が変わって構成員全員が教育的支援の担い手となり、
毎年、理解者・良き助言者である卒業生が地域社会に供給され、徐々に社会全体が互助的社会・共生社
会に少しでも近づくことが理想であり、大学が果すべき役割は大きい。
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　文部科学省の大学（教育）改革に関連する報告や答申には、「用語集」という用語解説集が添付され
ていることがよくあります。文中にある教育に関する目新しい専門用語の解説で、それをみないとなか
なか文章を理解できなくて恥ずかしい思いをするのですが、大学（教育）改革を考えていく中では目を
背けることができなくなってきています。鹿児島大学の第３期中期目標・中期計画にもこれらの用語が
盛り込まれていますので、私なりに押さえておきたいものを下記に示しました（解説内容は文部科学省
のホームページにアップされている報告などを参考にしました）。
・【ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）】：教員による授業改善のための組織全体としての取組。
いつの間にか教員の体に染み付いていて、逆に定義を端的に述べることができないぐらいに広がりを生
じています。コンピュータ業界では「フロッピーディスク」と訳しても未だに笑われないと思います。
・【アクティブ・ラーニング】：学生が能動的に授業に参加して学習すること。グループ・ディスカッショ
ンや体験学習も含まれるので、これまでにも実験や実習では知らないうちに取り入れている教員が多い
と思います。今後は実験や実習でさらに発展させるとともに講義においても取り入れることが求められ
ています。
・【ポートフォリオ】：学修の成果やその過程を学生自身が記録したもの。期末試験のような学習目標へ
の到達度のみを評価するのではなく、学生の反省や自学自習を促して、学生の能力の質的な評価ができ
るとされています。学修ポートフォリオともいいます。本来は入学から卒業までなどの長期にわたって
収集して記録したものとされていますが、授業ごとに作成させて教員が評価することも運用方法である
と思われます。
・【ルーブリック】：教員の学修評価の基準をほぼ授業回ごとに明確に規定する方法。同じ授業科目を複
数の教員が担当する場合の標準化に有効で、表現や能力などのパフォーマンスをも評価することに向い
ているとされています。評価水準を示す「尺度」とその「尺度」を満たした場合には「特徴の記入」を
追記することが特徴とされています。学生は授業担当教員が提示した毎回の授業の評価基準を知ること
ができます。
・【ナンバリング】：授業科目に適切な番号を付して分類すること。学修の段階、順序、レベル、教育課
程の体系化などを明示できて、学生が適切に授業科目を履修することの助けになるとされています。理
想的には大学内すべての授業科目や複数の大学の授業科目における共通分類を構築することです。平成
28年度までには、鹿児島大学の教員はこのシステムを一度は経験することになります。
・【ＣＡＰ制】：履修登録の上限を１年間や学期毎に設定すること。本来は報酬の上限に帽子をかぶせる
喩えのようです。大学の卒業要件は４年間で124単位修得を基準としていて、教育課程での最終学年の
単位数の少なさが問題視されていることが発端であることから、将来、1年間で31単位程度が上限にな
るかもしれません。
・【ＰＤＣＡサイクル】：Plan（計画）-Do（実行）-Check（評価）-Action（改善）の段階を繰り返し
て業務改善に務めること。PDCまでは進むのですが、Action（改善）が簡単には達成できないことから、
多くのエネルギーが必要なサイクルと思われます。
　ではここで、これらの用語を駆使した今後の新たな授業の設計法や留意点を、用語の理解が不十分か
もしれませんが、下記のように作成してみました。
＜まず、授業担当教員は【ナンバリング】によって授業科目を分類して、修得の順序や他の授業科目と
の関連性などを体系化します。授業の実施計画は【アクティブ・ラーニング】を取り入れた内容にしま
す。学生の学習目標到達に関する評価のために、わかりやすい【ルーブリック】を授業回ごとに記入し
て、シラバスとともに提示します。受講する学生は【ナンバリング】や教育課程の履修モデルを参考に

用語集

教育センター共通教育企画実施部長（共同獣医学部教授）　三好　宣彰
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【ＣＡＰ制】にしたがって履修登録をします。【アクティブ・ラーニング】の授業は能動的に参加しなけ
ればなりませんから、毎回予習は欠かせなくなります。そして、学生は受講後に復習を兼ねて、【ルー
ブリック】の評価基準を参考にしながら、授業回ごとに学修【ポートフォリオ】を作成して、次回ある
いはいつでも教員に提出できるようにします。教員は学生の学修【ポートフォリオ】をみて、【ルーブリッ
ク】の評価基準と比較して学修目標に到達していれば合格と評価し、不十分であれば課題を課して不足
部分を修得できるよう指導します。このような授業の実施については、【ＦＤ】活動における授業参観
などの教員相互での検証によって、より良い授業の実施へと改善していくことで【ＰＤＣＡサイクル】
を回します。＞
　いかがでしょうか。用語の解説がなければ難解な文章で、煙に巻かれているようで不快に感じる方も
多いと思います。しかし、文章の中にある「シラバス」はいつの間にか身に付いてしまっていますし、
鹿児島大学は教職員全員で大学（教育）改革を担うことになっていますから、このような文章の理解に
ついて、もはや乗り遅れるわけにはいきません。
　さて、前述の拙い文章のようにこれからの授業を考えていくと、学生は予習・復習を行う自学自習の
時間が必要になり、また授業回ごとに明確な基準に従って教員が学生を評価するとなると、期末試験の
必要性は薄らいできます。毎回の授業を積極的に受講している学生で、自学自習も欠かさなければ単位
修得と評価できるのではないでしょうか。鹿児島大学の第３期中期目標・中期計画にも前述のような用
語が使われていますので、学生への評価においては期末試験だけにとらわれないような、教員自身の意
識改革が必要になってくるように感じます。もちろん、資格試験合格が学生の第一目標である場合やモ
デル・コア・カリキュラムが制定されている教育課程は、座学およびまずは大量の知識の詰め込みを基
本としてそこから応用・発展へと展開していく流れですので、多くの講義にこのような授業実施方法を
適用することは困難ですが、実験や実習においてはハンズオン実習や参加型実習をより多く含めて、ア
クティブ・ラーニングに対応した授業内容を取り入れることを計画しなければならなくなると思います。
　学生の評価における教員の意識改革の必要性にはもうひとつの理由があると思います。同じく鹿児島
大学の第３期中期目標・中期計画に掲げていることですが、鹿児島大学の基本目標は、南九州および南
西諸島域の「地域活性化の中核的拠点」としての機能強化であり、地域における人材育成や地域との連
携を深めることとしています。これまでも鹿児島大学は南九州や島嶼に対して、調査・研究に関しての
多数のプロジェクト、知識や技術の地域への提供、離島医療による地域貢献など、その地域の活性化の
ために様々な活動をして成果を上げてきました。これらの活動は地域のニーズに即した鹿児島大学とし
ての重要な取り組みであり、今後もさらに推進する必要があります。一方、鹿児島大学が果たすべき更
なる役割として、その地域を担うこれからの若い力を、大学としてどう生み出すかを考えなければなら
ないと思います。地域の活性化に継続的に貢献しようと思う若者は、やはりその地域の出身者が第一候
補になると思います。まずはその地域の受験生を鹿大生として受け入れ、大学での教育により育成し
て、卒業後にはその地域で働けるように受け入れ側も雇用を供給するように努力してもらい、そして卒
業生は腰を据えて地域活性化に尽力してもらいたいと思いますし、国際島嶼教育研究センター奄美分室
との連携世話役や各種のプロジェクトの受入窓口にもなってもらいたいものです。ただし、もしも鹿児
島大学の入試制度改革により推薦入試定員枠の拡大や地域枠の創設が実現した場合は、入学生の基礎学
力の裾野が広がってくることも考えられます。現状の期末試験を主体とした評価基準で単位修得の判定
を行っていくと、その学生は悩んだりつまずいたりすることもあるかもしれません。もちろん大学は高
等教育機関ですから、個々の教員の高度な知識を教授して学生に学ばせることが必要ですし、時間をか
けて授業の準備をして、さらに毎年最新の情報を新たに盛り込みながら講義を行っているにもかかわら
ず、試験の成績が芳しくないとドット疲れがくるものです。しかし、欠席が多い学生の成績が低い傾向
がみられるようですので、毎回の授業をまじめに積極的に受講することが主たる評価基準であるとすれ
ば、日々頑張れば卒業できるし、それこそ社会が求める人材になれるように思います。「大学は勉強す
る場所だ」と言ってよく空振りしていますし、これからは「大学時代は家で勉強して、授業は調べたこ
とや自分の意見を発表する場所だ」と言い換えるのはいかがでしょうか。
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　私は大学の事務職員として主に学生系の仕事に 30 年以上携わり、平成 25 年４月から教務課で働いて
います。振り返えると国立大学とそれを取り巻く社会状況は大きく変わりました。平成 16 年に国立大
学が法人化されて 11 年目となりますが、今また大きな変革の渦の中にあります。各大学はミッション
の再定義や国立大学改革プランを踏まえ、自らの強み・特色を明示して機能強化に取り組むことが求め
られています。国は各国立大学の機能強化の方向性に応じた重点支援を行うため、第３期中期目標期間
における運営費交付金の配分方法等を見直し、三つの重点支援の枠組みを設け、各大学は一つを選択す
ることとなり、昨年６月に本学が文部科学省に提出した第３期中期目標・中期計画（素案）では「地域
活性化の中核拠点」としての機能を強化する方向性となっております。本学では平成 26 年５月の「学
長声明」に続き、10 月に「学長ビジョン」が出され、組織改革と教育改革に早急に取り組むことが表
明されました。平成 27 年４月には学術研究院が設置され、教員組織と教育研究組織を分離して、一元
的管理による計画的な教員人事が可能となり、機能強化に向けた組織再編や大胆な教育改革を推進する
体制が整備されました。そして、教育センターにおいても「目標達成型カリキュラムへの転換」、「全学
教育の先導的役割の担い手」、「グローバル化する社会への対応も視野に入れた地域志向教育の実現」、

「全学支援体制の確立」の４点を骨子とした抜本的な共通教育改革を平成 28 年度から実施することが平
成 27 年３月に全学決定され、新しい共通教育カリキュラムの構築や教育センターを主担当とする教員
の増員に向け準備を進めているところです。さらに 10 月には「教育に関する学長声明」が出され、全
ての教員が共通教育に参加する全学支援体制を早急に築く重要性が示されました。そうした中、「年報」
への寄稿を依頼され、さて何を書いたらいいのか迷いましたが、ちょうど良い機会ですので過去の記憶
を思い出しながら、大学事務の今昔、そして共通教育の移り変わりについて書いてみたいと思います。
　私は昭和 50 年代に九州大学学生部に採用されました。今では信じられないでしょうが、当時の職場
にはタイピストの方がいて、公文書を作成する際は和文タイプライターで浄書してもらいました。例え
ば文部省へ提出する書類のかがみ文（送付状）はタイプ文で、その他の添付書類はゴム印や手書きで作
成していました。当時大学にはタイピスト以外にも電話交換手や門衛、各部局ごとに学科事務室職員、
研究室職員、運転手、守衛、用務員など様々な職種の職員が大勢いましたが、その後、国家公務員の定
員削減計画により非常勤職員や業務委託に代わっていきました。
　昔の事務のやり方や事務機器は今とまったく異なっていました。当時の文書は紙媒体でしたので、学
外とのやり取りは主に郵便を利用していました。今のように突然電子メールで調査依頼が来て大至急回
答するということはなく、提出期限も余裕をもって設定してあり、提出後に修正等があった場合は郵便
でやり取りするので日数もかかりました。今思えば随分のんびりとした時代でした。
　また、当時の印刷方法は旧式の孔版印刷で、いわゆるガリ版印刷でした。原稿を針のついた謄写原紙
自動製版機でガリガリと転写して原紙を作成し、それを輪転機のドラムに巻きつけて印刷するのでイン
クで手が真っ黒になったものです。その後、製版技術が改良されて昭和 50 年代後半になると年賀状印
刷の「プリントゴッコ」のように原稿を専用の原紙に熱で焼き付けて製版できるようになりました。そ
の後も技術革新は進み、製版機と印刷機が一体型になったものが作られ、今ではコピー機感覚で操作が
でき、製版から印刷まで高速・低コスト化された機種が広く使われています。
　それから昭和 60 年代になると、事務環境は電算化・情報化の進展に伴い劇的に変わっていきました。
ワードプロセッサが職場に導入され、誰でも自由に文章を作成・編集し活字で印刷できるようになりま
した。当時のワープロは１人に１台ではなく、事務室に１台とか係に１台の割合で置かれ、職員が交代
で使用していました。ちなみに国産初の日本語ワープロ専用機は昭和 53 年に発表され価格は 630 万円

雑感

学生部教務課長　湊　　　哲　郎



Ⅳ　随想・雑感

－ 56 －

だったそうです。平成に入るとパーソナルコンピュータが普及し始め、ワープロから切り替わっていき
ました。文書作成はパソコンのワープロソフト（一太郎など）を使うようになり、平成５年頃には係に
１台のパソコンが置かれるようになりました。しかし、現在のように１人に１台というわけではなく、
各職員に順次パソコンが与えられたのは平成 10 年代からでしょうか。
　また、昭和 60 年代になるとファクシミリが普及しました。そうなると突然ファクスで調査依頼が来
るようになり、回答期限も短くなりだんだんと忙しくなりました。その後、国立大学情報ネットワーク
の整備が進み、本学は平成元年に学術情報ネットワークに参加し、平成５年に学術情報センター運用の
インターネット・バックボーン（ＳＩＮＥＴ）に加入しました。翌年には全学を網羅したキャンパス情
報ネットワークが敷設され、平成８年にマルチメディア対応の新ネットワークが構築されました。職場
でもパソコンの普及に伴い電子メールの使用が広がっていき、現在のように学外からの文書や学内での
やり取りも電子メールで行うようになりました。なお、教務事務の電算化については、平成８年から共
通教育で履修届をＯＣＲ方式で行うようになり、履修届の受付処理から成績処理まで電算化が実施され、
その後、平成 15 年から現在の全学統一の教務事務システムが稼働を始めました。
　また、大学の施設整備について見てみますと、耐震改修や老朽化対策により各学部・研究科の古い建
物が順次計画的に改修され新しく生まれ変わりました。併せて建物以外のキャンパス環境整備も進み、
大学構内は一昔前に比べ見違えるようにきれいになりました。教育センターの建物も平成 20 年に共通
教育棟２号館、平成 21 年に３号館、平成 26 年に１号館が順次改修され、古く暗かった教室が明るくき
れいになり快適な環境の中で授業を受講できるようになりました。学生窓口も大きく変わりました。昔
の学生窓口は引き戸の付いた小窓になっており、学生さんと職員が小さな窓口を通してやり取りするの
で暗く閉鎖的な印象がありましたが、現在の学生窓口はオープンカウンターとなり、明るく開かれた雰
囲気の中、職員もしっかりと学生さんに向き合い丁寧で分かりやすい対応を心がけています。平成８年
には中央図書館が改築され、課外活動等施設では平成 14 年に学生サークル会館Ⅱの新築、平成 25 年に
大学会館の改修、学生サークル会館Ⅰ及び学習交流プラザの新築など、老朽施設がアメニティを高めた
施設に再生し学生・教職員等が相互に交流を深める場となっています。
　次に、本学の共通教育の変遷について、「鹿児島大学教養部史」をひもとき、改めてその今昔を振り
振り返ってみたいと思います。
　教養部は、昭和40年に設置されました。一般教育を充実するため、文理学部を改組して、一般教育科目、
外国語科目、保健体育科目及び基礎教育科目の教育課程を担う部局として、教官 52 名、事務職員 39 名
で発足しました。その後、平成３年に大学設置基準が改正され、いわゆる「大学設置基準の大綱化」に
より従来の細かい諸基準が撤廃され、各大学が特色ある教育研究を展開できるようになりました。しか
し、教養部設置の拠り所であった一般教育科目等の区分が撤廃され、卒業要件は在学期間と修得単位数
のみの規定となり、これを契機に全国の大学で大学改革が進められ、本学でも教養部改組の検討が始ま
りました。全学で審議を重ねた結果、平成８年度から従来の教養課程と専門課程の区別を廃止し、新た
に共通教育科目、基礎教育科目、専門教育科目に区分した教育課程を編成し、４年（６年）一貫教育を
全学教員の参加（全学出動方式）のもとに実施することが決まりました。平成９年度からの教育研究組
織の改革に合わせ教養部教官 93 名が各学部に移籍し、教養部は平成９年３月に廃止され、代わって共
通教育委員会が共通教育科目及び基礎教育科目を企画・実施していくことになりました。
　そして、平成 15 年 10 月に教育センターが設置され、共通教育委員会に代わって、高等教育に関する
研究・開発・提言、全学協力体制に基づき実施する共通教育科目、基礎教育科目の企画・立案・実施、
外国語教育の企画・提言及び教育に係る全学的な連絡調整等を担ってきました。
　現在、教育センターでは、平成 28 年４月からの共通教育改革の実施に向け、センター長のもと全教
職員が一丸となって取り組んでおります。最後に、私は３月で定年退職となりますが、教育の質保証を
目的とした共通教育改革が達成され、教育センターが今後ますます発展することを願って結びとしたい
と思います。
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　私は、教育センター長賞をいただくと聞いたとき大変驚きましたが、勉強を頑張ってきた結果が賞と
いう形になったことへの喜びも大きかったです。今回の受賞は、学習に対する姿勢を見つめ直す機会と
なり、これまでの私の勉強方法のどのような点が教育センター長賞の受賞に繋がったのかを振り返って
みました。そして、学習においては、３つのことが大切だと考えました。
　私が学習において大切だと思うことの１つ目は、目標を立てることです。私は、大学に入学した際
に、「自ら進んで学ぶ姿勢を持つようにする」という目標を立てており、現在もこの目標の下、講義を
受けるようにしています。私がこの目標を立てた理由は、先生からの指示に従い勉強を進める高校まで
の受身の学習と、時間割を組み立てるところから始まり、様々な面において自分で考えることが求めら
れる大学での学習の在り方が異なるからです。また、大学生になると、自由に使える時間が増えること
から、その生活の中でも、学習への取り組みがおろそかにならないように目標を持つことが大切だと考
えます。目標は、大きなものと小さなものを合わせて立てることが効果的です。例えば、私は、大学４
年間を通して「自ら進んで学ぶ姿勢を持つ」という目標を立てていますが、１回１回の講義の中でも「集
中して内容を理解する」という小さい目標を立てています。小さい目標の達成を積み重ねることで学習
意欲を維持することができ、それが最終的には、大学全体を通しての目標を達成することにも繋がると
考えます。これらのことから、学習を始めるにあたり、自分に合った目標を適切に立てることは意義の
あることだと考えます。
　２つ目は、時間を大切にすることです。大学生になると、個人が自由に使える時間が増えると同時に、
アルバイトやサークル活動など、勉強以外のことに割く時間も増えることになります。しかし、私が大
学に入学した目的は興味のある分野を学ぶためであり、どんなに勉強以外のことが忙しくても、学習の
基本となる講義時間を無駄にしてはいけないと考えます。そこで、１回の講義を大切にするようにして
います。無遅刻・無欠席を習慣付けることは、当たり前のようですが、健康な生活リズムの中に学習を
組み込むために不可欠なことです。また、同じ講義は２度とないので、１回でも休んでしまうことはもっ
たいないことであり、15回の講義の流れを上手く理解する上でも毎回出席することは意味のあることだ
と考えます。
　また、私は日常生活におけるわずかな時間を学習に活用するように心がけています。具体的には、毎
日の電車通学の時間や講義の空き時間に図書館で過ごす時に、前日の講義内容を復習したり課題を進め
たりしています。１度の勉強時間はそれほど長くはありませんが、短い時間を積み重ねていくことは非
常に意味のあることだと考えます。講義内容をその都度復習することで、テスト前に慌てて頭に詰め込
むだけの学習ではなく、自分の中で物事をしっかり整理した上で理解を深めることが出来るからです。
このように、知識の定着を図るためにも日々のちょっとした時間の使い方を工夫することが大切だと考
えます。
　三つ目は、共通教育で学ぶことが、その後に始まる専門分野の基礎となることを意識することです。
今回私がいただいた教育センター長賞とは、共通・基礎科目の成績が良かった学生に贈られるものです。
私は、様々な分野の学問を幅広く学ぶことが出来る共通教育で得ることの出来る知識は、専門分野の学
習でも生かせるものだと考え、共通教育の講義を頑張りました。現在、私は３年生になり本格的に専門
学習を進めている中で、多くのレポートを書く機会があります。その際に、共通教育の中で、自分で本
を探して読み、レポートの書き方を身に付けることを目的とした講義を受けていたことが大変役に立っ
ていると感じます。必要に応じてレポートの形式が変わることはありますが、レポートの基本となる部
分は講義で学んだことを参考にすることができるからです。このように、共通教育の講義を通して蓄え

教育センター長賞の受賞にあたって

法文学部人文学科３年　上野　結華
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た多くの知識は専門の学習の様々な場面と関連しているといえます。
　ここまで、私がこれまで勉強してきた過程で意識したことや工夫したことを振り返ってみて、目標を
持つことや時間を大切にすること、共通教育の知識が専門にも繋がることを意識することなどが重要だ
と考えました。私が述べた３つの点は全て、それほど生活の負担にならずに続けられる程度のことです。
これらの些細なことをいつも頭の中に入れておき、意識や行動を継続させることで、学習を効果的に進
めることが出来ると思います。また、私が今回挙げた点以外にも学習において重要なことはたくさんあ
るはずなので、この文章を通してそれぞれの方が学習の在り方について見直したり新たに考えたりして
いただければ幸いです。私自身も、より良い学習を行うために必要なことを見つけ続ける姿勢を持ちた
いです。
　大学での学習は自分次第で怠けることも充実させることも出来ると思うので、たくさんのことを学ぶ
ことの出来る環境に感謝しながらこれからも努力したいと考えます。
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１．教育課程の検証と共通教育改革計画案の作成
　共通教育において、平成 25 年度からスタートした新教育課程は、「市民として行動できる能力」を「人
間力」ととらえ、その基本要素である実践力、判断力、精神力、身体力、コミュニケーション力、知力
を養成する「人間力養成プログラム」と、専門教育を学ぶための基礎能力養成を主眼とした「専門基礎
力養成プログラム」とで構成されている。平成 26 年度は、その新教育課程について検証を進め、次期
のカリキュラム改革に役立てることが教育センターの主な課題であった。
　新教育課程の検証については、外国語教育推進部会や共通教育企画実施部会をスリム化するとともに
業務の明確化と位置付けの変更を図ることで新たにスタートした教育センター運営組織を中心に、教育
センター会議や自由な意見交換の場を設けて今後の施策に反映させる目的で新設した共通教育懇談会な
どを通して取り組んだ。具体的には、各部局を対象に、全学の教育目標や各部局のカリキュラムポリシー、
ディプロマポリシーの達成に向けてのカリキュラムに対する要望について調査用紙で調べるとともに、
共通教育懇談会において自由な意見交換を行った。それとあわせて、各科目の受講者数や抽選漏れの人
数、単位の取得状況などの他、新たな教育課程がスタートした平成 25 年の 11 月に 1 年生を対象として
実施された、「大学 IR コンソーシアム・アンケート 2013」の調査結果で明らかとなった学生の学習面
の実態も参考とした。
　そのようにして新教育課程について検討した結果、カリキュラム全体としての目標の曖昧さや、分野
別の開設科目数の偏りのほか、開設科目の体系化やアクティブ・ラーニングの導入に課題がみられた。
また、定年後の科目の引き継ぎや抽選漏れの科目、専門教育との連関についても課題が明らかとなった。
そして、学生の学習面の実態については、効果的に学習する能力やプレゼンテーション能力、外国語運
用能力などに課題があることも明らかとなった。このような課題は、教養部解体時に学部に分属した教
員の後任の補充が十分にはなされておらず、共通教育を担当する教員数が減少して非常勤の依存率が高
くなっていることも影響していると推察された。これらのことから、現行の教育課程の課題を解決して
共通教育の質を保証するためには、大学での学び方の特徴を理解させ、自主自律的に学びを続けるため
の基盤となる思考法や学習技術、自己管理能力を育成する初年次教育を導入するなどして共通教育カリ
キュラムの抜本的な改革が求められるとともに、教育センターに専任教員を増員することで共通教育の
中心的な役割を担う教員を確保し、全学支援体制による共通教育の実施することを早急に検討していく
必要があることから、具体的な共通教育改革計画（案）の作成に取りかかった。

２．教育センター企画会議
　教育センター企画会議は、共通教育等企画室と連携を取りながら、共通教育のさらなる充実を目指し
て、共通教育の実施体制の現状と課題、地（知）の整備事業との関係で導入する科目も含めた共通教育
科目の将来展望を中心に検討をすすめた。
　共通教育の実施体制については、各部局の担当率と各科目の非常勤依存率をもとに、教育センターが
共通教育の責任母体となるために配置が望まれる専任教員数について試算し、学長等へ提言した。その
後、新たな共通教育カリキュラムについて検討を重ねながら、教育センターへの専任教員の配置につい
ても検討を重ねた。そして、大学運営会議における部局長等の意見を反映させながら、高等教育研究開
発部の他に、教養教育科目や外国語科目、体育・健康科目を担当する教員の配置案を作成した。
　共通教育科目の将来展望については、共通教育の目標について再検討を行い、初年次教育プログラム
の導入、地（知）の拠点整備事業との関係で開設する必修科目の導入、グローバル教育科目の導入につ
いて検討を進めるとともに、単位の枠組みについても抜本的に見直す方向で検討をすすめることにした。
そのなかで、新たな共通教育改革において中心的な役割を果たす初年次教育科目として、プレゼンテー

平成26年度　教育センター活動報告
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ション能力や文章表現能力を高めるための「初年次セミナーⅠ」と「初年次セミナーⅡ」を新たに開講
するとともに、地（知）の拠点整備事業との関連で全学必修科目として平成 28 年度から新たに「大学
と地域」を開講する方針を立てた。なお、情報活用科目と体育・健康科目も、初年次教育科目に含める
ことにした。
　グローバル教育科目については、異文化について理解を深める「異文化理解」を全学必修科目として
新規に開講するとともに、英語教育の見直しや初修語の位置付けについて検討を進めることにした。
　教養教育科目については、人文・社会科学分野と自然科学分野からなる教養基礎科目と、主に課題を
発見にとりくむ「統合Ⅰ」と主に課題の解決に取り組む「統合Ⅱ」からなる教養活用科目を開講する方
向で検討を進めることにした。なお、これまで共通教育で開講していた基礎教育科目については、科目
や内容を精選し、学部の専門科目として開講する方向で学部に検討を依頼するとともに、共通教育では
基礎教育科目の入門的な科目を開講する方針を立てた。ただし、実験科目については、引き続き共通養
育で開講するが、単位数を 1 単位にする方向で検討を進めることにした。
　それらの検討をもとに、共通教育企画室会議と教育センター企画会議を中心に共通教育改革計画書

（案）原案を作成し、教育センター会議や大学運営会議で検討を重ねた結果、平成 27 年 3 月の大学運営
会議で最終案が承認されたのをうけ、平成 28 年度から教育センターに専任教員を増員していくととも
に、新たな教育課程を実施することになった。

３．教育センター会議の活動内容
　７月開催の教育センター会議において、平成 25 年度より改訂を行った共通教育課程のカリキュラム

（以下、「新カリキュラム」という）を評価する目的で、新カリキュラムにみられる課題、各部局のカリキュ
ラムポリシーやディプロマポリシーの達成と関連づけたカリキュラムへの要望等も含めてアンケート形
式で調査することについて審議した。その結果、原案どおり了承され、各部局で教務委員と連携しつつ
意見をまとめて 9 月中旬までに教育センターへ提出することになった。なお、提出されたアンケート調
査の結果については、今年度から新設した共通教育懇談会（9 月開催）で話題とし、意見交換を行った。
　新カリキュラムに対する各部局からの意見については、10 月開催の教育センター会議においても審
議した。その結果、大学運営会議（10 月 9 日開催）で提示した、平成 28 年度から実施予定である共通
教育の新たなカリキュラム改革に関連する「共通教育改革計画書（案）（骨子）」の具体的な内容として
盛り込めるように、引き続き、検討していくことになった。なお、新たなカリキュラム改革に関連して、
１月の教育センター会議において、初年次セミナーの教育内容等を検討する WG の設置について検討
した結果、原案どおり承認された。今後、初年次セミナー WG では、初年次セミナーにおけるアクティ
ブ・ラーニングに関する学部からの意見（１クラスの受講者数、担当する教員数）も含めて検討を進め、
シラバスやテキストを作成することにした。
　地（知）の拠点整備事業との関連により、平成 27 年度から共通教育において選択必修科目として開
講する地域志向科目については、11 月開催の教育センター会議で検討した。その結果、平成 28 年度か
らの共通教育カリキュラム改革を控えているのを踏まえて、履修案内の大幅な変更及び新規科目の開講
は避け、現体制と既存科目での措置を中心に対応することになった。

４．JUNBA （Japanese University Network in the Bay Area）での発表
　アメリカのベイエリア地区に拠点を置く大学間で構成されるサンフランシスコ・ベイエリア大学間連
携ネットワーク（JUNBA）が主催する「JUNBA2015」が、１月８日～１月９日にかけてカリフォルニ
ア州バーリンゲーム市で開催された。９回目となる今年は、「教育の質を保証するためのガバナンス改革：
公立大学世界トップレベルのカリフォルニア大学（UC）に聞く」をテーマに、本学を含め日本から 20
大学の参加があった。
　初日のシンポジウムでは、カリフォルニア大学機構（UCOP）プロボスト兼副総長の Aimee Dorr 氏
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が、UC におけるプロボストの役割とリーダーシップについて、自らの経験も交えながら講演を行った
後、カリフォルニア大学（UC）名誉プロボスト兼上級副総長の C. Judson King 氏が、UC のシェアド・
ガバナンス（shared governance）の仕組について説明するとともに、過去においてシェアド・ガバナ
ンスがどのように機能したのか事例を紹介した。
　２日目のサミットでは、太田 和良 文部科学省高等教育局国際戦略分析官が「大学におけるガバナン
ス機能の強化」と題する基調講演を行った後、参加大学における学長のリーダーシップの確立や教職員
のガバナンスへの参加に関する具体的な取り組みと課題について紹介がなされ、活発な討論が行われた。
　鹿児島大学については、学長のリーダーシップの確立として、①教員組織と教育組織を分離して新た
に教員組織としての学術研究院を設置し、共通教育と専門教育の組織の教化や地方自治体との組織間協
力連携の教化などを図ること、②学長裁量経費を拡充して、本学の強み・特色・社会的役割を反映した
事業に重点配分をすることなどにより、ガバナンス機能の強化に取り組んでいることを紹介した。また、
教職員のガバナンスへの参加の仕組みとしては、①学長のリーダーシップを最大限に発揮できる体制を
確立させるため、企画立案組織としての ｢室｣ 等の機能を充実させるとともに、それと有機的に連携さ
せた実施組織としての「センター」等を整備するなど経営・管理運営体制の抜本的な見直しが行われて
きたこと、②大学経営陣と教職員とが対話できる各種の懇談会などが定期的に開催されていることを紹
介した。なお、大学改革について、学長が大学の全構成員に対して「緊急を要する本学の組織改革と教
育改革」という声明を平成 26 年 5 月に提示するとともに、平成 26 年 10 月には「学長ビジョン」も提
示して協力を依頼したことも紹介した。

５．今後の展望
　今後の展望として、平成 28 年度から実施を予定している新たなカリキュラムについて、必修科目で
ある初年次教育科目やグローバル教育科目の内容について検討をすすめるとともにテキストやマニュア
ルを作成していく必要がある。それとともに、教育センターに配置が予定されている教員を中心に、全
学で共通教育を支援していく体制の確立に向けた取組が求められる。
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１．はじめに
　平成26年度の高等教育研究開発部は、前年度からの引継ぎ事項および、教育センター年度計画を基に
以下のような活動を行った。
　・授業アンケートの実施（中間アンケートを含む）
　・授業改善メモの集約及び教育センターホームページ等での報告
　・共通教育の授業公開・授業参観の企画・実施
　詳細は、平成26年度FD報告書を参照されたい。また、当初は恒例になっている「教育センターオー
プンクラスの企画・実施」も行う予定であったが、授業開始後、数回目の講義を一般の方に聴講してい
ただき、その感想等をアンケートで収集することが、授業改善にどれだけ役立つかを議論した結果、本
年度は行わない事にした。

２．授業アンケート
　共通教育で行われるアンケートは、授業の途中で行われ、その結果を授業担当者が見て授業改善に活
用する「中間授業アンケート」と、授業終了時に行われて結果を全学的に集約する「期末授業改善に資
するアンケート」の二つがある。中間授業アンケートは、途中まで受けた学生の意見を聞くことによっ
て、後半の授業に生かす事にねらいがある。なお、独自の方法で担当教員が中間アンケート等を行って
いる場合には、「中間授業アンケート」を行う必要は無い。
　全学的に集計が行われる「期末授業改善に資するアンケート」は平成26年度に、前期が対象科目数
429のうち356科目、後期が同351のうち264科目で実施された。なお、Moodleによってアンケートを行っ
た科目は前期が71で、後期は43であった。集計結果を見ると、「学習目標を達成できましたか」の設問
に対し、「そう思う」または「強くそう思う」との解答が多く、学生の自己評価は高いと考えられる。
ただ例年通り、「授業に関連した内容について自主的に学習しましたか」の設問に対しては、「あまりそ
う思わない」の解答が他の設問と比較して極端に多かった。
　なお、平成26年度後期からは設問内容に関して幾つかの変更を行った。まず、近年はシラバスの内容
を分かり易く作成することについては各教員の合意が得られており、シラバスそのものについても共通
教育企画実施部会等でチェックが行われている。一方、シラバス通りに授業を行っているかどうかにつ
いては実態が不明なことから、講義用及び実験・実習用授業アンケートのQ ３「シラバスからこの科目
の学習目標は理解できましたか」を削除し「授業はシラバスどおりに進められましたか」に変更した。
また、回答する学生の誤解を防ぎ、適切なデータを得るため、講義用授業アンケートのQ ７及び実験・
実習用授業アンケートのQ ６「授業の構成や進め方は適切だと思いましたか」に文言を追加し「15回全
体の授業の構成や進め方は適切だと思いましたか」に修正した。修正前の質問文では、15回行われる毎
回の授業それぞれの構成や進め方を問うているのか、15回全体の授業の構成や進め方を問うているのか、
不明確であったためである。

３．授業改善メモ
　「期末授業改善に資するアンケート」の集計結果は、共通教育担当教員に送付され、各担当教員はそ
れに基づいて「授業改善メモ」を記載し、高等教育研究開発部会に提出される。高等教育研究開発部会
では「授業改善メモ」を集約・分析し、ｗｅｂサイトで公表するとともに、多くの授業担当教員に役立
つと判断された重要な「従業改善メモ」の内容は、教育センター共通教育企画実施部を通じて、各科目
委員会に提出された。26年度にＷｅｂ掲載された「授業改善メモ」のまとめは、平成25年度後期末と平
成26年度前期末に行われた授業アンケート結果に基づくメモを集約・分析したものである。ここでは、

平成２6年度　高等教育研究開発部活動報告
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平成26年度前期末授業改善メモを本間委員が取りまとめて分析したまとめのうち、個々の学生に対応し
た試み・工夫を抜粋して以下に掲載する。詳細は
http://kic.kuas.kagoshima-u.ac.jp/kicwordpress/?page_id=5892
を参照させたい。
　　　個々の学生に対応した試み･工夫
　通常、講義であると１対１の対応が難しい。この困難を克服する試みに、「毎回学生のライティング
を添削し、コメントを付け返却することで個々の改善を図る。」、「クリップボードに小さな紙を挟んで
巡回し、個別の対応の折に、その小さな紙に走り書きメモ、ポイントなどを手短に書いて渡すなど、個々
の学生のかかえる問題点に対応した」、「テキストの練習問題は毎週自宅学習をさせ、回答を配布して自
己採点をして提出させている。自宅学習で理解できなかった点はE メールまたは授業後に尋ねるように
させている。」、「受講生全員に対し、Moodle を通じ、各講義に対し、ミニッツレポート（約500 字）及
び、復習確認の２種類のレポートの提出義務を課す。ミニッツレポートに関しては、各人のレポートに
対し、担当教員からのコメント（100 字から500 字程度内容によって異なる）をつけ、全てのレポート（名
前は削除）と担当教員のコメントを、Moodle を通じて受講者全員が閲覧できるようにしている。更に、
レポートを読んで、各人へのコメントの中に示したキーワードを提出させている（復習確認）。」、「講義
中に記入させるシャトルカードで、次回の講義時間にピックアップした意見紹介や質問への回答などを
行うことにより、意見の共有や自己の思考の発展など、受講学生の満足感にもつながっていたようであ
る。」、「ミニッツペーパーを取り入れ、講義で大切だと思ったことや質問を記入させており、共通する
ような大事な質問については、次回の講義の最初に答えるようにしている。」との報告があり、教員へ
の負荷が生じる。
　教員の過度な負荷が生じない手順とした工夫には、「３名ずつのグループを作り、テーマについての
情報交換、また相互の進捗状況の確認やレポートのチェックなどをディスカッションの形でさせてい
る。」との事例もある。
　Eメールを用いた質問の受付を明記した報告も幾つかあったが、学生が質問させる雰囲気を作ること
の方が難しそうである。
　授業時間内の個々への対応では、「毎回、黒板に答えを書かせ、学生の文章を添削した。
また、何パターンか解答が考えられる場合には、そのバリエーションも提示した。」がある。しかし、
ここまでが限度のようである。
　面白い工夫としては、「期末試験の際に手書きのノートもしくはメモについて持ち込み可としている。
試験対策になるようノートやメモを作成することが授業の振り返りにつながれば良いと考えている。」
があり、コピペ世代やコピー機が安価で利用できる現状では、勉強させるのに良い手かもしれない。

４．授業公開・授業参観
　平成26年度においては前期12科目、後期９科目の授業が公開され、参観教員数は各一名であった。な
お授業参観者の多くは、共通教育とコミュニケーションを図るための特定学部による組織的活動の一環
として参加した。教員の自発的な意思に基づく授業公開・授業参観への参加は低水準に止まっているの
が現状である。
　高等教育研究開発部会内では、各学部における授業公開・授業参観の実施状況を部会委員から披露し
ていただき、改善案を検討する等を行い、教育センター会議等の機会に参加を依頼する等の活動を行っ
てきたが、自発的な参観者数の増大には繋がっていない状況である。抜本的な検討・改善が必要であろう。

（文責：平成26年度高等教育研究開発部長　佐久間　美明）
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１．平成26年度の活動内容（審議事項）
　⑴　履修関係
　　共通教育履修案内
　　科目等履修生受け入れ
　　特別聴講学生の履修
　　県内大学等間（単位互換）履修生の履修
　　短期海外研修プログラム実施計画
　　集中講義の履修上限
　　共通教育カリキュラムに対応したナンバリング
　⑵　単位認定関係
　　既修得単位認定
　⑶　成績取扱関係
　　教育センター長賞表彰候補者の選出
　　GPA制度による学生に対する助言・指導
　　試験監督補助者の割り当て
　⑷　雇用関係
　　非常勤講師雇用計画
　　ゲスト講師雇用計画
　　TAの雇用計画
　⑸　規則関係
　　共通教育科目等履修規則等の改正
　　既修得単位認定規則の改正

２．改善事項等
　⑴　共通教育短期海外研修プログラム募集要項
　　�　経費や安全面などを重視した実施内容にするように、共通教育短期海外研修プログラム科目の募

集要項を作成した。
　⑵　資料の様式・文言の定義
　　�　「非常勤講師雇用計画表」および「開設科目表」の様式を統一し、さらに資料で使用する文言の

定義を明確にした。
　⑶　非常勤講師雇用計画
　　　非常勤講師雇用計画の経費資料を作成して、可能な限り非常勤講師を削減するように努めた。

３．今後の課題
　⑴　鹿児島大学の教育改革への対応
　　�　共通教育科目等において、ナンバリングの実施およびシラバスの記載内容の検討を行う必要があ

る。
　⑵　共通教育改革計画への対応
　　�　教育センターの組織改組による委員会等の所掌、新しい教育プログラムにおける新共通教育カリ

キュラムに対する適切な時間割の決定、COCセンター教員との教育連携等、本改革計画に対応す
るように検討する必要がある。それに伴い、履修案内の編集および開設科目の検討を可能な限り時

平成26年度　共通教育企画実施部活動報告
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期を早めて進める必要がある。
（文責：平成26年度共通教育企画実施部長　三好　宣彰）

教養科目専門委員会
１　平成26年度活動内容
　⑴　非常勤講師の雇用について
　　前年度からの引継ぎ事項として、以下の３点を遵守した。
　　　①�　原則として、鹿児島大学を退職した教員を非常勤講師として、15コマ、そのまま継続して開

講することは認められない。
　　　②　変更手続きは、原則として２か月前までとする。
　　　③　県外からの非常勤旅費は認めない。
　⑵　教養科目の継続性について
　�　開講科目の継続性を担保するために、担当者の退職により科目が廃止されないよう、後任をたてる

ことをお願いした。
　⑶�　短期海外研修プログラムの実施計画を主に安全性確保の面から審査を行った。
　⑷　平成27年度からの地域志向科目の実施にあたって、選択必修科目群の選定を行った。

２　今後の展開等
　⑴　共通教育改革に向けたカリキュラムの見直し。
　⑵　海外短期研修プログラムの実施ガイドラインの見直し。

（平成26年度教養科目専門委員会委員長　大畠　賢一）

情報科学科目委員会
1．平成26年度の主な活動内容等
　⑴ 　共通教育棟１号館改修に伴う諸問題の検討
　�　共通教育棟１号館の改修が終了し、平成26年度後期から３階に新設された情報教育室で授業が行わ

れることになった。今年度はこの新しいパソコン教室の教育環境の点検や整備などに取り組んだ。そ
の一つとして、担当教員からの強い要望もあり、レーザープリンタ（USBメモリ、pdfファイル専用）
を３台導入し、２台は共通教育棟１号館３階に、もう１台は歯学部のパソコン教室に配置した。

　⑵　附属図書館文献データベースガイダンスの実施
　�　今年度もほとんどの「情報活用基礎」の授業の中で、附属図書館の職員による「附属図書館文献デー

タベースガイダンス（蔵書・文献検索法など１時間程度の講義と実習）」を実施した。
　⑶�　Moodleを利用した双方向情報教育の強化（授業アンケート、ミニッツペーパー、携帯版Moodle

等の取り組み）
　⑷�　情報セキュリティ教育のさらなる強化（学術情報基盤センターのセキュリティ教育コンテンツ活

用の推進等）

2．来年度への展開や課題等
　⑴　共通教育棟１号館の情報教育室の教育環境の点検と自由利用の検討
　⑵　学術情報基盤センターとの連携、セキュリティ教育強化のためのコンテンツ利用推進
　⑶　共通教育カリキュラム改革に伴う情報科目委員会の在り方の検討
　⑷　来年度から始まる新科目「情報活用」のシラバス、時間割などの検討
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　⑸　TAによる教育成果報告書（担当教員）、TA業務に関する報告書（TA）の確実な回収と分析
（文責：平成26年度情報科目委員会委員長　新森　修一）

体育・健康科目専門委員会
１．体育・健康科目の授業について
　非常勤講師に共通教育の目的、体育・健康科目の目的や評価の方法、時間割、施設・体育器具の状況
についての資料を配布し、共通理解を図った。

２．体育・健康科目に関する研究的取り組み
　①　新入生の体力測定のデータを学部ごとにまとめて比較検討し、公表した。
　②�　引き続き、体力測定のデータを集計し、運動・スポーツの実施状況のデータとの比較から運動不

足の学生の問題点を明らかにして公表した。

３．体育・健康科目に関する施設設備の管理
　①　実習Ⅰ及びⅡ関連の体育器具、施設設備の安全確認を行い、老朽化した体育器具の廃棄を行った。
　②�　球技グランドに放置されていた鉄製のサッカーゴール（さびて老朽化）を安全確保のために廃棄

した。
　③　定期的な体育館フロア管理のためのワックスがけを本年度は２回実施した。
　④�　本年度は、数回に渡って多量の降灰がみられたので、手押し式スイーパーを使用して、第２体育

館の玄関および玄関前の清掃を頻繁に行った。
　⑤　第２体育館の修繕工事を以下の通りに行った。
　　・２階窓枠（ガラリ部分）取替工事　 ・シャワー室蛇口補修（男子１か所）　 ・外部雨どい補修
　　・バスケットゴール２コート（４個）　・防球ネット設置（２階）　　　　　　 ・扉補修（５か所）
　　・ガラス補修（２階と男子更衣室）　　・樹木伐採（入口横駐輪場傍）　　　　 ・駐輪場整備

４．体育・健康科目に関する来年度の主な課題
　①　体育・健康科学実習Ⅰのクラス分け発表と受講登録の方法について検討する。
　②�　平成28年度からの共通教育の改革案に沿って、体育・健康科目の授業内容および実習ノートの改

訂について検討する。
　③�　第２体育館更衣室のロッカーの鍵が、学生取り扱いが悪いために起きた故障が多かったので、学

生への取り扱いの注意を徹底指導する。
　　（文責：平成26年度体育・健康科目専門委員会委員長　福満 博隆）

日本語・日本事情科目委員会活動報告
１．平成26年度活動内容
　⑴　新入生（外国人留学生）の履修申請時への対応
　　�　共通教育の履修申請時に日本人学生及び先輩留学生をチューターとして配置し、新入留学生の履

修申請時の補助を行った。
　⑵　日本語・日本事情科目の充実
　　・�日本語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳでは例年どおり各科目、２クラス開講した。初回授業時にプレースメント

テストを行い、学生の日本語力に応じてクラスを設定した。授業では大学生活に必要なスタディ
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スキルや、発表、レポート作成の基礎を身につけることを目標とした。
　　・�日本事情A、Bは留学生の所属する学部によって理系と文系に分けて、学部２年生が履修する日

本事情Cは文系理系合同で開講した。

２．検討事項
　・�本年度まで日本事情A、Bを担当していた専任教員の退職に伴い、27年度は非常勤講師を雇用する。

雇用に係る費用は留学生センターが負担するが、28年度以降については検討する必要がある。
　・�学部留学生の中には出席不良、あるいは成績不良で留年する者もいる。このためできるだけ早い時

期から学部留学生の単位取得状況について把握し、問題がある場合は、学部教員と連携して指導に
あたる必要がある。

　・�教育センターの「授業改善に資するアンケート」の他に独自に実施している「授業評価アンケート」
の結果を分析し、授業内容・シラバス等の検討やレベル別開講クラス等の整備を検討する。

（文責：平成26年度日本語・日本事情科目委員会委員長　和田　礼子）

基礎教育科目委員会
1．平成26年度活動内容
　例年行っている、当年度の授業運営経費の申請、次年度の開講科目と非常勤講師雇用計画の提出等、
に加えて、今年度は次のような活動を行った。
⑴　共通教育棟４号館改修計画案への対応
�　平成26年度補正予算と平成27年度当初予算に提出されていた共通教育棟４号館改修計画が採択された
場合に備え、スケジュールについて委員会の要望をまとめて提出した。なお、最終的にはこの計画は不
採択であった。
⑵　「物理学基礎BⅡ」受講者数対策
�　「物理学基礎BⅡ」（対象：農学部）の担当教員より、受講者数が少ないため、その対策の相談があった。
関係者を集めた会議を複数回行い、受講者数を増やす対策を行った。
⑶　「線形代数学Ⅱ」再履修の問題への対応
�　「線形代数学Ⅱ」（対象：工学部）の再履修について、担当教員の異なる同名科目での履修登録を共通
教育係で認めてしまった。このことについて検討し、今後は原則認めないこととした。
⑷　農学部での基礎教育科目特別クラス開設案への対応
�　補習教育の在り方検討ワーキンググループ（WG）より、農学部で特定の基礎教育科目について週２
限行う特別クラス開設の提案があった。これについて委員会の要望をまとめて提出した。最終的に、こ
の開設は見送られた。
⑸　非常勤講師経費削減案への対応
�　次年度学長裁量経費が増えることに伴い教育センターの予算が減るため、非常勤講師経費の削減が求
められた。急な依頼であったため、ほとんど対応できなかった。
⑹　共通教育改革に関する要望の提出
　平成28年度共通教育改革について、委員会からの要望をまとめ提出した。

2．来年度への課題
　共通教育改革では基礎教育科目の枠組みがなくなり、実験科目と入門的な科目以外は各学部の専門科
目として位置づけられる。これに伴う課題を１つずつこなしていくことになる。

（文責：平成26年度基礎教育科目委員会委員長　小林　励司）
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学芸員資格科目委員会
　平成24年４月１日から改正博物館法が施行され、今年度で３年目を迎える。新課程による授業につい
ては、教育センターにて学芸員資格科目８科目を開講し、現段階ではスムーズに実施できている。また
博物館実習についても、平成27年度実施に向けて、各部局の実情に応じた実施をはかるべく、当委員会
を通じて調整されている。平成24年度以後の編入学生については、新課程による博物館実習を実施する
必要があり、学生に不利益が生じないよう、該当学生の所属する各部局で対応している。
　今年度の課題として、学芸員資格科目では複数科目を担当する外部からの非常勤講師が多いため、過
重な負担がかかってしまう問題点が指摘された。そのため前・後期ごとに全ての科目の授業計画、担当
スケジュール等について教員（世話人を含む）同士の調整を行うことで、より適切な教員・科目配置が
目指された。
　今後の課題として、昨年度に引き続き、非常勤講師の方で高齢の先生については、別の講師の検討を
しておいた方がいいのではないか、という意見が出され、継続して審議していくことになっている。

（文責：平成26年度学芸員資格科目委員会委員長　渡辺　芳郎）
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A．全般の総合的視点から
１．「グローバル化」に対応する外国語教育の在り方について
　平成28年度から予定されている共通教育改革の一環である外国語教育プログラム、とりわけその大学
本部計画骨子案（以下「骨子案」と呼ぶ）をたたき台としつつ、外国語教育推進部会の外国語分科会（初
修語、既修語合同ならびに分科会―拡大分科会も含む）にて可能な範囲で検討を進めた。また後期後半
から、これと平行して既修語については教育センター長直属の英語検討WGが組織され、グローバル教
育プログラムを視野に改革の具体的提案に着手した。
２．外国語担当教員確保と外国語教育推進部の充実の問題について
　部会ではなく「骨子案」の中で具体的な検討がなされ、今後の展開の大枠を前提に初修語、既修語双
方の（専任）教員の見通しの上、およその目安人数が提示された（独語、仏語、中国語、韓国語各1名、
英語10名）。

B．初修語・既修語の視点から（初修語：１, ２；既修語：3,4,5,6；初修語・既修語：7,8,9）
１．教育センターへの初修語担当教員の確保について
　Aの２と同様、「骨子案」の作成過程において、確保に向けての人数等が検討された。
２．韓国語非常勤の確保について
　教育センター長への要望書に基づき、広くご理解も賜り、外国語（初修語）分科会の働きを中心に、
幸いにも新規非常勤教員１名の確保が叶い、平成27年度からの韓国語コアクラス体制が、複数の教員に
よって運用できる見込みを得た。
３．G-TELP実施のための財源確保について　（継続）
　次年度に向けての準備作業を、学長裁量経費申請を通じ、教育センター事務室にて進めて頂いた。
４．補習教育（入学前後）と共通教育英語コア科目との連携について（継続）
　センター入試を受験せず入学する１年生に対し習熟度判定試験を課し、その結果に基づき、学習･教
育の効率面から必要に応じクラス構成を整えた。また入学後補習授業を受ける学生に関する情報を、当
該コアクラス担当教員へ通知し、可能な範囲で連携の機会とした。
５．共同獣医学部の英語カリキュラム（山口大学との連携）について　（継続）
　両大学の担当教員のご尽力により、今年度も共通教育に係る英語Ⅰ、Ⅱともに順調に連携が図れた。
６．英語オープンのクラスサイズ等の改善策の検討
　クラス数の増加が予算の関係で叶わず、受講者数60名の上限を設けるなどして対応することとした。
７．�「学士力」育成に必要な領域別図書（学術情報）の収集について（外国語科目、外国語学、外国語
教育分野）（継続）

　教育センター割当の図書館予算により、学士力に係る学生用外国語関連図書を20冊収集し（初修語、
既修語、その他の外国語）、中央図書館にて開架した。
８． 外国語学習環境における新規の自学自習用ツールの検討 
　授業参観による研修（H26年７月23日）ならびにpilot studyの結果を踏まえ、e-ラーニング教材
EnglishCentral導入（平成27年度２年次英語オープン全クラスでの利用を計画）に向けての準備を学長
裁量経費申請を通じて行うこととした（EnglishCentral実施準備WGならびに教育センター事務室）。
９．共通教育担当教員の確保に係る要望について
　平成26年度公募人事（歯学部・医歯学総合研究科と法文学部法政策学科）において、各専門科目担当
に共通教育科目担当の条件も加えて明示していただき、前者により共通教育（仏語）担当専任教員の人
事が叶い、後者により共通教育（英語）担当専任教員の確保の見込みを立てることができた。

平成26年度　外国語教育推進部活動報告
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１．平成26年度活動
　鹿児島大学では、単一の研究科だけでは網羅が難しい地域的課題解決や先進的・学際的研究について
の教育内容を、どの研究科の院生もが体系的に学修できるよう、教育センターにおいて大学院全学横断
的教育プログラムとして提供している。大学院共通科目・特別コース推進部会は、この全学横断的教育
プログラムの企画・運営を担っている。本部会では平成26年度に以下の活動を行った。

①大学院全学横断的教育プログラムの周知
　大学院共通科目・特別コースの受講者拡大を目指し、新入生オリエンテーション等において学生への
周知を行っていただくよう、部会委員を通して各研究科に依頼を行った。
②「全学横断的教育プログラムに関するアンケート」の実施
　大学院全学横断的教育プログラムの現状を把握し、改善点を洗い出すため、受講学生と担当教員に対
するアンケート調査を実施し、報告書を作成した。この調査では、受講生、教員の双方が教育目標の達
成を高く評価し、また多くの受講生が修了証の取得を希望するなど、この教育プログラムに対する高い
期待をうかがわせる結果も示されたが、同時に全学横断的教育プログラムの存在と意義がまだ広く理解
されていないことや、修了証取得の希望はあっても様々な制限により断念している院生が多いと考えら
れることなどの問題点も示された。今後は、これらの意見を参考にしながら、さらに大学院全学横断的
教育プログラムを発展させていくべきだと考えられる。なお、「全学横断的教育プログラムに関するア
ンケート」調査結果報告書は教育センターのwebページにて公開されている。
③教育コース新設についての検討
　地（知）の拠点整備事業の採択に伴って、特別コースとして「水教育コース」と「エネルギー教育コー
ス」を平成27年度後期から新たに開設することとし、その準備を行った。なお、これらのコースの新設
は、「地（知）の拠点整備事業　火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム」の一環として行わ
れるものである。
④教育コース統合についての検討
　新コース開設に伴って、教育効果や教員負担の関係から、既存の教育コースの「環境学教育コース」
と「食と健康教育コース」の統合について検討した。この件については、新設予定の「水教育コース」
および「エネルギー教育コース」との授業科目調整を含めて、今後引き続き検討していくこととなった。
⑤実施予算の検討
　各教育コース運営委員会および新コースの準備WGで実施経費の算出を行い、予算案（要求書）を作
成した。
⑥平成27年度の鹿児島大学大学院共通科目等履修案内（パンフレット）の作成
　平成26年度版の鹿児島大学大学院共通科目等履修案内の改訂を行い、平成27年度版の印刷を行った。
なお、平成27年度後期から開設される「水教育コース」と「エネルギー教育コース」については、27年
度前期中に別途履修案内を作成することとした。

２．平成27年度への継続事項
　平成27年度後期から開設される「水教育コース」と「エネルギー教育コース」については、引き続き
準備を進めるとともに、別途履修案内を作成する必要がある。これに伴い、他のコースとの授業科目の
調整や既存コースの教育内容の精査や拡充についても検討する必要がある。さらには、アンケート調査
の結果を踏まえた大学院全学横断的教育プログラムの拡充についても、今後の検討課題として引き継い
でいく必要がある。

平成26年度　大学院共通科目・特別コース推進部活動報告
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３．平成27年度の活動予定

　平成27年度の部会の活動として、「水教育コース」と「エネルギー教育コース」の開設、「環境学教育
コース」と「食と健康教育コース」の統合の検討、各教育コース科目の充実、実施予算の検討、平成28
年度の鹿児島大学大学院共通科目等履修案内（パンフレット）の作成、等が予定されている。

（文責：平成26年度大学院共通科目・特別コース推進部長　富原　一哉）

島嶼学教育コース運営委員会
①　平成 26 年度活動
　平成 22 年度に設定された「島嶼学教育コースワーキンググルーブ」の方針を基に、大学院全学共通
科目として以下の科目を実施した。
　前期開設科目：「島嶼学概論Ⅰ（長嶋俊介他）」「離島・遠隔保健特論（波多野浩道他）」「植物生態学特論（鈴
木英治）」「東南アジア・南太平洋漁業特論（松岡達郎）」「島嶼海洋生物学特論（野呂忠秀）」「離島医療
学（嶽崎俊郎他）」「太平洋島嶼学特論（山本宗立）」「生活安全学（飯干　明）」。
　後期開設科目：「島嶼学特論Ⅱ（河合渓他）」「水圏生態学特論（佐藤正典）」「Advanced Lecture on 
Tropical Fisheries（石崎宗周）」「文化人類学特論（桑原季雄）」「国際農業資源学特論（遠藤道雄）」
②　平成 27 年度への継続事項
　水産学研究科開設科目については授業を英語で行うことになっており科目名を英語表記へ変更するこ
とが確認された。また 2 科目を引き続き環境学との相互乗り入れ科目とし「環境経済学特論」「水圏科
学特別指導」を継続することとした。
　このほか修了証の申請者増に向け鹿児島大学大学院共通科目等履修案内の申請方法の記載等を検討し
た。なお、運営委員の負担軽減のために運営委員会の統合を図ることが合意されている。
③　平成 27 年度の方向性（方針）
　引き続き、南西諸島からアジア・太平洋島嶼域の島嶼に関する様々な分野の授業科目を提供するとと
もに、島嶼地域の様々な要請に応え国際島嶼社会でも活躍できる人材育成をめざす。

　（文責：平成 26 年度島嶼学教育コース運営委員会委員長　長嶋　駿介）

環境学教育コース運営委員会
　25 年度に決定した島嶼学と環境学の統合を視野に入れて設定した相互乗り入れ科目により、学生に
対して多様なメニューを提供することが可能となった。一方、コア科目の一つである鹿児島環境学 I、
II は、環境省との連携と学生教育という視点からも重要な科目ではあったが、環境省人事の擦り合わ
せが必要となることもあり、安定した開講が担保できないため、閉講することが確認された。また、横
断プログラムの運営を効率的に行う事も含めて、組織のあり方について継続して検討を行ってきた結果、
食と健康教育コースと統合することが確認された。ただし、島嶼学との相互乗り入れ科目の扱いも含め
て、新規カリキュラムの編成等を検討するための十分な時間がとれないことから、26 年度段階では統
合することだけを決定し、27 年度中に具体的なカリキュラム編成などを行うこととなった。

（文責 : 平成 26 年度環境学教育コース運営委員会委員長 冨安　卓滋）
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食と健康教育コース運営委員会
　鹿児島大学では食と健康にかかわる多くの研究が、南北 600㎞にわたる鹿児島県を含む南日本を
フィールドに行われている。ここに広がる豊かな風土と自然を背景に、野菜、果樹、茶などの農産物や
畜産物、水産物を産する日本有数の食糧基地として大きな役割を果たしている。また、鹿児島は黒酢、
黒豚、黒牛、本格焼酎など、健康に資する多くの食品を特産物、伝統食として親しんできた。現代では、
食品流通のグローバル化が進むにつれ、農業生産の環境への影響や食品の安全性といった観点から、持
続可能な農業や水産業への期待や関心が高まっている。鹿児島大学では地域に貢献する観点からこれら
食と健康をテーマとした多くの研究成果が存在する。
　食と健康教育コースでは、このような現状と歴史を踏まえ、これまでの研究成果を礎として食の歴史
や文化、食の生産・加工・保存、食の安全、健康機能の解明、食と疾病などを履修の柱としている。
　平成 26 年度は運営委員会において、教育コースの再編について検討し、環境学教育コースとの統合
についてカリキュラムの共通性などの精査を行ったが、当面科目などは変更せずにコースの統合を図る
方向で、次年度以降に具体的な検討を進めることとなった。ただし、運営委員の負担軽減のために運営
委員会の統合を図ることが合意されている。

（文責　平成 26 年度食と健康教育コース運営委員会委員長　岩元　　泉）

外国語コミュニケーション教育コース運営委員会 
　平成 26 年度の標記活動内容は、次の 5 点に集約できる。
⑴　�当該教育コース拡充の一環として理工学研究科より、新規に学際的な英語科目が提供され、外部講

師を迎えて実施された（前期に「Making Sense of the World ―Wisdom through Knowledge―（現
代社会を理解するための視点）」として開講；教育センター予算）。

⑵　�平成 25 年度実施のアカデミック ･ ライティング（基礎、標準の 2 種クラス）、アカデミック ･ リー
ディング（基礎、標準の 2 種クラス）について見直し、履修者が自ら選択できる、従来の ｢基礎｣・
｢標準｣という区分を廃止し、履修希望者のそれまでの各種英語外部試験受験に係る結果等を参考に、
一定のクラス編成とした。

⑶　�従来、個別に行っていたリーディングとライティングのクラスを統合した（「リーディング＆ライ
ティング」という形に集約し、両スキルに関する教育・学習上の連関と効果を考慮した）。

⑷　�各種研究発表等に係る学術上のオーラル・コミュニケ―ション能力（聴解・発話）の、さらなる向
上を図るクラスの新設した（「プレゼンテーション・スキルズ」）。

⑸　�上記⑶ , ⑷の「リーディング＆ライティング」と「プレゼンテーション・スキルズ」の科目について、
教育・学習効果を鑑み、目安として、それぞれに「理系」、｢文系｣ という区別をたてて開講し受講
者の便宜を図った。

　また、平成 27 年度への継続事項として、次の２点が挙げられる。
⑴　�外国語コミュニケーション教育コース科目の全学へのさらなる周知確認と受講状況を踏まえた教育

推進の取り組みを行う。
⑵　�外国語コミュニケーション教育コース科目の講義内容を見直し、受講生に応じた科目開設等を行う

ことで、さらなる教育の質の保証を図る。
　a.　�平成 26 年度に科目拡充の一環として理工学研究科より新規開講された「Making Sense of the 

World ―Wisdom through Knowledge―（現代社会を理解するための視点）」は、同研究科によ
り「理工系グローバル人材育成の為のアカデミック・イングリッシュ」と科目名を変更して開講
する（非常勤講師継続；理工学研究科予算）。

　b.　�医歯学総合研究科より本教育コースへ「英語で学ぶ生命科学」をご提供いただき開講する（桜ケ
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丘キャンパス）。
　c.　�水産学研究科より開講の「Advanced Fisheries and Fisheries Sciences」は、同研究科のカリキュ

ラム改編に伴い、「Fisheries and Fisheries Sciences」と科目名を一部変更して開講する（下荒田
キャンパス）。

（文責：平成 26 年度外国語コミュニケーション教育コース運営委員会委員長　髙橋　玄一郎）
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平成２6年度教育センター委員会等名簿

氏　　名 職　名 所　　属　　等
教育センター会議 　飯　干　　　明 教　授 センター長　　　　　　　　　　〔教育学部〕

　富　原　　一哉 教　授 副センター長　　　　　　　　　〔法文学部〕
　佐久間　美　明 教　授 高等教育研究開発部長　　　　　〔水産学部〕
　三　好　宣　彰 教　授 共通教育企画実施部長　　　　　〔共同獣医学部〕
　髙　橋　玄一郎 教　授 外国語教育推進部長　　　　　　〔教育センター〕
　富　原　一　哉 教　授 大学院共通科目・特別コース推進部長　〔法文学部〕
　横　川　由起子 講　師 共通教育企画実施部副部長　　　〔理学部〕
　富　岡　龍　明 教　授 教育センター
　トレマーコ　ジョン 准教授 教育センター
　金　岡　正　夫 准教授 教育センター
　ブレイジア　アン 准教授 教育センター
　渋　井　　　進 准教授 教育センター
　伊　藤　奈賀子 准教授 教育センター
　原　　　隆　幸 特任准教授 教育センター　　　　　　　　※オブザーバー
　清　原　貞　夫 理　事 　　　　　　　　　　　　　　※オブザーバー
　奥　　　健一郎 教　授 稲盛アカデミー　　　　　　　※オブザーバー
　横　山　春　彦 准教授 法文学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　安　東　　　清 准教授 教育学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　半　田　利　弘 教　授 理学部　　　　　　　　　　　〔高等教育研究開発部会〕
　古　川　龍　彦 教　授 医学部　　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　菊　地　聖　史 教　授 歯学部　　　　　　　　　　　〔高等教育研究開発部会〕
　中　村　祐　三 准教授 工学部　　　　　　　　　　　〔外国語教育推進部会〕
　畑　　　邦　彦 准教授 農学部　　　　　　　　　　　〔外国語教育推進部会〕
　安　樂　和　彦 准教授 水産学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　小　原　恭　子 教　授 共同獣医学部　　　　　　　　〔外国語教育推進部会〕
　大　畠　賢　一 准教授 教養科目委員会委員長　　　　〔工学部〕
　新　森　修　一 教　授 情報科学科目委員会委員長　　〔理学部〕
　福　満　博　隆 准教授 体育 ・健康科目委員会委員長　〔教育学部〕
　和　田　礼　子 准教授 日本語・日本事情科目委員会委員長　〔留学生センター〕
　小　林　励　司 准教授 基礎教育科目委員会委員長　　〔理学部〕
　渡　辺　芳　郎 教　授 学芸員資格科目委員会委員長　〔法文学部〕

高等教育研究開発部会 ◎佐久間　美　明 教　授 水産学部
　渋　井　　　進 准教授 教育センター
　伊　藤　奈賀子 准教授 教育センター
　朴　　　　　源 教　授 法文学部
　小　柳　正　司 教　授 教育学部
　内　海　俊　樹 教　授 理学部
　下敷領　須美子 准教授 医学部
　菊　地　聖　史 教　授 歯学部
　本　間　俊　雄 教　授 工学部
　紙　谷　喜　則 准教授 農学部
　庄　野　　　宏 准教授 水産学部
　松　尾　智　英 准教授 共同獣医学部

共通教育企画実施部会 ◎三　好　宣　彰 教　授 共同獣医学部
○横　川　由起子 講　師 理学部
　大　畠　賢　一 准教授 教養科目委員会委員長　　　　　〔工学部〕
　新　森　修　一 教　授 情報科目委員会委員長　　　　　〔理学部〕
　福　満　博　隆 准教授 体育 ・健康科目委員会委員長　　〔教育学部〕
　和　田　礼　子 准教授 日本語・日本事情科目委員会委員長　〔留学生センター〕
　小　林　励　司 准教授 基礎教育科目委員会委員長　　　〔理学部〕
　渡　辺　芳　郎 教　授 学芸員資格科目委員会委員長　　〔法文学部〕
　髙　橋　玄一郎 教   授 教育センター　外国語教育推進部
　渋　井　　　進 准教授 教育センター　　　　　　　　　※オブザーバー
　奥　　　健一郎 教　授 稲盛アカデミー　　　　　　　　※オブザーバー

外国語教育推進部会 ◎髙　橋　玄一郎 教　授 教育センター　外国語分科会長（既修語）
　富　岡　龍　明 教　授 教育センター
　トレマーコ　ジョン 准教授 教育センター
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氏　　名 職　名 所　　属　　等
外国語教育推進部会 　金　岡　正　夫 准教授 教育センター

　ブレイジア　アン 准教授 教育センター
　大　和　高　行 教　授 法文学部
　安　東　　　清 准教授 教育学部
　半　田　利　弘 教　授 理学部
　内　尾　ホープ 講　師 医学部
　信　友　建　志 准教授 歯学部
　中　村　祐　三 准教授 工学部
　畑　　　邦　彦 准教授 農学部
　板　倉　隆　夫 教　授 水産学部
　小　原　恭　子 教　授 共同獣医学部
　大　野　克　彦 准教授 外国語分科会長（初修語）　　　〔教育学部〕 
　原　　　隆　幸 特任准教授 教育センター　　　　　　　　　※オブザーバー

大学院共通科目・特別
コース推進部会

◎富　原　一　哉 教　授 副センター長　　　　　　　　　〔人文社会科学研究科〕
　市　川　英　孝 准教授 人文社会科学研究科
　長　岡　良　治 教　授 教育学研究科
　波多野　浩　道 教　授 保健学研究科
　愛　甲　　　正 教　授 理工学研究科
　橋　本　文　雄 教　授 農学研究科
　木　村　郁　夫 教　授 水産学研究科
　嶽　﨑　俊　郎 教　授 医歯学総合研究科
　齋　藤　善　人 教　授 司法政策研究科
　服　巻　　　豊 准教授 臨床心理学研究科
　山　本　　　淳 教　授 連合農学研究科
　長　嶋　俊　介 教　授 島嶼学教育コース運営委員会委員長　〔国際島嶼教育研究センター〕
　冨　安　卓　滋 教　授 環境学教育コース運営委員会委員長　〔理工学研究科（理学系）〕
　岩　元　　　泉 教　授 食と健康教育コース運営委員会委員長　〔農学研究科〕
　髙　橋　玄一郎 教　授 外国語コミュニケーション教育コース運営委員会委員長　〔教育センター〕
　三　好　宣　彰 教　授 共通教育企画実施部長　　　　　〔共同獣医学部〕
　大　畠　賢　一 准教授 教養科目専門委員会委員長　　　〔理工学研究科（工学系）〕

教養科目専門委員会 　近　藤　和　敬 准教授 法文学部
　石　田　匡　志 准教授 教育学部
　小　櫃　邦　夫 准教授 理学部
　下敷領　須美子 准教授 医学部
　八　木　孝　和 講　師 歯学部
☆大　畠　賢　一 准教授 工学部
　侯　　　德　興 教　授 農学部
　小　針　　　統 准教授 水産学部
　三　好　宣　彰 教　授 共同獣医学部
　奥　　　健一郎 教　授 稲盛アカデミー

情報科学科目委員会 　北　村　浩　一 准教授 法文学部
　中　森　誠　一 教　授 教育学部
☆新　森　修　一 教　授 理学部
　福　留　清　博 准教授 医学部
　増　原　正　明 講　師 歯学部
　水　野　和　生 准教授 工学部
　鵜　川　　　信 准教授 農学部
　仁　科　文　子 助　教 水産学部
　川　﨑　安　亮 教　授 共同獣医学部
　下　園　幸　一 准教授 学術情報基盤センター

体育・健康科目専門
委員会

　桑　原　　　司 教　授 法文学部
　長　岡　良　治 教　授 教育学部
　高　岡　　　治 教　授 教育学部
　前　田　雅　人 教　授 教育学部
☆福　満　博　隆 准教授 教育学部
　末　吉　靖　宏 准教授 教育学部
　末　谷　大　道 准教授 理学部
　井　上　尚　美 講　師 医学部
　松　山　孝　司 准教授 歯学部
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氏　　名 職　名 所　　属　　等
体育・健康科目専門 　池　田　　　徹 教　授 工学部
委員会 　石　橋　松二郎 准教授 農学部

　藤　枝　　　繁 教　授 水産学部
　松　尾　智　英 准教授 共同獣医学部

日本語・日本事情科目
専門委員会

　尾　崎　孝　宏 准教授 法文学部
　中　島　祥　子 准教授 教育学部
　宮　本　旬　子 准教授 理学部
　吉　家　清　貴 准教授 医学部
　梶　原　和　美 准教授 歯学部
　黒　川　善　幸 准教授 工学部
　安　藤　匡　子 准教授 農学部
　袁　　　春　紅 准教授 水産学部
　安　藤　匡　子 准教授 共同獣医学部
☆和　田　礼　子 准教授 留学生センター

基礎教育科目専門委員会 　笠　井　聖　仙 教　授 理学部
　青　木　　　敏 准教授 理学部
　廣　井　政　彦 教　授 理学部
☆小　林　励　司 准教授 理学部
　笠　井　聖　仙 准教授 理学部
　横　川　由起子 講　師 理学部
　西　田　　　詩 助　教 理学部
　田　川　まさみ 教　授 医学部
　山　口　泰　平 准教授 歯学部
　筒　井　俊　雄 教　授 工学部
　坂　巻　祥　孝 准教授 農学部
　江　幡　恵　吾 准教授 水産学部
　白　石　光　也 准教授 共同獣医学部

学芸員資格科目委員会 ☆渡　辺　芳　郎 教　授 法文学部
　下　原　美　保 教　授 教育学部
　井　村　隆　介 准教授 理学部
　井　倉　洋　二 准教授 農学部
　山　本　智　子 教　授 水産学部
　本　村　浩　之 教　授 総合研究博物館

島嶼学教育コース運営
委員会

　桑　原　季　雄 教　授 人文社会科学研究科
　川　西　基　博 准教授 教育学研究科
　波多野　浩　道 教　授 保健学研究科
　塔　筋　弘　章 准教授 理工学研究科
　坂　井　教　郎 准教授 農学研究科
　石　崎　宗　周 准教授 水産学研究科
　嶽　﨑　俊　郎 教　授 医歯学総合研究科
☆長　嶋　俊　介 教　授 国際島嶼教育研究センター

環境学教育コース運営
委員会

　福　山　博　文 准教授 人文社会科学研究科
　川　西　基　博 准教授 教育学研究科
　波多野　浩　道 教　授 保健学研究科
　筒　井　俊　雄 教　授 理工学研究科
☆冨　安　卓　滋 教　授 理工学研究科
　紙　谷　喜　則 准教授 農学研究科
　中　村　啓　彦 准教授 水産学研究科
　堀　内　正　久 教　授 医歯学総合研究科

食と健康教育コース運営
委員会

　北　﨑　浩　嗣 教　授 人文社会科学研究科
　田　島　真理子 教　授 教育学研究科
　山　下　早　苗 講　師 保健学研究科
　渕　田　孝　康 准教授 理工学研究科
☆岩　元　　　泉 教　授 農学研究科
　高　峯　和　則 准教授 農学研究科
　木　村　郁　夫 教　授 水産学研究科
　堀　内　正　久 教　授 医歯学総合研究科
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氏　　名 職　名 所　　属　　等
外国語コミュニケーショ
ン教育コース運営委員会

　中　村　　　達 准教授 人文社会科学研究科
　坂　本　育　生 教　授 教育学研究科
　内　尾　ホープ 講　師 保健学研究科
　三　隅　浩　二 准教授 理工学研究科
　山　本　雅　史 准教授 農学研究科
　板　倉　隆　夫 教　授 水産学研究科
　中　村　典　史 教　授 医歯学総合研究科
☆髙　橋　玄一郎 教　授 教育センター
　ブレイジア　アン 准教授 教育センター

　　◎印は部長
　　○印は副部長
　　☆印は委員長
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飯　干　　　明（教育センター長　教育学部教授）
　平成25年４月より、教育センター長を務めさせていただいており、２期目となりました。昨年は、共
通教育にみられる課題の解決に取り組みながら、初年次教育やグローバル教育を導入するとともに教育
センターの専任教員を増員するという抜本的な共通教育改革案の作成に取り組みました。改革の実施に
向けて、これまで以上に教職員の方々のご協力を得ながら、共通教育の充実・発展に貢献できればと思っ
ております。

富　原　一　哉（教育センター副センター長兼大学院共通科目・特別コース推進部長　法文学部教授）
　副センター長のお役目も２期目に入りました。１期目にあまり考えもせずこのお役目をお受けしてし
まったため、思いもよらず教育センターおよび共通教育の大きな改革に関わることとなり、逃げられな
くなってしまいました。自らの先読みの甘さとともに、与えられた課題の大きさに日々自分の力不足を
痛感しているところです。ただ、これからの鹿児島大学の学生により良い共通教育を提供するためには、
全て解決しておかなければならない課題でありますので、教育センターの教職員の皆様や共通教育に関
わっておられる全学の先生方と力を合わせて、なんとか乗り切っていきたいと考えております。ご協力
のほど、どうぞよろしくお願いいたします。

寺　床　勝　也（教育センター高等教育研究開発部長　教育学部教授）
　本年４月から高等教育研究開発部長を務めさせていただいております。慣れない共通教育での業務で
すが、周りの先生方、スタッフのみなさまのご支援をいただきながら、しっかりと任務を全うしていき
たいと存じます。主な担当部局は、教育学部技術専修で木材加工技術学を指導しています。共通教育の
講義「技術概論」でも、木材の性質や利用技術の面白さについて伝えています。木材という切り口で多
様な分野と横断的につながりはじめると、学生達はさらに興味をもって学び始めてくれるような印象で
す。今後は、学生達が主体的に価値を創出してくれるような授業改善を目指したいと思っています。

三　好　宣　彰（教育センター共通教育企画実施部長　共同獣医学部教授）
　部長として２期目になりました。年間の教務事項においては、新しい教育センター運営組織の各科目
委員会が活発に活動していただいたことにより、当部会は共通教育係長の的確な処理でメール会議によ
る承認を主体にできたため、委員の負担軽減に努めることができました。また、ナンバリングと平成28
年度から必修科目の時間割と講義室配当も共通教育係のスタッフの尽力により進められたことに深謝す
る次第です。次年度は共通教育の新しいカリキュラムを実施する上で、問題点が生じれば直ちに対処す
るよう心掛けます。

髙　橋　玄一郎（教育センター外国語教育推進部長　教授）
　教育センターでは平成28年度からの新しい共通教育を展望し、共通教育等に係る諸分野の先生方をお
迎えする備えの時期を迎えています。外国語教育推進部にも英語のみならず、各種初修語の先生方も段
階的にお招きする準備が進められています。外国語に限らず、各授業は、それぞれの基本のコンセプト
を足掛かりに始動しますが、それらは教員と学生とが、試行錯誤の自主学習を伴わせつつ、各種相互の
学び合いの現場で毎週、動的に創りあげていくものと思われます。学生には自らの旺盛な知的好奇心を
原動力とし、将来の活躍に資する学識と経験の機会を逃さず、活かして頂けるようにと願っています。

教　員　紹　介
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渋　井　　　進　（教育センター高等教育研究開発部　准教授）

　おそらく、この文章が皆様のお手元で読まれている時には、私は鹿児島大学にいないと思います。と
いうと、なんだかドラマでありがちな遺書を読んで泣くシーンみたいですが、そんなお話ではありませ
ん。鹿児島大学で過ごした３年半では、評価の実質化をいかに行うかということを考えていました。評
価担当学長補佐を兼務しつつ、教育センターで教学に近い仕事に携わることでそれが可能になるかと考
えておりましたが、それぞれの接点および協力体制を見いだして行くことは、簡単ではありませんでし
た。これからは大学を支援する立場から、引き続きこの答えを探して行こうと考えています。ありがと
うございました。

伊　藤　奈賀子（教育センター高等教育研究開発部　准教授）
　大学改革が叫ばれて久しいですが、今日の我が国の大学をめぐる状況は「リフォーム」ではなく「リ
ストラクチュア」と表現するにふさわしい状況だと思います。各大学は生き残るためにその存在価値を
示し、それを証明できるだけの教育成果を明らかにすることが強く迫られています。
　鹿児島大学でも来年度から共通教育改革を実施することとなり、そのための準備作業を進めています。
これが全学的な教育改革に向けた大きな第一歩となるよう願いつつ、私の仕事が本学にとって必要だと
思われるよう、懸命に職務に取り組んでいきたいと思います。

富　岡　龍　明（教育センター外国語教育推進部　教授）
　鹿児島大学に赴任して11年目を迎えました。最初の８年間は外国語教育推進部長の職を４期務めまし
た。「学士力の養成」、「学力の見える化」などが時代のキーワードとなってきた中で、英語教育につい
ては平成20年度以降、習熟度別クラス編成、共通アチーブメントテストの導入など、一連の改革を実施
して参りました。28年度からは、本学の英語教育改革も新たなステージに進みます。カリキュラムの大
幅な見直し、あらたな外部試験導入等、大幅な改革が予定されています。改革の推進に向けて微力なが
ら努力していきたいと考えています。何卒よろしくお願いします。

トレマーコ　ジョン（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　イギリス出身。鹿児島大学において本年で10年目です。それ以前は関東で上智大学やICU等の様々な
学校や大学で５年程教授し、その後、２年間の広島の大学を経て、鹿児島大学に就任しました。専門は
応用言語学であり、私の研究の核となるものは「ラーニング・ストラテジー」と「医学英語（センシティ
ビティ・トレーニング）」です。その他「異文化理解（文化的センシティビティ）」を通じての英語教育
に焦点をあてています。趣味は、イギリスの国技であるサッカーをする事や、日本の武道をする事です。
一生懸命頑張る学生をサポートする存在であり続け、同時に鹿児島大学の英語教育向上に貢献できたら
と願っています。

金　岡　正　夫（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　現在、大学英語教育カリキュラムのあり方、とくに政策面とそれにもとづく新たな教授システムの在
り方（実践と評価）について、学内外の大学英語教員と協同研究を進めている（科研基盤Ｃ：平成25年
度～ 27年度）。カリキュラムそのものに対する勉強からはじめ、社会構築主義カリキュラムを中心に、
その理論構築と授業での応用実践に取り組み、結果の検証作業を進めている。高等教育全体のカリキュ
ラム改革と連携し、英語以外の学問領域（e.g.、社会学、倫理学、政治学、日本語教育）との学際的融
合の可能性、そして学習内容・テーマの共通性と系統性を模索し続けている。
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Anne-Elizabeth Brasier（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　The Department for the Promotion of Foreign Language Education has been enhancing its 
curriculum in many ways including the implementation of e-learning, a learning medium in which I 
have particular interest. For the past seven years I have been pilot testing online courses, evaluating 
results and student response to various online resources such as English Central, LEI and Voice 
Thread.
　I also am a Moodle administrator, a role which involves making courses such as the G-TELP 
practice test site, and work to assist instructors in creating their own online materials and courses. I 
find the enthusiastic response from students to such innovative learning platforms highly motivating 
as an educator, and I hope to further my knowledge of this ever-changing field in the coming years.

原　　　隆　幸（教育センター外国語教育推進部　特任准教授）
　鹿児島大学に赴任して３年が経ちました。教育センターおよび外国語教育推進部における様々な業務
と、共通教育の英語科目を担当しています。英語の４技能を伸ばせる授業を心がけています。同時に、
異文化コミュニケーション能力も身につけられるような授業を考えていきたいと思います。また、グロー
バル化する社会で生きていくために必要な知識や個人の体験を、英語の授業を通して伝えていきたいで
す。引き続き教職員の皆様のご助言を仰ぎながら、これまで得てきた知見を生かしつつ、鹿児島大学の
外国語教育向上に貢献していきたいと思います。
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安　田　和　義（教育センター事務室長　教務課課長代理）
　教育センターでは共通教育が抱える様々な課題解決のために、新しいカリキュラムの提案を行い、そ
の実現に向け検討を重ねています。新しいカリキュラム案では全学必修とした初年次教育や地域志向型
教育の展開、英語教育の見直し、従来の基本的な教養教育に加え、アクティブ・ラーニングの手法を取
り入れた教養活用科目分野の新設など抜本的な教育改革となっています。皆様のお力添えをいただきな
がら、微力ではありますが、鹿児島大学共通教育の発展に寄与できるよう努めてまいります。

玉　利　寿　文（教育センター総務係長）
　平成25年７月に教育センターに異動して２年となります。これまで、鹿児島大学の教育拠点である教
育センターにおける管理部門全般の業務（庶務･人事・会計・施設管理）に携わり、多くの業務に追わ
れて何とかやって参りました。その間、共通教育棟１号館改修工事及び移転作業等を皆様へご迷惑をお
掛けしながら終えることができたことは、私の大学職員としての職務として貴重な経験となりました。
さらに、現在共通教育改革に触れ、鹿児島大学の変革の一部を担っていると実感しながら、会議体の運
営や今後予定される業務（人事案件、規則改正、組織・事務改組など）に取り組めることは一生に一度
の経験になると言っても過言ではありません。
　名前を残せるよう…（どこかに彫刻刀で刻みましょうか？）今後も、一生懸命をモットーに教育セン
ターの発展を裏方ながら支えることができるよう頑張って参ります。どうぞよろしくお願いいたします。

堤　　　　　葉（教育センター総務係主任）
　平成27年７月に教育センター総務係へ配属になり、教育センターの庶務等に関する業務を主に担当し
ています。平成28年度から新たに実施する共通教育改革も目前に迫っており、日々の業務のひとつひと
つが様々な角度から影響していることを実感しています。微力ながら鹿児島大学の発展とより良い教育
の実現に向けて尽力して参りたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

山　崎　邦　弘（教育センター総務係員）
　平成25年７月に配属となり約２年が経過しました。総務係では、会計から施設設備保守まで幅広くカ
バーしています。現在の主な担当は、マイクやプロジェクターから照明・ブラインドまで、教室内のあ
らゆる設備の保守整備です。先生や職員の方からの「マイクの音声が出ない」、「プロジェクターが映ら
ない」、「ドアの調子がちょっと・・・」という声に、メジャーや工具を手に業者さんと日々学内を走り
回っています。学生の皆さんと関わりをもつ機会は少ないですが、よりよい学習環境の確保を目指し努
力していきます。

徳　重　佳代子（教育センター総務係事務補佐員）
　平成27年７月より教育センター総務係に勤めております。こちらでは主に不動産一時貸付業務および
施設管理業務の事務補佐をしております。貸付業務については、学内外問わず施設ご利用の方々と接す
る機会が多くありますので、常に丁寧で親切に応対ができるよう心がけています。また、施設管理面で
は、各講義室等の環境維持のため、定期的な点検も行っております。いまだ不慣れなことも多くありま
すが、仕事に対して誠実さを忘れず進めてまいりたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

職　員　紹　介
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冨　永　敏　彦（学生部教務課臨時用務員）
　第二体育館に勤務して三年目になります。主に体育館内の清掃、管理が仕事で、利用者数が多く毎日
掃除に追われています。他に「体育、健康科学実習」のための時間割作成や授業に必要な用具の管理、
資料の準備等を行っています。授業は教育学部の先生と非常勤の先生方で実施され、全学部の一年生が
体育館に集まってきます。直接学生と接することが多いので若いエネルギーに圧倒されながらも、毎日
楽しく学生たちに元気を貰い、少しでも良い環境で学生たちが学習できるよう、施設環境の整備に励ん
でいます。

前　村　泰　子（教育推進係長）
　教育推進係での業務も４年目に入りました。当係では、全学FD委員会、教育センター高等教育研究
開発部会及び大学院共通科目・特別コース推進部会に関する業務を行っております。
　FD委員会や高等教育研究開発部会での活動は、教育改善に繋がることが求められますが、いずれも
PDCAが上手く回っているとは言い難い状況です。より良くするためには活動内容の見直しも必要であ
り、見直すためにはじっくりと検討する時間も必要ですが、なかなか難しい面もあります。もどかしい
気持ちもありますが、事務の立場で少しでもお役に立てるよう努めていきたいと思います。

濵　田　麻　衣（教育推進係員）
　平成27年６月に教育推進係に配属されました。FD委員会、高等教育研究開発部会の事務をはじめ、
授業公開・参観に関する業務、共通教育科目を対象とした授業アンケートの集計等を行っています。
　新任教員を対象とした研修会や、FDフォーラム等、各種研修会実施のための業務を通して、大学の
教育というものについて初めて知ること、また改めて考えることが非常に多く、勉強の日々です。学生
の皆さんだけではなく、先生方にとっても、鹿児島大学での教育活動がより良いものとなるよう、業務
に取組んで参りたいと思います。

新　田　誠一郎（共通教育係長）
　平成26年7月に配属となり、２年目を迎えました。主に共通教育の教務に関する企画や窓口に関する
統括業務を担当しています。今年は、平成28年度に実施する共通教育改革に向けた課題が山積しており、
悩ましい日々が続いています。
　まだまだ未熟な係長ですが、これまでの大学業務の経験を活かし、共通教育係の責任者としての役割
を果たせるよう、全力で頑張ります。また、学生さんと接する機会は少なくなりましたが、勉学に励む
ことができる環境を提供できるよう、共通教育の充実・発展に貢献できればと思います。

小路口　良　弘（共通教育係主任）
　共通教育係では主に理学部・医学部の窓口業務、外国語教育推進部会等の委員会運営の補助を担当し
ております。平成26年７月の人事異動で教育センターに配属となり２年目を迎え、共通教育係の仕事に
もようやく慣れてきました。
　なお、今年度は平成28年度共通教育改革に伴う準備などに追われ、これから益々忙しくなりますが、
気を引き締め、これまでの経過を生かして、少しでもお役にたてるよう努めていきたいと思います。ど
うぞ、よろしくお願いいたします。

川　上　広　典（共通教育係員）
　一昨年の８月１日より現在の係に配属されております。主な業務は共通教育係窓口にて法文学部の窓
口業務と、共通教育科目・人間力養成プログラムに関連する委員会および単位互換に関することの事務
担当をしております。はやいもので気が付けば在籍年数は係内においても長い方になりました。経験が
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蓄積され以前より業務を円滑に遂行できるようにはなりましたが、学生系の業務は非常に奥が深く、学
ぶべきことはまだまだたくさんあります。これからも決して驕ることなく謙虚な気持ちを持って日々の
業務に取り組みさまざまなことを学んで、それを己の糧としていきたいです。よろしくお願いいたします。

吉　住　優　子（共通教育係員）
　平成27年７月に共通教育係に配属されました。主な業務としては教育学部・歯学部の窓口業務、共通
教育科目等の成績業務、体育健康・日本語日本事情・学芸員資格の科目委員会の事務を担当しておりま
す。まだまだ分からない事もたくさんありますが、職員の皆さまに助けて頂きながら楽しく日々の業務
をおこなっております。少しでも早く皆さまのお役に立てるように努力して参りたいと思いますので、
どうぞよろしくお願いいたします。

柏　木　京　子（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係窓口で主に農学部・共同獣医学部・水産学部の窓口業務とサークルの教室貸出し、非常勤
講師の勤務時間報告等の仕事をしています。
　学生さんは私の子供世代ですが、中には初めて親元を離れひとり暮らしをする中で、学業の他にも不
安な事や困った事などがあるでしょう。そんな時はお母さんと思って何でも相談してほしいと思います。
　みなさんの学生生活がより有意義なものとなりますように、またそのお手伝いが少しでも多くできれ
ばと願いながら、私自身も日々努力していきます。

松　林　明　美（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係で、窓口業務・開設科目表の作成等を担当しております。学生さん達が私自身の子供と同
世代であるため、母親の視点で業務を行わないように注意しているつもりですが…なかなか難しいです。
　また、先生方とお話をする機会も多いのですが、私も年齢を重ねたせいもあり、お若い先生も増えて、
一見、学生さんと間違いそうになることがあるので、対応の際には、先生方と学生さん達で、言葉づか
いを変えることのないようにも気を付けています。人と関わらなければ出来ない仕事なので、対応され
た側も、快く受け止められるよう、心がけて今後も業務を楽しくこなしていきたいと思っています。微
力ですが、宜しくお願いいたします。

大　野　由美子（共通教育係事務補佐員）
　勤務内容は、大まかに言うと共通教育係の非常勤講師の先生方のお世話をしています。
　中身は、授業に関する事務や講義室の機器等の説明など…何を尋ねられても対応できるように頑張っ
ています。１番心がけている事は、先生たちとのコミュニケーションをどのように取るか、外国人の先
生方も多いので身振り・手振り・単語を並べてお互いが楽しく仕事が進むよう取り組んでいます。メイ
ンは、学生が共通教育係の窓口を通じて共通教育科目等の単位を修得し専門へ進級できるようにお手伝
いする事です。微力ながら頑張っていきますので、よろしくお願い致します。

松　下　和　美（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係で主に、非常勤の先生方に関わる補助業務をしております。講義で使用する印刷物、PC
のセッテｲング、機器チェック等をしながら、学生の皆さまがよりよく学べる環境作りのお手伝いをさ
せて頂いております。先生方や学生の皆様との触れ合いを通して、新たな発見と葛藤の日々ではありま
すが、周りの方々に助けられ、楽しく仕事が出来ておりますことに有り難く思います。
　窓口業務においては、疑問を抱えて来られる先生方学生の皆さまが、納得して笑顔で帰って行かれる
様に、知識を増やし即座に行動出来る様、私自身これからも学びながら業務を遂行して参ります。
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編　集　後　記

　　鹿児島大学教育センター第12号は平成26年度の本センターの記録です。本センターの活動へご支援
いただいた皆様並びに刊行にあたり原稿をお寄せいただいた皆様に心より御礼申し上げます。
　鹿児島大学における教育の拠点として平成15年10月に設置された本センターは、鹿児島大学のめざす
自主自律と進取の精神を有する人材育成のため、共通教育の企画・実施を行ってまいりました。さらに
平成23年度には、従来から設置されていた高等教育研究開発部、共通教育企画実施部、外国語教育推進
部に加え大学院共通科目・特別コース推進部を新たに設けさらなる機能強化を図っています。
　また、平成25年度に導入した教育プログラム「進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革」
を検証し、課題を克服するために、平成28年度からは新たな共通教育カリキュラムを実施する予定です。
　本号では平成28年度から実施する新たな共通教育改革を特集として取り上げました。本改革は、初年
次教育プログラムを核としながら専門教育との関連も配慮し、学生に自学自修の学習習慣を身につけさ
せることをねらいとしたものです。
　本改革にあたっては、全学の教職員の皆様のご協力をいただきながら進めておりますが、今後、より
一層皆様のご理解とご協力をいただきながら、より良い共通教育のカリキュラムを構築していきたいと
思っております。
　今後の本センターにおける取り組みにおきまして一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上
げます。

鹿児島大学教育センター年報編集委員
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